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発刊にあたって 
 

青森県では、本県経済及び県民生活の現状や課題などを県民の皆様へ報告するこ

とを目的として、昭和 25 年度(1950 年度)から「青森県経済白書」を、昭和 44 年度

(1969 年度)から「県民生活白書」を作成し、平成 14 年度(2002 年度)からは二つの

白書を統合して「青森県社会経済白書」を作成してきました。 

「青森県社会経済白書」は２部構成となっており、第１部では、本県経済の現状

と課題を明らかにする観点に加え、毎年度刊行を重ねることによりその資料的価値

を高めていくという趣旨と、毎月公表している「青森県経済統計報告」の年次版と

しての位置づけのもと、本県経済の動向を分析・記録しています。 

 また、今年度版では、新型コロナウイルス感染症が本県経済に与えた影響につい

て、令和２年(2020 年)の各種経済指標の動きを中心に、令和３年(2021 年)２月末ま

での状況を整理しています。 

第２部では、その時々の重要な課題を特定テーマとして選定し、多角的に分析を

行い課題解決に向けた方向性を提示してきました。今年度は「働く場として選ばれ

るために」を特定テーマとし、近年の白書の分析に触れつつ、未来の労働需給予測、

新規学卒者の県内定着に向けた課題、移住・創業者などのセカンドキャリアの動向、

多様な働き方などの分析を進め、本県が働く場として選ばれるための方向性を考察

しています。 

この白書が、県民の皆様にとって本県の社会経済を御理解いただく一助となり、

様々な活動や取組を進めていく上で役立つものとなれば幸いです。県では、今後と

も「青森県社会経済白書」の内容の一層の充実を図って参ります。 

 最後に、お忙しい中、資料の提供等に御協力いただいた関係者の皆様、また、専

門的見地からの御意見とともに御寄稿をいただいた「青森県地域経済研究会」の皆

様に心から感謝申し上げ、令和２年度版「青森県社会経済白書」発刊にあたっての

挨拶といたします。 

 

令和３年３月 

青森県知事 三 村 申 吾 
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はじめに 

 

令和元年(2019年)12月、病原体が特定されていない肺炎の発生が中国で複数報告されました。そ

して令和2年(2020年)1月、世界保健機構(ＷＨＯ)が、病原体として新型のコロナウイルス(ＣＯＶ

ＩＤ-19、以下「新型コロナ」という。)が検出されたことを公表しました。その後、感染は急速に

拡大し、同年3月にＷＨＯは、新型コロナがパンデミック(世界的な流行)に至ったとの認識を表明

しました。この突発的かつ近年では類を見ない事態に対応するため、世界各地では都市封鎖(ロック

ダウン)等の政策が講じられ、経済活動が大きく制限されました。その結果、令和2年(2020 年)前

半の世界経済は極めて厳しいものとなりました。感染状況が落ち着きを見せ始めると、いち早く経

済活動が回復に転じた中国を始め、各国で持ち直しの動きがみられるようになりましたが、ウイル

ス感染の新たな波や新しい変異種の確認などにより、同年末は回復の動きがやや減速しています。 

日本経済もまた、この感染症拡大により甚大な打撃を受けました。我が国の経済は緩やかな回復

を続けてきましたが、近年は海外経済の減速や日米貿易摩擦の影響を受け、徐々にその動きが弱ま

っていました。令和元年(2019 年)には、10 月に消費税率が10％に引き上げられたことや自然災害

が相次いだことによる落ち込みがみられました。それらの影響は令和 2 年(2020 年)初めにかけて

徐々に和らいでいたものの、新型コロナが世界的に流行したことで、まずインバウンド需要が消失

し、外出自粛等により個人消費を中心に内需が下押しされ、さらには主要貿易相手国による都市封

鎖等の経済活動の停止により、外需も大幅に減少しました。その後、経済活動が徐々に再開され、

各種政策の効果などにもより、一時の落ち込みからは急速に持ち直しましたが、国内各地で感染が

再び拡大したことにより、足元では回復の動きに一服感がみられています。 

新型コロナ禍の経済においては、徹底した感染対策と経済活動の両立を図っていくことが新たに

求められるようになりました。日常生活においては「新しい生活様式」が提言され、「3密」を避け

る行動や、マスク着用や手指消毒などが推奨されるようになりました。また、企業活動ではテレワ

ークやオンライン会議が急速に普及するなど、働き方のスタイルも大きく見直されました。このよ

うに、新型コロナの感染拡大前後において、私たちの社会経済活動は幅広い分野で大きく変容しま

した。 

このような内外情勢の中にあって、本県経済の動向を把握するとともに、現状と課題を明らかに

するため、第一部では、第1章で世界経済や日本経済の動向について各種統計をもとに解説し、第

2章では最近の本県の経済動向について、令和元年(2019年)から令和2年(2020年)にかけての各経

済分野の指標から解説しています。そして、今回新たに設けた第3章では、新型コロナの感染拡大

が本県にもたらした影響について、県内の感染拡大の状況や主な経済分野の動向、各種支援策の実

績などをもとに解説し、本県がどのような状況にあるかを明らかにしていきます。 
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令和 年(2019年)12 、 体が特 ていない の が中 で ました。そ

して令和2年(2020年)1 、 ( )が、 体として新 の (

-19、以 新 とい 。)が たことを しました。その 、 は に

大し、 年3 に は、新 が ( な 行)に ったとの を

しました。この つ 年では を ない 態に するため、 地では 市 (

) の が ら 、 動が大 ました。その 、令和2年(2020 年)

半の は めて しいものとなりました。 が を せ始めると、い

動が回 に た中 を始め、 で しの動 がみら る になりましたが、

の新たな や新しい の などに り、 年 は回 の動 がやや減 しています。 

もまた、この 大に り 大な を けました。 が の は や な回

を けて ましたが、 年は 外 の減 や の を け、 にその動 が ま

っていました。令和 年(2019 年)には、10 に 率が10％に 上 ら たことや

が 次い ことに る みがみら ました。そ らの は令和 2 年(2020 年) めに けて

に和らいでいたものの、新 が に 行したことで、ま が

し、外 に り 人 を中 に内 が し 、 らには に る 市

の 動の に り、外 も大幅に減少しました。その 、 動が に 、

の などにも り、一 の み らは に しましたが、 内 地で が

大したことに り、 では回 の動 に一 がみら ています。 

新 の においては、 した と 動の を図ってい ことが新たに

めら る になりました。 においては 新しい が 、 3 を け

る行動や、 や などが る になりました。また、 動では

や が に するなど、 方の も大 ました。この

に、新 の 大 において、 た の 動は幅 い で大 しま

した。 

この な内外 の中に って、 県 の動 を するとともに、 と を ら に

するため、 一部では、 1 で や の動 について をもとに し、

2 では最 の 県の 動 について、令和 年(2019年) ら令和2年(2020年)に けての

の ら しています。そして、今回新たに けた 3 では、新 の 大

が 県にもたらした について、県内の 大の や な の動 、 の

などをもとに し、 県がどの な に る を ら にしてい ます。 

 

第１部　青森県経済の動向

1



 

 

 

 

 

 の  

   

平成28 年(2016 年) 半 ら の 大に る の などを に

した は、 回 に 大の が の に成 をもたらしたことで、

で成 が加 していましたが、 中 の などに り平成30 年(2018 年) 半には動

が 化し、令和 年(2019年)も、 中 や中 の減 など ら 全体の 大の

は なっていました。この な中、 年12 に中 で の新 の

が 、令和2年(2020年)になると 中に が まり、こ に り の は 大

な を けることとなりました。 年3 には ( )が ( な

行)との を し、その ら の や地域で外 や 市 ( )などの

が ら る になり、 動が一 に大 ました。そ と に、 を

和するための や、 動の を しする も で ら る に

なりましたが、 の 大や 動の の は大 、令和2年(2020年) 半の

は、1930年 の大 や、平成20年(2008年)の といった の大 な

と比較 る な大幅な 成 となりました。4 に が を せ

始め、 動が に ると、 にも しの動 がみら ましたが、その

も 地で が 大し、そ に い や 市 が たことなどに り、 年

においては回 に の減 がみら ています。 

先行 については、 における 加 な や、 に る 上 の

ら、 の成 は令和3年(2021年)以 加 してい と ま ていますが、 の回

には 間で大 な らつ が るとも ています。今 の としては、新たな の

や の 通に する などが ら ており、 の 大や など の

の の 平 などに る が高ま 、 回 は らに になると て

います。 

 

  の 成   

新 の な 行に り、令和2 年(2020 年) 半の は めて しい に

りました。 年3 ら 大 のために 動や人の 動が 、 動の

で る人 の が たためです。 ともに の は 大なものと

なり、 の や地域において、4 6 の 成 率は 最大の 成 となりました。 

ま 、 の 内 ( )成 率をみると、 では、 の(2009

年)6 を の として 回 を けて ましたが、令和2年(2020年)2 に の山を えて

 の の  

 

 
最近の 経済 本経済の動向 第 章  最 の が することとなり、 成 率も 年1 3 において24 りに

成 に 、4 6 には 比31.4％減と 最大の 成 (年率 )となりま

した。その 、 動の な に り大幅に しましたが、10 12 では

大に る など ら減 しています。 では、成 の が 化しつつも平成 25

年(2013年)4 6 以 成 を していましたが、令和2年(2020年)1 3 は28

りに 成 となり、4 6 には 39.2％減と 最大の 成 となりました。7 9

は したものの、 年 は 動が 化し、10 12 は 成 に てい

ます。 もまた、 年1 3 に 56.4％減と 最大の みとなりました。なお、

も他の と に4 6 において 最大の 成 となり、その は 動の

など ら7 9 以 成 に ています。(6 成 率の ) 

また、新 について、 1 の成 率をみると、中 は、最 に 大が たこ

と らい を け、令和2年(2020年)1 3 は 比6.8％減と の 成 とな

りました。し し 年4 6 には 成 に し、他 が大 な 成 となる中、

をけ する となり、その も 幅を 大 せています。 や 、

においては、中 を 他 と 、4 6 における が最も深 なものとなっています。(図

1-1-1) 
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 の  

通 ( )が令和3年(2021年)1 に した 通し では、令和2年(2020

年)の 全体の成 率は、 年 半 に 地域で を上回る回 がみら たこと ら、 年

10 の を0.9 上回る 3.5％と ています。令和3年(2021年)の 通し

についても、 などの における 加 な と、 に る の上

の ら、 回の を0.3 上方 した5.5％となっています。し し、 回 に

は 間で大 な らつ が るともみら ており、 な や い が で

る先進 では の が他 りも に少ないと る一方で、新 においては、

い回 をみせる中 とその他の との間で が大 がると ています。今 の

としては、新たな の や の新しい 、 の 通に する や 率を

め る などが ら ており、 の 大や など の の の

平 などに る が高ま 、 回 は らに になると ています。 

別にみると、 については、令和2年(2020年) 12 の 加 に り、令和3年(2021

年)は 回の を2.0 上回る5.1％と ま ています。一方で では、令和2年

(2020年) に の 大に り 市 が 、 動の 化がみら たこと ら、令和

3年(2021年)の 通しは1.0 方 の4.2％となっています。中 については、い

新 の まで回 しており、令和3年(2021年)は8.1％の成 が ま ています。

また、 では令和2年(2020年)の 市 和 の回 が りも ったこと ら、令

和3年(2021年)の 通しは 回の を2.7 上回る11.5％となっています。(図1-1-2) 

は、 動が 化するまでは、 に る な が で るとし、 体 に

は 2の 上 や の 、 もが を けら る 加 の成 の 、低 化

を加 する などを ています。また、 ら る 所で を するためには
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3  成 の  

次に、 年の 成 率の をみてい ます。 

平成 30 年(2018 年)は、 人 や を中 に の動 に が った 、 や地

などの 、 中 に る 外 の減 の が や に ことに り、

を り しました。 

平成 31 年 令和 年(2019 年)は、 の に る の 減を とした の

や、 人 、 などの 、 の が ったこと ら、7 9 までは

成 が ましたが、 年10 の 率 上 に け み の 動減や 風の

などに り、 が に大 したこと ら、10 12 は 成 に ました。 

令和2年(2020年)に ると、新 が に 行し、1 3 は、 外 の や

の減少など ら が 減し、 人 も こと ら、 に

成 となりました。 らに4 6 は、 態 に 外 や 中 などが

いて 人 を中 に が大 し たことに加え、 な ( 市 )に

り も大幅に減少したこと ら、 最大となる29.3％の 成 (年率 )となりまし

た。7 9 になると、 動の や の特別 など ら大幅な 成 に

、10 12 も の な や の回 ら2 の 成 を しました。 

なお、令和2年(2020年)の 成 率( 次 )は、 年比 4.8％と

以 11年 りの 成 となっています。(図1-2-2) 
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  の  

の 化が進 していることに り、こ まで以上に 成 率に大 な を え

る になった の動 をみてみます。 

は、 な 回 を に平成29年(2017年) ら増加 が 、平成30年(2018年)

も、 けの 動 や けの 動 が ったことに り 年 比で の が

いたものの、11 以 は 中 の が したことで に ました。令和

年(2019年)も、中 や けの 動 の部 や、 けの が減少したことに り、

で しました。令和2年(2020年)に ると、新 の な 行に り 動が

し、3 ら 動 を中 に大 減少し始め、5 には 年 比28.3％減と

以 の大幅な みとなりました。し し、6 らは中 けを中 に回 となり、

が 大した11 に 幅がやや 大したものの、12 には ( )を えた け

み で中 けが たことに り 年 比2.0％増となり、2年1 りに 年 比で

となりました。(図1-2-3) 

一方の は、平成29年(2017年) ら平成30年(2018年)に けて、 が上 し

が増加したため が大幅に増加しましたが、令和 年(2019年)は、 や が

減少したため で しました。令和2年(2020年)になると、新 の で

が減少したことに い、 、 ( 化 )、 が減少した 、 減

少に る の減少など ら、5 には 年 比26.1％減にまで みました。6 以

幅はやや に りますが、 や の減少が 、12 まで で

しています。(図1-2-4) 
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4 には回 したものの、年間では などの減少に り 年比5.3％減の17 4 786

となり、 中 は2年 りに 幅が しています。 

中 に次 で る についてみると、令和 年(2019年)は、 が 動 などの

減少 ら 年に比 減少し、 も 動 や などの減少に り 減少しました。令和
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少が大 しして 年比17.3％減の12 6 125 となりました。一方の も、 減

少に る の減少など ら低 し、年間では 年比14.0％減の7 4 266 となり、

は2年 りに 幅が しています。 

また、令和2年(2020年)の中東 らの についてみると、 が大 3

以 減し、5 には 年 比 7割減となるなど、大幅に減少しています。(図1-2-7) 
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は の平成 年(1989年)以 31年 りの高 となりました。 

は、平成29年(2017年) ら令和 年(2019年)は、 の に する

 

ら 高に いたことも るものの、 110 の い 内で して し、令和 年(2019

年)の の年間の 幅は 最少となりました。令和2年(2020 年)は、新 が

に がった3 に の を して いが進み、また、年 半においては 大 も

の 動 となり、 の の ら が ら やす なりました。令和 2 年

(2020年)の年間の 幅は 10 58 となり、平成28年(2016年)以 4年 りに 年を上回って

います。(図1-2-9) 
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の と な の を す の 大などに り、 は ら

を けていました。こ した を するため、 と 行は平成25年(2013年)1 に

4と な 成 の のための 行の とい を し、

この中で 2％の の とい 、 として 外先進 の が している

が めて ました。こ に り、 5 の や

の の 大と年 化など、 成に けた 和が た 、

動などに る 上 率の の には 加 が ら て ました。し し、 に

たる低成 や の ら、 の や の 上 に する 方が

で り、また 通しについても 方 が 、 の 成 は、 の 成 で った平

                         
4  内 は、平成18年(2006年)3 、 を が に する を し、 そ

した に る みがないこと と している。 
5  行が 行する通 のこと。市中に 回る 通 ( 行 行高 通高)

と の合 。 。 

10



 

年間を通して となりました。 らに、 外子 ら ら る などの を す 一次所

も、 外子 の り が 化したことや、 な低 で の 子の け り

が減ったこと ら、 幅が しました。7 以 は中 け の回 や などの

に る の減少 ら が に 、 を し上 ましたが、年間では、

が に たことなど ら 幅が し、 年比13.8％減の17 6 976 (

)となっています。(図1-2-8) 

 

-150

-100

-50

0

50

100

150

200

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10

H30 31 R1 2年

（ ）

資料） 「 」 2年1 ～12

図1-2- の の 移

の 年 ( )

（ ）

 

 

 の  

 が の を し る上で に な と の についてみてみます。 

ま 、 市 の で る 平均 (225 )の の をみると、平成 25 年

(2013年)以 、 の や 行に る 和の などに り な 高が進み、中

の など ら した も るものの、平成29 年(2017 年) らは の回

と な を に に しました。平成30 年(2018 年)も の は

し、9 には の 最高 を超える2 4 となりましたが、その は 中

の 化や な 減 ら しました。令和 年(2019年)は、 中の 化

の ら が みましたが、 の が進 したことや、 の 合( )

に がついたこと に り、年 は平成2年(1990年)以 の高 となりました。令和2

年(2020年)は、新 の な 行に り2 ら し、3 には一 1 6 まで

しましたが、その は の や中 行の 和 に り上 を け、年

は の平成 年(1989年)以 31年 りの高 となりました。 

は、平成29年(2017年) ら令和 年(2019年)は、 の に する

 

ら 高に いたことも るものの、 110 の い 内で して し、令和 年(2019

年)の の年間の 幅は 最少となりました。令和2年(2020 年)は、新 が

に がった3 に の を して いが進み、また、年 半においては 大 も

の 動 となり、 の の ら が ら やす なりました。令和 2 年

(2020年)の年間の 幅は 10 58 となり、平成28年(2016年)以 4年 りに 年を上回って

います。(図1-2-9) 

 

7,568 

20,585 

24,120 

18,917 

27,444 76.77

123.75 

101.27 

109.96

103.82

70

80

90

100

110

120

1300

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2年

（ /

）（ ）

図1-2- の 移

（ ）
（ ）

の  

 

 の  

が の ら る 動や の となる についてみてみます。 

の と な の を す の 大などに り、 は ら

を けていました。こ した を するため、 と 行は平成25年(2013年)1 に

4と な 成 の のための 行の とい を し、

この中で 2％の の とい 、 として 外先進 の が している

が めて ました。こ に り、 5 の や

の の 大と年 化など、 成に けた 和が た 、

動などに る 上 率の の には 加 が ら て ました。し し、 に

たる低成 や の ら、 の や の 上 に する 方が

で り、また 通しについても 方 が 、 の 成 は、 の 成 で った平

                         
4  内 は、平成18年(2006年)3 、 を が に する を し、 そ

した に る みがないこと と している。 
5  行が 行する通 のこと。市中に 回る 通 ( 行 行高 通高)

と の合 。 。 

11



 

成27年(2015年) ら先 り て ました。令和2年(2020年)の新 においては、4

以 行の な に り が 増し、 が大幅な とな

っている一方で、 は の や の  の などに り と

なっています。 行は、今 の の 通しについて で するとしつつ、

の に い の し が次 に減 してい ことなど ら、 に上 率を高めてい

との を しています。 

こ した中で、 ( を 合)の をみると、平成29 年(2017 年) ら

平成 30 年(2018 年)に けては の上 に り が に し、 や な
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7 以 の  の 、 らには4 に た高 の 化などが し

となり、 年 比 が いています。(図1-2-10) 
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(7) 街角景気の動向 

街角の景況感を示すと言われる内閣府の景気ウォッチャー調査における景気の現状判断ＤＩ6は、

緩やかな景気回復により、平成28年(2016年)後半から平成29年(2017年)までは景気の横ばいを示

す50を概ね上回る状況が続きましたが、平成30年(2018年)5月以降は、人手不足やコストの上昇、

通商問題の動向等に対する懸念などから回復に一服感がみられ、50を下回る水準が続きました。 

令和元年(2019年)は、8月から9月にかけて消費税率引き上げ前の駆け込み需要の動きにより上

昇しましたが、消費税率が引き上げられた同年10月には、駆け込み需要の反動や台風の影響などか

ら、家計動向関連を中心に大きく下降しました。 

その後、令和2年(2020年)1月にかけて徐々に回復しましたが、新型コロナの世界的な流行によ

り同年2月から急速に悪化し始め、緊急事態宣言の発出で外出自粛が広がった4月には、過去最悪

の7.9となりました。翌5月は緊急事態宣言の解除を受けて4カ月ぶりに上昇し、6月は経済活動

の再開により過去最大の上昇幅となりました。7月以降は勢いが鈍化したものの上昇を続け、10月

には政府によるGo Toトラベル事業効果などにより54.5となり、2年9カ月ぶりに50を上回りま

した。しかし、11月からは感染の再拡大により下降に転じ、12月はGo Toトラベル事業の停止など

が響いてさらに下降し、35.5と5月以来の低い水準となっています。(図1-2-12) 
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＜参考：景気ウォッチャー調査における調査客体の業種・職種の例＞

区　　　分 業  種　・　職　種　の　例

小売関連

商店街代表者、一般小売店経営者・店員、百貨店売場主任・担当者、
スーパー店長・店員、コンビニエリア担当・店長、衣料品専門店経営
者・店員、家電量販店経営者・店員、乗用車・自動車備品販売店経営
者・店員等
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当者等  

                         
6 現状判断ＤＩ …ＤＩはディフュージョン・インデックスの略。景気の現状に関する街角の実感を反映した指標。

景気ウォッチャー調査では景気の動向を観察できる立場や職業の人々から景況感を聴き取り、結果を指数化してい

る。なお、本文中に使用している数値は季節調整値である。 
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(7) 街角景気の動向 
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の再開により過去最大の上昇幅となりました。7月以降は勢いが鈍化したものの上昇を続け、10月

には政府によるGo Toトラベル事業効果などにより54.5となり、2年9カ月ぶりに50を上回りま
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 の  

 通 ( )が令和3年(2021年)1 に した 通し に ると、令和3

年(2021年)の の成 率は3.1％となっており、令和2年(2020年)12 に た の

に り、令和3年(2021年) 半には 動が令和 年(2019年) の まで回 すると

ています。た し、 の を 新たな の や に する

などの も ています。 

 また、内 が令和2年(2020年)11 に した 年次 では、 を 成

に せてい ためには、 方 や の 進といった の と、

化に る の を に進めることが で ると ています。今 は と

動の を図りつつ内 を 上 てい ことが で り、 や人 に って

の高い 体 を すると に、 を つつも を せることがで

、 の高い 成 することがで るとみら ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通し( ) 通 、2021 

令和2年 年次 の (令和2年11 6 ) 内 、

2020 

の  2020年 (令和2年11 18 ) 新 の 内 、2020 

の (2021年1 ) 行、2021 

 

 

 

 

 

 の 県 の  

  

最 の 県 をみると、令和 年(2019年)までは や に回 して ましたが、 率

上 が た 年10 以 は、 人 にやや い動 がみら る になりました。令和2

年(2020年)は、新 の 大が幅 い に を し、 県 は に 化しまし

た。その は 内外の 動 や などに り、 や 人 に しの動

がみら るものの、 て しい が いています。 

な の動 をみると、ま 、 の 動 は、 に る 動は るものの令和 2

年(2020年)3 までは 100 ら120の間で して ましたが、 内外の 動が した

年4 以 に し、6 には84.9まで みました。7 以 は 動の に い

に回 し、新 の 大 の に りつつ ります。(図2-1-1-1)(31

( )の ) 

 については、 人 率が、平成30年(2018年)8 に 最高の1.33 を し、

その も1 以上の高 を して ましたが、令和2年(2020年)4 は 人 の大幅な減

少などに り1.00 となり、 5 には4年3 りに1 を 回り、その は回 に る

ものの、1 を 回る が いています。(図2-1-1-2)(42 人 の動 )   
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動 については、 ( )は、 が 年を 回り ける

一方で、 は に して ました。令和 年(2019年)になると、 年10 の

率 上 に け み に り、 も一 に 年を上回ったものの、10 以 はそ

の 動に り、 ともに 年を 回りました。令和2年(2020年)は、4 の

態 に や外 の で 年を大幅に 回り、5 以 も しい が いている

に し、 や もり が た は 年を上回る もみら 、

に しています。(図2-1-1-3)(66 の ) 
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 乗用車新車登録・届出台数は、令和元年(2019年)10月の消費税率引き上げに伴う駆け込み需要と

その反動が顕著にみられ、同年10月以降は前年を下回る月が続きました。令和2年(2020年)には

自動車大手メーカーの工場の操業停止や減産が相次ぎ、緊急事態宣言に伴う外出自粛などの影響も

あって、同年 5 月には前年比 39.3％まで落ち込みました。しかしそれを底に徐々に持ち直し、10

月以降は回復基調となっています。(図2-1-1-4)(71ページ「乗用車新車登録・届出台数の推移」参

照) 
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観光入込客数・宿泊者数は、令和2年(2020年)4月の緊急事態宣言による移動の制限に伴い観光・

宿泊施設の休業が相次いだことから、同年5月には前年を8割近く下回りました。緊急事態宣言の

解除後も、夏祭りや各種イベントの中止などにより低迷が続きましたが、政府による「Go To トラ

ベル」事業や、県を始めとした各自治体による宿泊割引キャンペーンなどの効果から、同年後半に

は減少幅が縮小してきています。(72ページ「宿泊旅行と観光消費の動向」参照) 

建設の動向については、新設住宅着工戸数は、令和元年(2019年)10月の消費税率引き上げによる

大きな影響はみられず、令和2年(2020年)も大きな動きはなく、前年を下回りつつも概ね堅調に推

移しています。 (83ページ「住宅着工の動向」参照) 

 企業倒産の動向については、平成30 年(2018 年)までは、景気の回復基調や各種金融支援策の効

果により倒産件数が減少傾向にありましたが、令和元年(2019 年)は増加に転じました。令和 2 年

(2020年)は、新型コロナの感染拡大の影響による大型倒産などがあったものの、企業を対象とした

各種支援策により倒産件数は抑制され、平成29年(2017年)、平成30年(2018年)と並び過去最少と

なっています。(85ページ「企業倒産の動向」参照) 

 

(2) 本県の景気動向 

 次に、本県経済について、景気動向を示す指数や景況感からみていきます。 

まず、景気動向指数(ＣＩ)の動きから、本県経済をみてみます。一般にＣＩが上昇している時は

景気の拡張局面、低下している時は後退局面であり、ＣＩの動きと景気の転換点は概ね一致する傾

向にあります。 

※令和2 年3 月分からは平成28 年経済センサス－活動調査に基づいた対象事業所の見直し

がなされ、スーパー及び百貨店・スーパー合計額の前年同月比について、そのギャップを調

整するリンク係数で処理された数値となっている。 

資料）経済産業省「商業動態統計」 

 

平成23年(2011年)3 の東 大 に大 した は、 や の に

り、平成24年(2012年)4 まで に上 しました。 年5 ら11 までは となったも

のの、その は平成26年(2014年)4 の 率 上 に一 に しつつも、 間に た

る に り、平成29年(2017年)8 には126.4まで上 しました。 

その は に 、令和2年(2020年)には、新 が に 行し、 動の や

人 率の低 など ら、 年6 には東 大 の を 回る44.7まで しました。7

以 はやや上 いているものの、 大 の には らないまま しています。(図2-1-1-5) 
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 乗用車新車登録・届出台数は、令和元年(2019年)10月の消費税率引き上げに伴う駆け込み需要と
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月以降は回復基調となっています。(図2-1-1-4)(71ページ「乗用車新車登録・届出台数の推移」参

照) 
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一方、 行 の県内 の ら、 の を

(全 )でみると、平成20年(2008年)9 の で る平成21年(2009年)3

に 37と大 したの 、 内ながら回 に ったとこ 、平成23年(2011

年)3 に した東 大 の で 年6 に 18と 大 しました。 

その は、 や における 地の に り 上が たことや、東 新

に り 泊 で の がみら たこと ら回 となり、平成

24年(2012年)6 以 、 内で しました。平成26年(2014年)6 には、

率 上 の け み の を けた や の に り 11 の高 とな

りましたが、 年9 以 は、 け み の 動減、 に る の上 の ら

しました。 

平成 27 年(2015 年)6 以 は、 や などで がみら 回 となり、平成

29年(2017年)6 らは を している を中 に高 が 、平成30年(2018年)6

には の も り 9となりました。し し、 年9 に や の

上 の でやや 化した 、 年12 以 は、 を中 に が ました。 

令和2年(2020年)は、新 が に 行し、 泊 などの が大

ことに り 年3 に 8と8年 りに に 、6 には

大の が や などの にも したことで 21 と らに大 し

ました。9 以 は 内外の 動の しに り 、 ともに の動 がみ

ら 、12 には 6となっています。(図2-1-1-7)  
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 の  

成3  

 平成31年 令和 年(2019年)の が の に る をみると、内 は、3 ら や

に がみら るとし、 行も、3 以 や などに 外 の減 の がみら

るとしていますが、 一年を通して、 は や に回 または 大しているとの を し

ています。この な中で、 県 に る の をみると、3 ら6 に けて一部に

い動 がみら るとしつつも、 て や に回 しているとしています。 
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 令和2年(2020年)の が の に る をみると、3 には内 、 行ともに新

の に る 方 を行っています。内 は、3 に の 回 の を6年9
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りに し、4 には、 の平成21年(2009年)5 以 11年 りに 化

の を しました。6 になると 化 を して2年5 りに上方 を行い、7 以

は しの動 がみら るとしています。 行は、7 までは めて しい 態 として

いましたが、9 以 は上方 を行っています。この な中で、 県 に る の を

みると、3 までは 回 の が りましたが、4 にはい の も 方 を行い、5 に

は 行 が めて に 化 の を しました。7 らは に上方

がみら 、12 には、 は や に しつつ るとの が を めています。 
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3 県民経済計算からみた本県経済 

(1) 平成30年度(2018年度)の本県経済 

県では、毎年度、企業の生産活動を含む県内及び県民の1年間の経済活動の実態を、総合的・体

系的に把握するため「青森県県民経済計算」を推計しており、令和3年(2021年)1月に最新の平成

30年度分を公表しました。 

平成30年度(2018 年度)の本県経済をみると、県内総生産は名目7で 4兆 3,744 億円、実質 7で4

兆2,374億円となり、経済成長率は名目で1.3％の減少、実質では1.5％の減少と、名目、実質とも

3年連続のマイナス成長となりました。(図2-1-3-1、表2-1-1～2) 
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県内総生産(生産側、名目)4兆3,744億円を産業別にみると、第1次産業では、農業が前年度並

みだったものの、するめいかの漁獲量の大幅な減少やホタテガイの販売価格の低下の影響などによ

り水産業が減少したことなどから、前年度に比べ2.8％減の2,077億円となりました。 

 第2次産業では、公共土木の増加により建設業がやや増加したものの、一次金属が大幅に減少し

たことなどにより製造業が減少したことなどから、前年度に比べ6.2％減の 9,190 億円となりまし

た。 

 第3次産業では、不動産業、卸売・小売業、宿泊・飲食サービス業などが減少した一方、専門・

科学技術、業務支援サービス業、保健衛生・社会事業などが増加したことなどから、前年度に比べ

0.0％増(15億円増)の3兆2,728億円となりました。(表2-1-1) 

 

 

 

 

 

                         
7 名目・実質 …名目値は、その時点の価格で評価した値であり、これを基準年次の価格で評価し直し、価格変動

による増減の影響を除去したものが実質値となる。 

資料) 県統計分析課「平成30 年度県民経済計算」、内閣府「平成30 年度国民経済計算」 

図2-1-3-1 経済成長率の推移（青森県・全国） 
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3 県民経済計算からみた本県経済 

(1) 平成30年度(2018年度)の本県経済 

県では、毎年度、企業の生産活動を含む県内及び県民の1年間の経済活動の実態を、総合的・体

系的に把握するため「青森県県民経済計算」を推計しており、令和3年(2021年)1月に最新の平成

30年度分を公表しました。 

平成30年度(2018 年度)の本県経済をみると、県内総生産は名目7で 4兆 3,744 億円、実質 7で4

兆2,374億円となり、経済成長率は名目で1.3％の減少、実質では1.5％の減少と、名目、実質とも

3年連続のマイナス成長となりました。(図2-1-3-1、表2-1-1～2) 
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県内総生産(生産側、名目)4兆3,744億円を産業別にみると、第1次産業では、農業が前年度並

みだったものの、するめいかの漁獲量の大幅な減少やホタテガイの販売価格の低下の影響などによ

り水産業が減少したことなどから、前年度に比べ2.8％減の2,077億円となりました。 

 第2次産業では、公共土木の増加により建設業がやや増加したものの、一次金属が大幅に減少し

たことなどにより製造業が減少したことなどから、前年度に比べ6.2％減の 9,190 億円となりまし

た。 

 第3次産業では、不動産業、卸売・小売業、宿泊・飲食サービス業などが減少した一方、専門・

科学技術、業務支援サービス業、保健衛生・社会事業などが増加したことなどから、前年度に比べ

0.0％増(15億円増)の3兆2,728億円となりました。(表2-1-1) 

 

 

 

 

 

                         
7 名目・実質 …名目値は、その時点の価格で評価した値であり、これを基準年次の価格で評価し直し、価格変動

による増減の影響を除去したものが実質値となる。 

資料) 県統計分析課「平成30 年度県民経済計算」、内閣府「平成30 年度国民経済計算」 

図2-1-3-1 経済成長率の推移（青森県・全国） 
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経済成長率(名目)を経済活動別増加寄与度でみると、平成30 年度(2018 年度)の名目経済成長率

マイナス1.3％に対してプラスに寄与した経済活動は、プラス0.29ポイントの専門・科学技術、業

務支援サービス業、次いでプラス0.23ポイントの保健衛生・社会事業などとなりました。 

一方、マイナスに寄与した経済活動は、マイナス1.45 ポイントの製造業、次いでマイナス0.43

ポイントの不動産業などとなりました。 (図2-1-3-2) 
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図2-1-3-2 経済活動別総生産増加寄与度（名目）

農林水産業 鉱業
製造業 電気・ガス・水道・廃棄物処理業
建設業 卸売・小売業
運輸・郵便業 宿泊・飲食サービス業
情報通信業 金融・保険業
不動産業 専門・科学技術、業務支援サービス業
公務 教育
保健衛生・社会事業 その他のサービス
税等 合 計

資料）県統計分析課「平成30年度県民経済計算」

（％）

 

 

次に、県民所得についてみると、県民所得は前年度に比べ1.3％減の3兆1,665億円となりまし

た。これを項目別にみると、雇用者報酬は、賃金・俸給が増加したことなどから、前年度に比べ0.5％

増の2兆1,281億円となりました。財産所得は、家計の受取利子が増加したことなどから、前年度

に比べ11.4％増の1,409億円となりました。企業所得は、民間法人企業や個人企業が減少したこと

などから、前年度に比べ7.0％減の8,976億円となりました。(図2-1-3-3、表2-1-3) 

また、県民所得を総人口で除した１人当たり県民所得は、前年度に比べ0.1％減の250万7千円

となり、国民所得を100とした場合の水準は、前年度に比べて0.9ポイント低下の78.4となりまし

た。 

これは、本県の平成30年度(2018年度)の総人口が1.2％の減少となった一方で、県民所得が1.3％

の減少となったためです。(図2-1-3-4) 
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経済成長率(名目)を経済活動別増加寄与度でみると、平成30 年度(2018 年度)の名目経済成長率

マイナス1.3％に対してプラスに寄与した経済活動は、プラス0.29ポイントの専門・科学技術、業

務支援サービス業、次いでプラス0.23ポイントの保健衛生・社会事業などとなりました。 

一方、マイナスに寄与した経済活動は、マイナス1.45 ポイントの製造業、次いでマイナス0.43

ポイントの不動産業などとなりました。 (図2-1-3-2) 
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資料）県統計分析課「平成30年度県民経済計算」

（％）

 

 

次に、県民所得についてみると、県民所得は前年度に比べ1.3％減の3兆1,665億円となりまし

た。これを項目別にみると、雇用者報酬は、賃金・俸給が増加したことなどから、前年度に比べ0.5％

増の2兆1,281億円となりました。財産所得は、家計の受取利子が増加したことなどから、前年度

に比べ11.4％増の1,409億円となりました。企業所得は、民間法人企業や個人企業が減少したこと

などから、前年度に比べ7.0％減の8,976億円となりました。(図2-1-3-3、表2-1-3) 

また、県民所得を総人口で除した１人当たり県民所得は、前年度に比べ0.1％減の250万7千円

となり、国民所得を100とした場合の水準は、前年度に比べて0.9ポイント低下の78.4となりまし

た。 

これは、本県の平成30年度(2018年度)の総人口が1.2％の減少となった一方で、県民所得が1.3％

の減少となったためです。(図2-1-3-4) 
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資料）県統計分析課「平成30年度県民経済計算」、内閣府「平成30年度国民経済計算年報」
 

また、県内総生産(支出側)(名目)の総額4兆3,744億円を項目別にみると、民間最終消費支出は、

その大半を占める家計最終消費支出が、住居・電気・ガス・水道が減少したことなどから、前年度

に比べ1.3％減の2兆7,549 億円となりました。政府最終消費支出は、国(国出先機関)が増加した

ことなどから、前年度に比べ0.8％増の1兆3,153 億円となりました。県内総資本形成は、総固定

資本形成で民間の企業設備が減少したことなどから、前年度に比べ7.6％減の1兆1,714億円とな

りました。(表2-1-4) 
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資料）県統計分析課「平成30年度県民経済計算」、内閣府「平成30年度国民経済計算年報」
 

また、県内総生産(支出側)(名目)の総額4兆3,744億円を項目別にみると、民間最終消費支出は、

その大半を占める家計最終消費支出が、住居・電気・ガス・水道が減少したことなどから、前年度

に比べ1.3％減の2兆7,549 億円となりました。政府最終消費支出は、国(国出先機関)が増加した

ことなどから、前年度に比べ0.8％増の1兆3,153 億円となりました。県内総資本形成は、総固定

資本形成で民間の企業設備が減少したことなどから、前年度に比べ7.6％減の1兆1,714億円とな

りました。(表2-1-4) 
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 県 の の  

県内 の と の をみると、平成26 年 (2014 年 )以 は が を

上回っています。 

平成18年 (2006年 )以 の 8の をみると、平成21年 (2009年 ) ら平成

25年 (2013年 )までは に りましたが、平成26年 (2014年 )以 は上 しています。

こ は、 の が ら に したためで り、い る らの

の動 に るものと えら ます。 

内 の においては、平成21年(2009年)11 に の が たもの

の、平成25年(2013年)12 に とい は ています。(図2-1-3-5) 
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3  の 県  

平成30年 (2018年 )の 県の県内 ( )について、平成30年(2018年)の 内 (

)と比較し、その特 をみてみます。 

ま 、 別( は中 別)に の特化 9をみると、1.0を上回っているのは、

の が いことに る 、 県の で る農 の 、 、

などで、 では 、 加 、一次 などが ります。なお、 や が

                         
8  ら を するために いら る をい 。県 では、 成

との に り ら を め、全体としての は を 成 の

の合 で して めら る。 
9 特化  成比率を上 の 成比率で割って た をいい、 では、県の の 別 成比 年

全 の の 別 成比 年 で した。特化 が1.0を超えてい 、県はその に特化

しているといえる。なお、 成比率の比較で ること ら、 そのものの大 を すものではない。 

 

高 なっているのは、 間の が少ないために、 に 成比率が大 なっているためと

えら ます。1.0を 回っているのは、 通 、 、 などで、

については と どの中 がこ らに ています。 

一方、 加 率 10をみると、1.0を上回る が比較 、特に、 の一次 、

、 加 、 、 などで1.5を超えています。こ ら

の は、全 と比較して 加 の比率が高 なっています。一方、1.0 を 回るのは、

の 子部 、 、は などが り、こ らの では、全

と比較して中間 ( )の比率が高 なっています。(図2-1-3-6) 
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10 加 率  加 率は一 には 上に める 加 の比率をい 。 では 県の 県

の 全 の 全 の を 加 率 とした。 
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県における の を県 でみると、平成24 年 (2012 年 ) ら増加を

け、平成29年 (2017年 )は1 9 183 と 動全体の24.5％を める になりまし

た。し し、平成30年 (2018年 )は1 7 909 で、 動全体に める割合は23.0％と

なり、 、割合とも7年 りに減少しました。(図2-2-1-1) 

次に、 が4人以上の 所を とする で 県における を市町村

別にみると、 戸市が最も高 、次いで 市、六ヶ所村、 市の となり、こ ら4市村が1 000

を上回っています。一方、半島 部や中山間を える地域では て低い がみら ます。

(図2-2-1-2) 

 また、他県と比較してみると、2019年  (平成30年(2018年) )では、 県は全 で

41 、東 では 5 となっており、 としては、1 7 793 ( 年比6.9％ )となりま

した。(図2-2-1-3 4)  
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県の 所 は な減少 に り、そ に い も減少しています。全 でも

和58 年(1983 年)を に 所 は減少していますが、全 に比 ると、 の 所が少な

いことが 県特 の として ら ます。(図2-2-1-5) 
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 県の 所 について、 の上 10 をみてみると、 、 子部 、

、 を 、4 29 人以 の 所が 半 を めています。また、 子

部 、 、 についても 所が4割 を めています。(図2-2-1-7) 
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いことが 県特 の として ら ます。(図2-2-1-5) 
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3  構成 

県と全 の 成を比較すると、 所 については、 県で最も高い割合を める は

で り、全 と な に りますが、全 の13.2％に して 県では27.5％と、

成比が 2 となっていることが特 と えます。(図2-2-1-9) 

については、 県では の27.2％、 子部 の11.6％、 の8.2％が高い割合と

なっているのに して、全 では 、 、 が高い割合を めています。(図

2-2-1-10)  
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については、 県では が21.5％と最も高 、次いで 子部 16.7％、

13.6％の となっています。全 では の割合が21.1％と最も高 、次いで化 9.0％、

9.0％の となっており、全 と 県の 成に大 な いがみら ます。(図2-2-1-11) 
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いで化 11.0％、 9.7％の となっており、 と に、全 と 県の

成に大 な いがみら ます。(図2-2-1-12)  
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4) 労働生産性 

 本県の労働生産性(従業者1人当たりの製造品出荷額等)は、全国の70％程度の水準で推移してい

ましたが、平成30年(2018年)は、情報通信、家具・装備品など15業種で増加し、非鉄金属、輸送

用機械など9業種で減少した結果、全国比は前年に比べ下落し、72％の水準となりました。業種別

では、全国の水準を下回っている業種がほとんどですが、パルプ・紙、電子部品など3業種で全国

を上回る水準にあります。(図2-2-1-13～14)  
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② 鉱工業生産指数等 

1) 鉱工業生産指数(季節調整済指数)の推移 

 鉱工業生産指数は、鉱工業全体の生産活動の水準や推移を示すもので、国・県が毎月公表してい

ます。平成27年(2015年)以降の本県の鉱工業生産指数(平成27年(2015年)＝100)をみると、平成

28年（2016年）第1四半期に107.5と平成27年(2015年)第4四半期の99.3から上昇して以降、

令和元年(2019年)第3四半期に99.7に低下したものの、令和2年(2020年)第1四半期まで概ね105

を超える水準で増減を繰り返しました。令和2年(2020年)第2四半期には、新型コロナの感染拡大

に伴い、90.5と大きく低下したものの、同年第3四半期には96.7と持ち直しています。(図2-2-1-15) 
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3  構成 

県と全 の 成を比較すると、 所 については、 県で最も高い割合を める は

で り、全 と な に りますが、全 の13.2％に して 県では27.5％と、

成比が 2 となっていることが特 と えます。(図2-2-1-9) 

については、 県では の27.2％、 子部 の11.6％、 の8.2％が高い割合と

なっているのに して、全 では 、 、 が高い割合を めています。(図

2-2-1-10)  
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については、 県では が21.5％と最も高 、次いで 子部 16.7％、

13.6％の となっています。全 では の割合が21.1％と最も高 、次いで化 9.0％、

9.0％の となっており、全 と 県の 成に大 な いがみら ます。(図2-2-1-11) 
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4) 労働生産性 

 本県の労働生産性(従業者1人当たりの製造品出荷額等)は、全国の70％程度の水準で推移してい

ましたが、平成30年(2018年)は、情報通信、家具・装備品など15業種で増加し、非鉄金属、輸送

用機械など9業種で減少した結果、全国比は前年に比べ下落し、72％の水準となりました。業種別

では、全国の水準を下回っている業種がほとんどですが、パルプ・紙、電子部品など3業種で全国

を上回る水準にあります。(図2-2-1-13～14)  
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② 鉱工業生産指数等 

1) 鉱工業生産指数(季節調整済指数)の推移 

 鉱工業生産指数は、鉱工業全体の生産活動の水準や推移を示すもので、国・県が毎月公表してい

ます。平成27年(2015年)以降の本県の鉱工業生産指数(平成27年(2015年)＝100)をみると、平成

28年（2016年）第1四半期に107.5と平成27年(2015年)第4四半期の99.3から上昇して以降、

令和元年(2019年)第3四半期に99.7に低下したものの、令和2年(2020年)第1四半期まで概ね105

を超える水準で増減を繰り返しました。令和2年(2020年)第2四半期には、新型コロナの感染拡大

に伴い、90.5と大きく低下したものの、同年第3四半期には96.7と持ち直しています。(図2-2-1-15) 
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 の  

県の の ( 年 比)をみると、平成27 年(2015 年)は、 に

が 、 が に しながら増減を り しましたが、平成28年(2016

年) 1 半 に、 が に た 、 が に し

たこと ら、 に 、加えて平成28年(2016年) 2 半 には、 子部

が に たこと ら、 年 4 半 まで が ました。 

し し、平成29年(2017 年) 1 半 に、 が に た 、

が に したこと ら、 に 、以 、平成30年(2018年) 2 半

までは、 に 子部 が 、 が に しながら増減を り

しました。 

平成30年(2018 年) 3 半 に、 、 子部 が に

したこと ら、 に 、以 、令和 年(2019年) 4 半 まで が6 半

ました。 

令和2年(2020年) 1 半 には、 に する が い中、 子部

が に たこと ら、 に ましたが、 年 2 半 には、新 の

大に い、 、 子部 は に したものの、 が

に た 、 、 が大 に したこと ら、 1

半 の 3.4 ら 18.9と大 低 しましたが、 年 3 半 には、 8.3と

しています。 (図2-2-1-16) 
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平成31年(2019 年) 1 半 に、 、 、 通

が に したこと ら、 に 、以 、 が いています。 

また、令和 年(2019 年) 4 半 以 は、全ての が に 、令和2年(2020 年)

2 半 には新 の 大に い、 が大 に したこと ら、

1 半 の 4.5 ら 19.8と大 低 しましたが、 年 3 半 には、

12.8と しています。(図2-2-1-17) 
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 の  

平成30年 県県 に ると、 県における平成30年 (2018年 )の農 の

は、農 と が 年 を上回り、 では 年 を20 上回る4 009 となりました。

全体に める割合は 年 を0.1 上回る5.2％となり、この内 をみると、農 が3 389

で84.5％、 が60 で1.5％、 が559 で14.0％となっており、農 が8割以

上を めています。(図2-2-1-18) 
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農 については、 人口の減少や い の高齢化が全 に大 な となっています。 

ま 農 についてみると、 県の農 体 は 地 が5 の 中 を中 に

減少 に り、令和2年(2020年)は平成27年(2015年)と比 て19.2％減の2 9 022 体と

なりました。また 農 を な として している 農 は、 17.6％減の4

8 081人となっています。農 体については、 地 が5 以上の大 体の減

少率が 中 体に比 て 、 人 体 が増加していること ら、農 の大

化 人化が進 でいると えら ます。 
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また、農業就業人口における65歳以上の割合は、増加傾向で推移しているものの、全国の水準を

下回っており、平均年齢は65.4歳と、北海道(58.5歳)に次ぐ全国第2位の低さとなっています。(図

2-2-1-19～20) 

本県は、「攻めの農林水産業」の浸透等により、他県と比較して農業が稼げる産業として認知され

ていること等から、第2部でみるとおり、新規就農者数が高水準にあることなど、若い農業者も多

いことが理由として考えられます。 
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次に、水産業についてみると、高齢化等により個人経営体を中心に減少が続いており、平成 30

年(2018年)の本県の漁業経営体数は、平成25年(2013年)と比べ17.8％減の3,702経営体となって

います。また、漁業就業者数は15.0％減の8,395人となっています。一方、その他（共同経営、会

社など）の漁業経営体数は平成25年(2013年)と比べて5経営体増の135経営体となっており、経

営体の団体化が進んでいると考えられます。(図2-2-1-21) 
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① 農業の動向 

本県農業の主要品目の生産動向についてみてみます。 

令和2年(2020年)産水稲は、概ね天候に恵まれ、作付面積が前年産比0.4％増の4万5,200ha、

収穫量が前年産比0.6％増の28万3,900トンとなりました。(図2-2-1-22) 

米の相対取引価格をみると、青森県産米の価格は全国の全銘柄平均価格を下回りながら推移して

きましたが、近年は全国との差を縮めながら、安定的に推移しています。(図2-2-1-23) 

米の産出額は平成27年以降増加傾向にあり、平成30年は前年を40億円上回る553億円となりま
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した。(図2-2-1-24) 
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令和元年(2019年)産野菜は、作付面積が前年産比2.8％増の1万5,726ha、収穫量が前年産比2.5％

増の40万1,190トンとなりました。(図2-2-1-25) 

全国の収穫量に占める割合が高い野菜を前年産と比べると、ながいもは作付面積は横ばいだった

ものの収穫量がわずかに減少、にんにくは作付面積・収穫量が共に増加しました。野菜の産出額は

平成 25 年以降、増加傾向にあり、平成 30 年は前年を 56 億円上回る 836 億円となりました。(図

2-2-1-26) 
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令和元年(2019 年)の花きは、作付面積が前年比 1.1％減の 93ha、生産数量が前年比 13.6％減の

1,720 万本・鉢となりました。作付面積、生産数量とも減少傾向にあり、その要因としては、生産

者の高齢化や労働力不足のほか、野菜への作付転換などが考えられます。(図2-2-1-27)  
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令和元年(2019年)産野菜は、作付面積が前年産比2.8％増の1万5,726ha、収穫量が前年産比2.5％

増の40万1,190トンとなりました。(図2-2-1-25) 

全国の収穫量に占める割合が高い野菜を前年産と比べると、ながいもは作付面積は横ばいだった

ものの収穫量がわずかに減少、にんにくは作付面積・収穫量が共に増加しました。野菜の産出額は

平成 25 年以降、増加傾向にあり、平成 30 年は前年を 56 億円上回る 836 億円となりました。(図

2-2-1-26) 
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図2-2-1-25 野菜の収穫量・作付面積の推移
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令和元年(2019 年)の花きは、作付面積が前年比 1.1％減の 93ha、生産数量が前年比 13.6％減の

1,720 万本・鉢となりました。作付面積、生産数量とも減少傾向にあり、その要因としては、生産

者の高齢化や労働力不足のほか、野菜への作付転換などが考えられます。(図2-2-1-27)  
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令和 年(2019年) り は、 が 年 比0.5％減の2 476 、 が 年 比8.0％

減の40 9 800 となりました。 については、全 (令和 年(2019年) 70 1 600 )

の 58.4％を めています。なお、令和2年(2020年) については、 が 年 比0.2％減

の2 431 、 が 年比10.1％増の45 1 100 となっています。(図2-2-1-28) 

、 とも全 となっているり ですが、 は減少 に り、その

としては、 の低 や との 合など、り を り が し なって

いることが えら ます。また、 に比 間の る の も減少 に り、

り 農 の高齢化の進行に などが一 と えら ます。(図2-2-1-29) 
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次に、り の 通 をみると、令和 年 り の は、 の高 つの

で となったこと ら、 年 比11.6％減の35 8 992 となりました。 

 地市 は、 が少ないことに加え、他県の 合 が の に り の低

がみら たこと ら、 の い 県 り の 合いが まり、12 以 は高 で しまし

た。このため、 平均 は、1 たり233 となり、 年比8.4％増となりました。 

 また、 地市 は、 地市 の が令和 年内は 平年 みで したものの、

12 の 地 が少な 、年 け以 は 年 平年に比 て大幅に少な なったことに加え、

上 の に り 県 り の 合いが まったこと、 らには新 の で け

の 合いが まったことに り、大幅な高 で しました。このため、 平均 は1

たり386 となり、 年比24.5％増となりました。(図2-2-1-30) 

こ らのこと ら では、 年 比9.0％増の1 098 となり、6年 で1 000 を
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上回りました。(図2-2-1-31) 
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次に畜産についてみると、本県の家畜飼養頭羽数は、平成20年(2008年)を100とした水準でみ

ると、ブロイラーと採卵鶏が高い水準で推移している一方、乳用牛と肉用牛、豚は100を下回る水

準で推移しており、特に乳用牛は20ポイント程度下回っています。同様に、畜産の卸売価格等につ

いてみると、鶏卵以外は、概ね家畜飼養頭羽数の減少に伴い高値で推移しています。(図 2-2-1-32

～33) 
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H22、27年は農林業センサス実施年のため、一部調査は休止
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また、畜産産出額は、平成25年(2013年)以降、増加傾向で推移してきました。平成30年(2018

年)は、前年を10億円下回る905億円、対前年産比1.1％の減少となりました。畜種別では、鶏が

424億円(構成比46.9％)、豚が216億円(同23.9％)、肉用牛は164億円(同18.1％)、乳用牛86億

円(同9.5％)となっています。(図2-2-1-34) 
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令和 年(2019年) り は、 が 年 比0.5％減の2 476 、 が 年 比8.0％

減の40 9 800 となりました。 については、全 (令和 年(2019年) 70 1 600 )

の 58.4％を めています。なお、令和2年(2020年) については、 が 年 比0.2％減

の2 431 、 が 年比10.1％増の45 1 100 となっています。(図2-2-1-28) 
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次に、り の 通 をみると、令和 年 り の は、 の高 つの

で となったこと ら、 年 比11.6％減の35 8 992 となりました。 
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上 の に り 県 り の 合いが まったこと、 らには新 の で け

の 合いが まったことに り、大幅な高 で しました。このため、 平均 は1

たり386 となり、 年比24.5％増となりました。(図2-2-1-30) 

こ らのこと ら では、 年 比9.0％増の1 098 となり、6年 で1 000 を
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上回りました。(図2-2-1-31) 
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次に畜産についてみると、本県の家畜飼養頭羽数は、平成20年(2008年)を100とした水準でみ

ると、ブロイラーと採卵鶏が高い水準で推移している一方、乳用牛と肉用牛、豚は100を下回る水

準で推移しており、特に乳用牛は20ポイント程度下回っています。同様に、畜産の卸売価格等につ

いてみると、鶏卵以外は、概ね家畜飼養頭羽数の減少に伴い高値で推移しています。(図 2-2-1-32

～33) 
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年)は、前年を10億円下回る905億円、対前年産比1.1％の減少となりました。畜種別では、鶏が
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以上の 、農 の 農 所 に ると、 県における平成30 年(2018 年)の農

は 年を119 上回る3 222 となっており、4年 で3 000 を し、15年

で東 となっています。なお、全 の農 は9 1 283 となっており、

県別で 県は 7 となっています。 

また、こ らを 成比でみると、最も高いのは で全体の28.1％を めており、次いで が

25.9％、 が25.7％、 が17.2％となっています。 (図2-2-1-35) 
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 の  

県の について、 でみてい と、平成22 年(2010 年)以 、増加 で して

います。平成30 年(2018 年)の は、全体に める割合が最も高い の が 年比

で 10.9％増となったこと ら、 年比 8.7％増の 89 9 000 方 となりました。(図

2-2-1-36) 

また、 別 は、 が全体の32.3％と最も高 なっています。こ は、成 の い を

中 とした人 が進めら たことなどに るものです。(図2-2-1-37) 
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 の  

県の は、令和 年(2019 年)の漁 ( 人 )は、 漁 が減少したものの、

 

が増加したこと ら、 年比5.0％増の18 8 000 となりました。(図2-2-1-38) 
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次に についてみると、平成30 年(2018 年)の 漁 ( 人 )は

別に 年と比 ると、 漁 のま は 年比44.2％増の103 と大 たものの、

の漁 が減少したことに い、い が 年比31.2％減の 105 と みました。

また、 漁 の 全ての割合を める たてがいについて、 の減少が いていた

の が回 し、県 の 合いが まったことに り、 が 年比35.2％減の136

と大 みました。以上の 、 漁 が 年比4.3％減の412 、 が 年

比34.8％減の137 となり、全体では 年比14.3％減の549 となりました。(図2-2-1-39

40)   
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3  の  

 県の に する としては、県内の で た の に する の

で る と、 を するなどして、県外の で た も め

た の をまとめた 県の の2つが ります。 

 ま 、 の についてみると、 県における の動 として、 な で

る と 戸 で た は、 が平成26 年(2014 年)を として減少 が

いている一方、 は令和 年(2019年)に ら三沢 地 が が

る の特 が ったものの、 増減を り しており、 全体でみても の動 と

合 せて増減を り しています。 
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令和2年(2020年)の ( )は、新 の に る 内外の 減 を け、

が 年比17.0％減の1 040 、 は 年比26.8％減の1 577 となり、 は 年

比で23.2％減の2 617 と 年を789 回っています。(図2-2-1-41)  

こ を 別にみると、 の は令和2年(2020年)には242 と 年比で48.5％減、

戸 は、2 375 と 年比で19.1％減となり、い も 年 ら大幅に減少しています。 

(図2-2-1-42) 
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なお、令和 年(2019年)の の内 をみると、 30.5％、 26.3％、一 24.0％

の となっています。一方、 の内 では、 19.9％、 14.7％、と も

こし11.1％の となっています。(図2-2-1-43) 
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次に 県の の についてみてみると、令和 年(2019 年)の は 1 644 と  

年比 7.3％減となっています。その 、 で る農 の は、東 大

の平成24年(2012年)を として増加 で しており、令和 年(2019年)は231 と 年

比3.4％増となっています。内 は、農 が56.8％、 が42.4％、 が0.9％で、こ

を 別にみると、農 ではり が全体の大半を めている 、り やながいも

などが ています。 では たてが全体の半 を めている 、その他 、

( 、 、 )などが ています。(図2-2-1-44 45) 

なお、 に る令和 年 のり (県外 も は 年比4.3％減の3 1 772

となり3年 で3 を超え、 は 年比5.8％減の128 となり、6年 で100

 

を超えました。 外 ら の を けた 、新 の に る の 合い

が 外においても まったことが と えら ます。(図2-2-1-46) 
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令和2年(2020年)の ( )は、新 の に る 内外の 減 を け、

が 年比17.0％減の1 040 、 は 年比26.8％減の1 577 となり、 は 年

比で23.2％減の2 617 と 年を789 回っています。(図2-2-1-41)  
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戸 は、2 375 と 年比で19.1％減となり、い も 年 ら大幅に減少しています。 
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年比 7.3％減となっています。その 、 で る農 の は、東 大
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 人 の  

  人 の  

人 率について、全 と 県の を比較してみると、 の までは、全

では、 の動 と 動して1 をは で大 上 、 を り して たのに し、 県

においては、 に一 0.5 を超えた以外は 0.5 以 で 動も いまま して

ました。 

し し、 の 回 に り、 動の高まりや東 大 の 、

らには 2部でみるとおり、 も まったことに り人 は高まり、 人

率は上 を けました。全 では平成30年(2018年)8 に1.64 まで上 し、 県においても平

成28年(2016年)3 に 和38年(1963年)の 始以 めて 1 を超え、平成30年(2018年)8

と11 には 最高の1.33 まで上 しました。令和 年(2019年)は、全 も 県もやや低

したものの高い を していましたが、令和2年(2020年)に り、新 の に り

に低 し、 年12 で、全 は1.05 となりました。 県では、 年5 以 、1 を

回り、12 には0.99 と、8 で1 を 回りました。(図2-2-2-1) 
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令和2年(2020年)に ると新 の などに り に減少し、4 には7 691人まで減少

しました。5 以 は 増加 に ていますが、1 人を 回る にとどまっています。な

お、新 人 が 年1 に大 減少しているのは、 人 の 内 が たことに り

人が ら たことも しています。(図2-2-2-2) 
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  人の  

次に、新 人 の 別 成比をみると、全 、 県とも、 、 、 、

他に ないもの の割合が高 、 、 は増加 、 は減少

に ります。 

一方、 県の特 としては、全 と比較すると、 の割合が高いことが ら ます。(図

2-2-2-4 5) 
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新 人 の増減を 年 比でみると、全 では、平成27年 (2015年 )以 、平成30年 (2018

年 )までは増加していましたが、令和 年 (2019年 )に減少に 、 5.4％となりまし

た。新 人 の増減に する 別 では、令和 年 (2019年 )は 、 が な

がら に したものの、 と どの で に しており、特に、 、

他に ないもの 、 の の が高 なっています。 

一方、 県の新 人 は、平成29年 (2017年 )まで増加していましたが、平成30年 (2018

 

年 )以 減少に 、令和 年 (2019年 )は 10.2％となりました。新 人 の増減

に する 別 をみると、令和 年 (2019年 )は、 、 、 泊

、 など、全 と に、 と どの で に しています。 (図2-2-2-6

7) 
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また、新 人 の 化には、 の動 や新 の増減 も して ると え

ら ます。県内の の をみると、平成21 年 (2009 年 )以 、増減を り しな

がらも、 や な増加 に ります。令和 年 (2019年 )は12 と 年 ら6 減少して

おり、内 をみると、 が2 、 が10 となり、特に、大 の新 人が ま る

の が りました。 (図2-2-2-8) 
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 の  

県の 率の をみると、平成21年 (2009年 )は50.2％でしたが、平成22年 (2010年

)以 は、 回 に る新 人 の増加など ら や に しました。令和 年 (2019年

)は、新 人 、 とも 年 り減少した 、 率はやや上 し、21.8％となってい

ます。 図2-2-2-9  
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令和 年 (2019年 )の 率を 別にみると、最も低い で11.6％となっています。(図

2-2-2-10) 
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に けて に が まりました。平成21 年(2009 年) 半 らは や の回 が

の にも し、 超幅に の動 がみら 、平成23年(2011年)12 には 県が、平

成24年(2012年)3 には東 が、平成25年(2013年)3 には全 が、そ 超に

ました。 

その は、全 、東 県のい も、 超幅が 大 に りましたが、平成30年(2018

年) らは いとなり、令和 年(2019年)12 以 は となっています。新

の 大に る の が深 化した令和2年(2020年)6 は、3 と比 て

超幅が大幅に しました。 (図2-2-2-11) 
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 の  

  の県 人 の  

県の新 高 を とした県内 人 率の をみると、平成20 年(2008 年)の

や平成23年(2011年)の東 大 の に り低 したものの、平成25年(2013

年)以 は の人 を に上 に り、令和2年(2020年)3 の県内 人 率

は、 最高の3.18 となっています。(図2-2-2-12) 
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む)は、卒業者の30.1％にあたる3,400 人となっています。また、全国では17.4％にあたる18 万

560人となっています。(図2-2-2-13-1) 

都道府県別にみると、就職した生徒の割合は全国で4番目に高くなっています。(図2-2-2-13-2) 

同様に、県内大学を卒業して就職した学生は、卒業者の82.4％にあたる2,826人となっています。 

全国の大学卒業者における就職者数は、全体の77.7％にあたる44万6,082 人となっており、都

道府県別にみると、就職した学生の割合は全国で3番目に高くなっていますが、高等学校卒業者の

就職率に比べると全国平均との間に大きな差はありません。(図2-2-2-14-1～2) 
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令和2年(2020年)3月に高等学校を卒業した生徒の就職先を県内、県外別にみると、県外就職率

は45.0％に達し、全国平均の19.2％を大きく上回っており、その就職先を地域別にみると、東京都

を中心とした関東地方が全体の約7割を占めています。 (図2-2-2-15-1～2) 
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次に、令和2年(2020年)3 の県内高 の について、 別にみると、

 (進 し、 つ した を )3 400 人の 、 の が704 人(全体の

20.7％)と最も 、次いで が626 人( 18.4％)、

が421人( 12.4％)の となっています。 

こ を 別にみると、 子では 、 、 の の が

いのに し、 子では 、 、 の の が なっています。(図

2-2-2-17-1) 

175

529

704

442

184

626

80

341

421

308

83

391

213

134

347

76

255

331

15

209

224

19

115

134

15

94

109

7

34

41

19

53

72青森

資料）県 「 の 」（ 2年5 1 ）

図2-2-2-1 -1 の 別 (人）
生産 の

(R2年3 )

 

 

また、 別にみると、 の が778人(全体の22.9％)と最も 、次いで が424

人( 12.5％)、 が422人( 12.4％)の となっています。 

こ を県内、県外別にみると、県内では、県外 の 合に比 て 、 の

が いのに し、県外では、県内 の 合に比 て 、 泊 、

の が なっています。(図2-2-2-17-2) 

323

455

778

243

181

424

149

273

422

188

193

381

177

120

297

35

166

201

87

101

188

110

59

169

63

87

150

17

60

77

139

174

313

県

県

青森

資料）県 「 の 」（ 2年5 1 ）

図2-2-2-1 -2 の産 別 (人）

の 生 合 の

(R2年3 )

 

 

一方、県内 した新 の をみると、平成31年(2019年)3 の 年

までの 率は、高 が18.9％、 大 が18.3％、大 が13.9％とな

っています。 2年 、3年 は らに高 なり、平成29年(2018年)3 の 3年 ま

での 率は、高 が41.6％、 大 が45.3％、大 が37.4％となっ

ており、い も全 平均を上回っています。( 2-2-1) 

( ) ( ) ( )

青森県 青森県 青森県

資料)青森 「 の 」

2-2-1 の

2 年3

（3年 ）

3 年3

（2年 ）

31年3

（1年 ）

2 年3

（3年 ）

3 年3

（2年 ）

31年3

（1年 ）

2 年3

（3年 ）

3 年3

（2年 ）

31年3

（1年 ）

41.6 32.1 18.9 45.3 32.7 18.3 37.4 28.1 13.9

39.5 28.7 16.2 43.0 30.8 17.7 32.8 22.8 11.7

 

50



 50 

82.4

0

20

40

60

80

100

埼

玉

愛

知

青

森

兵

庫

群

馬

広

島

福

島

大

阪

静

岡

奈

良

栃

木

東

京

三

重

千

葉

神
奈
川

山

梨

香

川

宮

城

愛

媛

京

都

岐

阜

岡

山

福

岡

福

井

北
海
道

熊

本

滋

賀

長

崎

島

根

山

口

秋

田

宮

崎

和
歌
山

石

川

新

潟

高

知

山

形

大

分

岩

手

鹿
児
島

富

山

佐

賀

長

野

鳥

取

茨

城

徳

島

沖

縄

（％）

資料）文部科学省「令和２年度学校基本調査」

図2-2-2-14-2 大学卒業者の就職率

※ 就職者には大学進学後の就職者数を含む。

(R2年3月卒業)

就職者

2,826

進学者等

388

その他

215

就職者

446,082

進学者等

74,532

その他

53,333

図2-2-2-14-1 大学卒業者の進路

青森県

全国

青森県 卒業者数
3,429人

全国 卒業者数
573,947人

資料）文部科学省「令和２年度学校基本調査」
※就職者には大学進学後の就職者を含まない。

青森県
全国

全国平均
77.7%(R2年3月卒業)

 

令和2年(2020年)3月に高等学校を卒業した生徒の就職先を県内、県外別にみると、県外就職率

は45.0％に達し、全国平均の19.2％を大きく上回っており、その就職先を地域別にみると、東京都

を中心とした関東地方が全体の約7割を占めています。 (図2-2-2-15-1～2) 

また、令和2年(2020年)3月に県内大学を卒業した学生のうち県内企業等への就職が内定した学

生の数は、前年を5名上回る826名となり、就職内定者に占める県内割合は、前年比1.1ポイント

減の31.3％となりました。なお、県内割合は、平成22年(2010年)以降30％台を維持しているもの

の、平成 23 年(2011 年)の 37.7％をピークに、このところ緩やかな低下傾向にあります。 (図

2-2-2-16) 
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図2-2-2-15-1 高等学校卒業者の県外就職率

全国平均
19.2%

(R2年3月卒業)
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次に、令和2年(2020年)3 の県内高 の について、 別にみると、

 (進 し、 つ した を )3 400 人の 、 の が704 人(全体の

20.7％)と最も 、次いで が626 人( 18.4％)、

が421人( 12.4％)の となっています。 

こ を 別にみると、 子では 、 、 の の が

いのに し、 子では 、 、 の の が なっています。(図

2-2-2-17-1) 
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こ を県内、県外別にみると、県内では、県外 の 合に比 て 、 の

が いのに し、県外では、県内 の 合に比 て 、 泊 、
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一方、県内 した新 の をみると、平成31年(2019年)3 の 年

までの 率は、高 が18.9％、 大 が18.3％、大 が13.9％とな

っています。 2年 、3年 は らに高 なり、平成29年(2018年)3 の 3年 ま

での 率は、高 が41.6％、 大 が45.3％、大 が37.4％となっ

ており、い も全 平均を上回っています。( 2-2-1) 
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3  の  

平成27 年(2015 年) ら、 県の (62 5 970 人)の 別 成比をみると、

の める割合が15.5％と最も高 、次いで 、 が13.4％、 農 、

、漁 が12.0％などとなっています。 

平成22年(2010年) ( 63 9 584人)と比較すると、 、 が1.7

上 しており、次いで (他に ないもの) が0.3 の上 などと

なっています。一方、 、 が0.8 低 しており、次いで 農 、 、漁

が0.7 の低 などとなっています。(図2-2-2-18) 

また、全 の (5 891 9 036人)の、 別 成比をみると、 の める割合が16.2％

と最も高 、次いで 、 が15.3％、 、 が11.9％などとなっています。 

平成22年(2010年) ( 5 961 1 311人)と比較すると、 、 が1.6

上 しており、次いで (他に ないもの) が0.3 の上 などとなって

います。一方、 、 が1.2 低 しており、次いで 農 、 、漁 、

、 、 泊 、 が0.2 の低 などとなっています。(図2-2-2-19) 

12.7 

12.0 

9.7 

9.5 

10.3 

10.2 

4.9 

4.6 

16.3 

15.5 

5.2 

4.9 

11.7 

13.4 

5.5 

5.8 

5.5 

5.6 

18.2 

18.5 

0 20 40 60 80 100

H22

2 年

図2-2-2-1 産 （ 分 ）別15歳以上

の割合 青森県

（ 分 の）

（ 分 の ） の

(%)

資料） 「 調査」

4.0 

3.8 

7.5 

7.4 

16.1 

16.2 

5.4 

5.2 

16.4 

15.3 

5.7 

5.5 

10.3 

11.9 

5.7 

6.0 

3.4 

3.4 

25.4 

25.3 

0 20 40 60 80 100

H22

2 年

図2-2-2-1 産 （ 分 ）別15歳以上

の割合

（ 分 の）

（ 分 の ） の

(%)

資料） 「 調査」  

 

県の の割合を 別に平成22年(2010年)と平成27年(2015年)を比 ると、 の

成比が最も上 した 、 では、 が4.8％ ら5.7％ と0.9 の上 、 が

20.2％ ら22.4％ と2.2 の上 となっています。(図2-2-2-20 21) 

、 における の 成比の上 が、全体に める 、 の

成比の上 に していると ます。 
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 人口 の  

 人口の  

全 の 人口11は、平成25年(2013年)以 増加 に り、令和 年(2019年)は 年比0.8％増

の6 886 人となりました。 

こ に し 県の 人口は一 して減少 に り、令和 年(2019年)は67 1 人と 年に

比 て0.1％減少しています。こ は人口の減少や高齢化の進行の に るものと えら ます。 

(図2-2-2-22) 
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 人 の  

全 率12は、全 では、平成21年(2009年)に5.1％に した 、東 大 の や

の に り、令和 年(2019年)は2.4％まで低 しています。 

県の 全 率は、平成21年(2009年)の6.8％ ら、令和 年(2019年)は2.7％まで低 して

います。 として全 と比 て高い に るものの、全 との は なって ています。(図

2-2-2-23) 

                         
11 人口 15歳以上の人口の 、 と 全 の合 。 、 、高齢 など 人口

を し いた人口。 
12 全 率 人口の 、 がな 動をしている ( 全 )の割合。 
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 また、 の動 と する で る 人 13をみると、 年1 2 に増加し、10

11 に減少する が ります。令和2年(2020年)1 の は 年 比3.1％減の7 935人と

なりましたが、6 以 は 年 比の増加幅が大 なっています。こ は、新 の に

り、 が増加したことも一 と えら ます。(図2-2-2-24) 
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13 人  の に る などに って の を している人

 

 

 の  

 の  

令和2年(2020年)の 県における 所 5人以上の 所で いている 1人 たりの 間

( を とする所 内 、 などの超 、 などの特別 の合

)は26 1 で、 年(令和 年(2019年))の26 り1 増となり、全 を100とした

も82.1と、 年の80.5 り1.6 上 しました。 

の をみると、 県では、 に り が に 化した平成21

年(2009年)に1 6 、平成29年(2017年)以 は26 で しています。(図

2-2-2-25) 
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全 の については、平成30年11 ら、 する を、 して た ら、平成24年以
において東 の 500人以上 の 所 についても して した に しており、

の とは しないことに する。また令和 年6 ら 500人以上 の 所 について全
に る に していることに する。  

 

次に、平成27年(2015年)の 、 ( を とする所 内 、 など

の超 の合 を100とした でその動 をみると、令和2年(2020年)は、全 が

、 ともに減少し、 県は が104.3、 が103.0

と、そ 年の103.5、102.6 ら上 しました。 (図2-2-2-26 27) 
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全 の については、平成30年11 ら、 する を、 して た ら、平成24年以
において東 の 500人以上 の 所 についても して した に しており、

の とは しないことに する。また令和 年6 ら 500人以上 の 所 について全
に る に していることに する。  

 

次に、平成27年(2015年)の 、 ( を とする所 内 、 など

の超 の合 を100とした でその動 をみると、令和2年(2020年)は、全 が

、 ともに減少し、 県は が104.3、 が103.0

と、そ 年の103.5、102.6 ら上 しました。 (図2-2-2-26 27) 
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は、 が平均 に する や の がどの に 化している

について、 年を100として 化したものです。市 における と の を して、

動が になると上 し、 すると低 する が ること ら、 の体 とも

ています。 

 

 の  

市の 合 (平成27年(2015年) 100)は、 が 成 た 和45年(1970年)以 、

の上 や の 率 上 の に り に 化した 合を 、

や な動 となっています。この な中、平成28年(2016年)9 20、21 に 行が

和を した に り令和 年(2019年) までは上 が

ました。し し、令和2年(2020年)には新 の な 大に 動の

に る の ら 年比0.6％ の101.9となっています。 

また、全 の 合 も、 県と 動 になっており、令和2年(2020年)は 年と

の101.8となっています。(図2-2-3-1) 

次に、 市の 年の を とにみると、平成27年(2015年)10 以 、 の動 に

して上 しており、平成28年(2016年)に けて100を 回りましたが、 年12 以 は100

を上回りました。その は上 が 、令和2年(2020年)1 には103.1となったものの、

年2 以 は の に り となりました。 年5 には 市内全 で上

が たこと14に り しましたが、 年 9 には の 上 に り 102.3 に

上 したものの、その は となり、 年12 には101.6となりました。また、

を 合 15をみると、平成27年(2015年)2 以 は上 となり、令和

年(2019年)11 に102.9となったものの、 年12 らは となりました。令和2年(2020

年)は5 に一 な に り した 、 年6 には102.7に上 し、その は 幅な上 を

て、 年12 には102.8となりました。(図2-2-3-2) 

 

 

 

                         
14 新 に する として 市内全 の令和2年(2020年)5 の上 が

たこと。 
15 の をみるために、 を 合 や を 合 が いら

ることが る。 は で 動 が しいこと、 、 は 外 で 動

する の を けること ら、こ らの一 な や外部 を ことが の を

する上で と ている。 
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② 費目別にみた消費者物価指数の推移 

青森市の生鮮食品を除く総合指数について、増減率(前年同期比)及び費目別の寄与度の推移をみ

ると、平成27 年(2015 年)は、円安等の影響により、食料(生鮮食品を除く)等の費目がプラスに寄

与したものの、前年夏以降からの原油価格の大幅な下落により、光熱・水道と交通・通信が大きく

マイナスに寄与したことから、第2四半期以降は増減率がマイナスに転じました。平成28年(2016

年)第1四半期以降は、原油価格が上昇に転じたことから、光熱・水道のマイナスへの寄与度が徐々

に縮小したものの、増減率は引き続きマイナスとなりました。 

しかし、平成29 年(2017 年)は、前年から続く原油価格の上昇により光熱・水道がプラスに寄与

するとともに、穀類、肉類、酒類等の値上がり等により食料(生鮮食品を除く)が引き続きプラスに

寄与したこと等から、第1四半期以降は増減率がプラスに転じ、平成30年(2018年)においても、

世界情勢を背景にした需給引き締まりが進んだことに伴う原油価格の上昇幅の拡大により、光熱・

水道と交通・通信が大きくプラスに寄与したこと等から、増減率もプラスが続きました。令和元年

(2019年)は、原油価格の高騰に伴うエネルギー価格の上昇が落ち着くとともに、携帯電話の通信料

が下落したほか、同年10月の消費税率の改定や幼児教育・保育の無償化等を背景に、増減率の上昇

幅は縮小しました。(図2-2-3-3) 

令和2年(2020年)は、新型コロナの世界的な感染拡大に伴う経済活動の停滞等により、原油価格

が急落しました。新型コロナ禍の深刻化により、長期にわたり需要は回復せず、価格の上昇が非常

に緩やかとなったため、光熱・水道や交通・通信が大きくマイナスに寄与したこと等から、第2四

半期以降は増減率がマイナスに転じました。なお、第2四半期の増減率の大幅な下落は、前述の上

下水道料金免除の影響です。 

また、令和2年(2020年)の青森市の総合指数が前年比0.6％の下落となった内訳を費目別にみる

と、光熱・水道や交通・通信のほか、令和元年(2019年)10月からの幼児教育・保育の無償化による

諸雑費に加え、令和2年(2020年)4月からの私立高等学校や高等教育の就学に対する支援の拡充に

より教育が下落に大きく寄与しました。 

全国も、本県と同様の傾向にありますが、これらの費目に加え、新型コロナの感染拡大を受けた

政府の観光支援事業「Go To トラベル」による宿泊料の下落が大きな影響を与え、教養娯楽が下落

となっています。 (表2-2-2) 
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ます。ここでは、その 人 の動 について、 の らみてい ます。 は
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① 勤労者世帯の実収入16の推移 

勤労者世帯の1カ月の実収入(年平均)は、青森市、全国、東北ともに、近年、増加傾向となって

います。 

青森市の実収入は、増減を繰り返しながらやや下向きに推移していましたが、平成29年(2017年)

以降は増加に転じ、令和2年(2020年)には前年を6万8,492円上回る54万5,914円と非常に大き

く伸び、3 年連続で増加しました。この大幅な伸びは、政府により新型コロナウイルス感染症緊急

経済対策として実施された特別定額給付金(1人当たり一律10万円)の支給等が影響しています。 

全国の実収入はほぼ横ばいで推移していましたが、平成29年(2017年)以降増加しており、令和2

年(2020年)は上述と同様の理由等により、前年を2万3,386円上回る60万9,535円となり、3年連

続で大きな伸びをみせています。 

東北の実収入も増減を繰り返していましたが、平成 28 年(2016 年)を底に増加しており、令和 2

年(2020年)は上述と同様の理由等により、前年を1万475円上回る55万3,162円となり、4年連

続で増加しました。(図2-2-3-4)  

487 

442 

477 

452 

464 

469 

437 433 
443 

434 

457 

477 

546 
534 

518 521 

510 
519 

524 
520 526 527 

534 

559 

586 610 

495 

474 494 
486 

495 

488 

463 

471 
460 

503 

515 
543 

553 

400

440

480

520

560

600

H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2年

図2-2-3-4 勤労者世帯の実収入の推移

青森市 全国 東北

資料）総務省「家計調査」

(千円)

 

② 勤労者世帯の実収入の内訳の推移 

青森市の勤労者世帯の実収入について内訳をみると、世帯主収入は平成21年(2009年)以降40万

円を下回って推移していますが、令和2年(2020年)は前年を3,645円上回る36万1,302円となり

ました。また、配偶者の収入は、前年を1万7,371円上回る8万3,166円となりました。 

実収入全体に占める世帯主収入の割合は、ピークだった平成20年(2008年)には85.3％の水準に

あり、その後は概ね75％から80％の間で推移していましたが、令和2年(2020年)は特別定額給付

                         
16 勤労者世帯の実収入 …勤労者世帯とは「二人以上の世帯のうち勤労者世帯」をいう。実収入は、世帯主を含む

世帯員全員の現金収入(税込み)を合計したもので、住居手当や扶養手当などの各種手当や賞与を含む。 

 

の も り、その他の が 年を4 5 423 上回る8 9 352 となったこと ら、 年

の 全体に める の割合は 年比8.7 減の 66.2％と大 低 しました。

(図2-2-3-5) 
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 の の  

市の の 1 の (年平均)は減少 で していましたが、平成 27 年

(2015年)を に増加に 、令和 年(2019年)までは、増加 で していました。し し、令

和2年(2020年)は新 の 大に 外 などの に り、 が み、 年

を5 869 回る27 8 356 となりました。 

全 の は や な減少 で した 、平成28 年(2016 年) ら や に増加し、令

和 年(2019年)には32 3 853 となったものの、令和2年(2020年)は上 と の に り、

年を1 8 042 回る30 5 811 となりました。 

東 の は 市と全 の間で いで していましたが、令和2年(2020年)

は上 と の に り、 年を2 363 回る29 42 となりました。(図2-2-3-6) 
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市の の 所 ( ら 、 などの を し いた

)は、 の増減に って上 しながら しており、令和2 年(2020 年)は 年を 5 8 540

上回る45 4 159 となりました。また、 の を すとも る平均 (

所 に する の割合)は、 所 の増減に 動して 70％ ら75％の間で

していましたが、令和2年(2020年)は 年比10.5 減の61.3％となりました。 

全 の をみると、 所 は いで していましたが、平成29 年(2017 年) ら

増加 となり、令和2年(2020年)は 年を2 1 994 上回る49 8 639 となりました。ま

た、平均 は い ら減少 で しており、令和2年(2020年)は 年比6.6

減の61.3％となりました。 

令和2年(2020年)における の で る は、 市、全 とも増加しました。(図2-2-3-7) 

一 に、所 が増加しても、 はこ までの を に えることはな 、所 の

ど が ないこと ら、平均 が低 し、 の で る の が増加する

が るとい ます。また、 に する ら を増やすと、平均 が り低

する となります。 
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④ 家計消費支出の用途別分類内訳 

令和2年(2020年)の勤労者世帯の消費支出について用途分類別にみると、青森市、全国とも支出

額が最も高いのは食料費となっています。金額では青森市が全国を2,279円下回る7万7,217円と

なっていますが、消費支出に占める割合(エンゲル係数)では青森市が全国を 1.7 ポイント上回る

27.7％となっています。 

食料費に次いで支出額が高いのは青森市、全国ともに交通・通信費であり、その内訳をみると、

通信費は両者に差がないものの、これまで青森市が全国に比べ支出が多かった自動車等関係費は、

外出自粛やガソリン価格の下落により、令和2年(2020年)は全国を下回っています。(図2-2-3-8) 
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また、青森市の勤労者世帯の消費支出について、用途分類別に平成22年(2010年)を100とした

指数でみると、全体では概ね100前後で推移していますが、通信費がやや上昇傾向にある一方で、

教育や教養娯楽、被服及び履物が下降傾向となっています。これは、実収入や可処分所得が伸びて

図2-2-3-7 勤労者世帯の平均消費性向の推移 
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④ 家計消費支出の用途別分類内訳 

令和2年(2020年)の勤労者世帯の消費支出について用途分類別にみると、青森市、全国とも支出

額が最も高いのは食料費となっています。金額では青森市が全国を2,279円下回る7万7,217円と

なっていますが、消費支出に占める割合(エンゲル係数)では青森市が全国を 1.7 ポイント上回る

27.7％となっています。 

食料費に次いで支出額が高いのは青森市、全国ともに交通・通信費であり、その内訳をみると、

通信費は両者に差がないものの、これまで青森市が全国に比べ支出が多かった自動車等関係費は、

外出自粛やガソリン価格の下落により、令和2年(2020年)は全国を下回っています。(図2-2-3-8) 
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また、青森市の勤労者世帯の消費支出について、用途分類別に平成22年(2010年)を100とした

指数でみると、全体では概ね100前後で推移していますが、通信費がやや上昇傾向にある一方で、

教育や教養娯楽、被服及び履物が下降傾向となっています。これは、実収入や可処分所得が伸びて

図2-2-3-7 勤労者世帯の平均消費性向の推移 
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次に、 とは別に、5年に1 る全 17 全 態

の ら 動 をみると、令和 年(2019年)における 県の 人以上の の平均

は25 262 となっており、平成26年(2014年)と比較すると2.9％、7 121 の増加となってい

ます。こ を の年齢 別にみると、平成26年(2014年)、令和 年(2019年)ともに、45

54 歳で が最も 、75 歳以上で最も少な なっています。また、令和 年(2019 年)の

を平成26年(2014年)と比較すると、35歳 35 44歳で減少した一方で、45 54

歳、55 64歳、65 74歳 75歳以上では増加しました。(図2-2-3-10) 
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令和 年(2019年) と平成26年(2014年) の の比較に たっては、 比較に する

した 平成26年全 態  2019年 の 方 に る を した。 

率に し、平成20年(2014年)4 1 に5％ ら8％ の 、令和 年(2019年)10 1 に8％

ら10％ の が行 た。 

 

 次に、 別 の割合をみると、全体の平均では 、 通 通 、 、

、 の に高 なっています。こ を の年齢 別にみると、全ての年齢

で最も高い割合を める を と、35歳 では他の年齢 と比較して が高

、35 44歳は、 、 が高 なっています。また、45 54歳、55 64

歳は他の年齢 と比較して 通 通 が高い 、45 54歳では も高 なっていま

す。65 74歳、75歳以上は他の年齢 と比較して 、 が高 なっている

一方で、 が低 なっています。(図2-2-3-11) 
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3  の  

 の  

県の (全 19)をみると、 の は、 の低

や との 化、 通 の などに り、一 して減少 が いてい

ます。 らに、令和2年(2020年)は、新 の に る外 や の減少、

に って、 年比17.9％減の271 まで みました。 

一方、 の は、平成22年(2010年) ら3年 で増加し、その やや減少した

は いで しています。令和2年(2020年)は、新 に る の も った

ものの、内 が高まったために、 年比1.9％増20の1 506 となっています。 

こ らの 、 全体では、 の に り平成21 年(2009 年)まで

減少した 、 の増加に りやや したものの、平成25 年(2013 年)以 、

減少 となっています。令和2年(2020年)は、 が大幅に減少したことに り、 年

比1.7％減の 1 777 となりました。なお、全体に める の の割合は年 低 して

おり、令和2年(2020年)には15.2％となりました。(図2-2-3-12) 
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19 全  全 所が 。 の全体 な を することがで る。こ に し、

は 年 も を行っている 所が で、新 や した の を 一 での の

を比較することがで る。 
20 平成27年 ら大 、 、 との 、令和2年3 ら の

所の しを行ったことに り、 年で に が たため、 以 の に

を たものが の と し、そ をもって 年比を する。 
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 の  

 また、 3年間における 半 との 年 比をみると、 県は平成30年(2018年)4 6

に に た 、3 で となりましたが、平成31年(2019年)1 3 に

に ると、そのまま3 で となりました。 年10 12 は 率 上

の け み の 動に り3.5％の大幅な減少となりました。  

令和2年(2020年)1 3 に減少幅は しましたが、 年4 6 は 態 の に

や 間 に り、 の 減少が全体を し 、 減少幅が 大

しました。その は の の増加に り、 年10 12 は1.8％増と に ま

した。 

こ らを全 や東 の動 と比較してみると、 率 上 の や新 の 大

の動 は 県と ていますが、全 は 化の幅が大 、特に令和 2 年(2020 年)4 6 は

11.4％減と 県や東 りも大幅な減少となりました。(図2-2-3-13) 
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 の  

 次に、 別にみると、 では に が増加しており、平成 22 年(2010 年)の 943

が、令和 年(2019年)には15.9％増の1 091 となっています。令和2年(2020年)には、

新 の 大 のため外 や の などに ってもたら た内

増の も り、 が 年比4.0％増の1 256 となりました。 

 一方、 では、 の が減少しており、平成22年(2010年)の167 が、令和 年

(2019年)には43.1％減の95 となっています。令和2年(2020年)には、新 の 大

に り、 の中 や、 の で を い える動 なども り、

が 年比26.3％減の70 となりました。 (図2-2-3-14) 
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別

 の 別 の をみると、 は に している一方、

は全て に しています。また、 み幅が大 い年は、その他の が大

に している が ります。 

 令和2年(2020年)をみると、内 の増加に り が に しているものの、そ

の他の や が大 に したことなどに り、 は 年比 1.7％の減とな

りました。 (図2-2-3-15) 
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の の動

県の令和2年(2020年) は、 年と比 て8.2％増の1 471 となりました。

その内 をみると、 大 が 年比7.6％増の298 、 が 11.2％増の

651 、 が 5.0％増の522 となっています。 

また、 半 との 年比をみると、 では のために や など

の の が高まった 、内 に り が たため とも となっていま

す。 大 は、 や 間 の を けたものの、特別 が

たことや の に い、 や を中 に 上が たことで、4

6 に大 増加しています。なお、7 9 は、 率 上 の け み の っ

た 年との比較となるために 年比減、10 12 はその 動減との比較となるために 年比増とな

っています。 も4 6 に 10.2％増となっており、 としては新

大に る もり や の に の の が しています。(図

2-2-3-16) 
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 次に、 別にみると、 では に が増加しており、平成 22 年(2010 年)の 943

が、令和 年(2019年)には15.9％増の1 091 となっています。令和2年(2020年)には、

新 の 大 のため外 や の などに ってもたら た内

増の も り、 が 年比4.0％増の1 256 となりました。 

 一方、 では、 の が減少しており、平成22年(2010年)の167 が、令和 年

(2019年)には43.1％減の95 となっています。令和2年(2020年)には、新 の 大

に り、 の中 や、 の で を い える動 なども り、

が 年比26.3％減の70 となりました。 (図2-2-3-14) 
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別

 の 別 の をみると、 は に している一方、

は全て に しています。また、 み幅が大 い年は、その他の が大

に している が ります。 

 令和2年(2020年)をみると、内 の増加に り が に しているものの、そ

の他の や が大 に したことなどに り、 は 年比 1.7％の減とな

りました。 (図2-2-3-15) 
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651 、 が 5.0％増の522 となっています。 

また、 半 との 年比をみると、 では のために や など

の の が高まった 、内 に り が たため とも となっていま

す。 大 は、 や 間 の を けたものの、特別 が

たことや の に い、 や を中 に 上が たことで、4

6 に大 増加しています。なお、7 9 は、 率 上 の け み の っ

た 年との比較となるために 年比減、10 12 はその 動減との比較となるために 年比増とな

っています。 も4 6 に 10.2％増となっており、 としては新

大に る もり や の に の の が しています。(図
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 次に、 県の令和2年(2020年) は、 年と比 て3.5％減の997

となりました。 

3年間における 半 との 年比をみると、令和 年(2019年)4 6 以 幅は

に り、令和2年(2020年) らは 年比 に ました。特に4 6 は 年比6.6％

減の241 となっていますが、こ は新 の 大に る外 や の減少 の

に るものと えら ます。 (図2-2-3-17) 
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の 動 として、 (新 )の に り や 動 に

た をみてみます。 は、 においては に次 となり、一 に が

上 と も上 するとい ています。また、 動 の は、 、 、 子

などの の 、部 を とすること ら、 の 動 とも が深 、今 の

の先行 を する 動 の先行 の としても ています。 

 

 の  

新 の をみると、 の や東 大 の で

が たことに る の みなどに り、平成23 年(2011 年)

に全 、 県とも大 減少したものの、 年12 ら が たことで、

平成24年(2012年) ら平成26年(2014年)まで高い が ました。 

平成 27 年(2015 年)は、 率 上 の け み の 動減に り全 、 県ともに大

み、平成29年(2017年)は、 年4 ら始まった新 での 減 の に

りやや したものの、以 、全 は い、 県は減少 で しています。 

令和2年(2020年)は、 年10 の 率 上 の や新 の 大に り全 、

県とも み、全 では 年を11.4％ 回る380 9 981 、 県では 年を12.0％ 回る3

9 560 となりました。なお、平成26年(2014年)4 の 率 上 には半年 ら大

な け み が ら ましたが、今回の増 ではそこまでの大 な け み は ら ませ

でした。(図2-2-3-18)  
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は いないし や な減少 となっています。また、 動 は全体に める割合は4割

と最も高い ですが、平成27年(2015年)以 減少 となっています。 

令和2年(2020年)は、新 の 大に り、4 ら5 に けて外 の動 が

がったことや、大 動 の が となったことに い が減少したなどの

に り、 全体で 年比12.0％減の3 9 560 となりました。内 をみると、 通 が

年比14.9％減の1 467 、 が 年比11.7％減の1 3 331 、 動 が 年比10.2％

減の1 5 762 となり、全ての で減少しています。(図2-2-3-19) 

また、 年 増減率の動 をみると、全 とも 率 上 の け み とその
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りました。(図2-2-3-20) 
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 の  

今 、 らに が ることが ている 動 や など、次 動

の をみると、 県では令和 年 (2019年 ) で8 1 266 となっており、 別で

は がその と どを めています。 

全 に める次 動 の割合( 率)は、全 が22.1％、東 全体が20.7％で るのに

し、 県は15.9％と低い にとどまっています。( 2-2-3) 
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料
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率
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 の  

が 全体が人口減少 に った中で、今 も地域 を 上 せてい ためには、

での人や の を り一 大 せることが です。平成 28 年(2016 年)3

に 新 が し、令和2年(2020年)12 には東 新 全 10 年を えました。
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航空路線では、令和元年(2019年)7月に青森・台北線の国際定期便が、令和2年(2020年)3月には

青森・神戸線が新規就航したほか、令和元年(2019年)7月には青森空港ターミナルビルがリニュー

アルし、国内線ロビーの拡充や国際線の旅客搭乗橋(ＰＢＢ)の増設、フードコートの新設など、サ

ービスと利便性が向上しました。また、平成31年(2019年)4月には青森港国際クルーズターミナル

が供用を開始し、豪華客船「クイーン・エリザベス」が初寄港するなど、陸・海・空の交通機関を

組み合わせて広域的に周遊する「立体観光」の基盤が一層強化されました。 

しかし、新型コロナの世界的拡大により、緊急事態宣言が発出され移動の制限が課せられたこと

や多くの祭り・イベントが中止されたことなどで、本県の観光産業は非常に厳しい状況下に置かれ

ています。観光産業は裾野が広く、経済波及効果も大きいため、運輸業や宿泊業、土産物販売等の

商業や観光施設のサービス業などへの直接的な影響だけではなく、農業や漁業、土産物等の製造な

どの幅広い産業にも間接的な影響が及んでいます。 

 

① 延べ宿泊者数の動向 

本県の令和元年(2019 年)の延べ宿泊者数(従業者数 10 人以上の施設)は、前年比 5.4％増の 389

万7,630人となりました。延べ宿泊者数を宿泊目的別にみると、ビジネス目的は前年比10.6％増の

235万5,100人、観光目的は1.6％減の154万2,530人となりました。本県の宿泊客はビジネス目的

が半数を超えており、令和元年(2019年)では全体の60.4％を占めています。 

一方、全国の延べ宿泊者数は、前年比10.7％増の5億98万人となりました。宿泊目的別では、

観光目的が全体の半数を超えて推移しており、令和元年(2019年)は全体の52.2％を占めています。 

令和2年(2020年)の延べ宿泊者数(速報)は、新型コロナの影響により全国的に大きく落ち込んで

おり、本県は前年比35.3％減の252万人、全国は48.4％減の2億5,862万人となっています。 (図

2-2-3-21) 
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図2-2-3-21 延べ宿泊者数の推移

 
 

令和元年(2019年)の延べ宿泊者数を都道府県別にみると、東京都が7,898万人と最も多く、次い

で大阪府が4,743万人となっています。東京都は延べ宿泊者総数(5億9,592万人)の13.3％を占め

ており、東京都、大阪府、北海道、沖縄県、京都府の上位5都道府県で全体の38.1％を占めていま

す。本県は、461万人で全国第35位となっています。(図2-2-3-22) 
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に り、 全体で 年比12.0％減の3 9 560 となりました。内 をみると、 通 が

年比14.9％減の1 467 、 が 年比11.7％減の1 3 331 、 動 が 年比10.2％

減の1 5 762 となり、全ての で減少しています。(図2-2-3-19) 

また、 年 増減率の動 をみると、全 とも 率 上 の け み とその

動に る減少が いたものの、令和2年(2020年) に けて しの動 がみら る にな

りました。(図2-2-3-20) 
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 の  

今 、 らに が ることが ている 動 や など、次 動

の をみると、 県では令和 年 (2019年 ) で8 1 266 となっており、 別で

は がその と どを めています。 

全 に める次 動 の割合( 率)は、全 が22.1％、東 全体が20.7％で るのに

し、 県は15.9％と低い にとどまっています。( 2-2-3) 

( )

HV
( )

PHV
(

)
( )

CNG
( )

料
動

合計 動
動
率

青森県 2 53 1 14 740 6,838 0 2 81,266 511,584 15.9%

22 5 1 623 1 4 56 5 58 120 800,626 3,867,131 20.7%

1 25 136 2 4 11 1 34 33 4 3 5 1 2 1 62 46 6 1 21 22 1

資料）

2-2-3 動 ( 年 ）

 

 

 の  

が 全体が人口減少 に った中で、今 も地域 を 上 せてい ためには、

での人や の を り一 大 せることが です。平成 28 年(2016 年)3

に 新 が し、令和2年(2020年)12 には東 新 全 10 年を えました。
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航空路線では、令和元年(2019年)7月に青森・台北線の国際定期便が、令和2年(2020年)3月には

青森・神戸線が新規就航したほか、令和元年(2019年)7月には青森空港ターミナルビルがリニュー

アルし、国内線ロビーの拡充や国際線の旅客搭乗橋(ＰＢＢ)の増設、フードコートの新設など、サ

ービスと利便性が向上しました。また、平成31年(2019年)4月には青森港国際クルーズターミナル

が供用を開始し、豪華客船「クイーン・エリザベス」が初寄港するなど、陸・海・空の交通機関を

組み合わせて広域的に周遊する「立体観光」の基盤が一層強化されました。 

しかし、新型コロナの世界的拡大により、緊急事態宣言が発出され移動の制限が課せられたこと

や多くの祭り・イベントが中止されたことなどで、本県の観光産業は非常に厳しい状況下に置かれ

ています。観光産業は裾野が広く、経済波及効果も大きいため、運輸業や宿泊業、土産物販売等の

商業や観光施設のサービス業などへの直接的な影響だけではなく、農業や漁業、土産物等の製造な

どの幅広い産業にも間接的な影響が及んでいます。 

 

① 延べ宿泊者数の動向 

本県の令和元年(2019 年)の延べ宿泊者数(従業者数 10 人以上の施設)は、前年比 5.4％増の 389

万7,630人となりました。延べ宿泊者数を宿泊目的別にみると、ビジネス目的は前年比10.6％増の

235万5,100人、観光目的は1.6％減の154万2,530人となりました。本県の宿泊客はビジネス目的

が半数を超えており、令和元年(2019年)では全体の60.4％を占めています。 

一方、全国の延べ宿泊者数は、前年比10.7％増の5億98万人となりました。宿泊目的別では、

観光目的が全体の半数を超えて推移しており、令和元年(2019年)は全体の52.2％を占めています。 

令和2年(2020年)の延べ宿泊者数(速報)は、新型コロナの影響により全国的に大きく落ち込んで

おり、本県は前年比35.3％減の252万人、全国は48.4％減の2億5,862万人となっています。 (図

2-2-3-21) 
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資料）観光庁「宿泊旅行統計調査」 ※従業者数10人以上の施設、合計値は宿泊目的不詳を含む。令和2年は速報値。

図2-2-3-21 延べ宿泊者数の推移

 
 

令和元年(2019年)の延べ宿泊者数を都道府県別にみると、東京都が7,898万人と最も多く、次い

で大阪府が4,743万人となっています。東京都は延べ宿泊者総数(5億9,592万人)の13.3％を占め

ており、東京都、大阪府、北海道、沖縄県、京都府の上位5都道府県で全体の38.1％を占めていま

す。本県は、461万人で全国第35位となっています。(図2-2-3-22) 
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資料) 「 統計調査」 （ 1 人未満の ）
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また、令和 年(2019年)の は全 で3 7 341 となっており、 県別にみる

と、東 が5 422 と最も 、次いで大 が3 042 、 が2 242 、 県が

1 785 、 が1 664 と、上 5 県で全体の37.9％を めています。 県は、338

で全 32 となっています。 

泊 の 別でみると、東 では (62.8％)や (28.2％)の

める割合が高い一方、 県では (67.1％)に次いで、 (17.5％)の める割合が高

い に ります。(図2-2-3-23)  
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 人 の  

県の令和 年(2019年)の外 人 泊 は、 年比14.0％増の33 7 620人となり、 最

を しました。 泊 に める外 人 泊 の割合も年 上 しており、令和 年

(2019年)は8.7％と 最高を しています。令和2年(2020年)の外 人 泊 ( )は、

新 の に り大 減少し、 年比79.9％減の6 8 030人、 泊 に める割

合は2.7％となっています。 (図2-2-3-24) 
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外 人 泊 について ( 地)別にみると、令和 年(2019年)は らの 泊 が最も

、次いで、中 、 、 、 の となっています。全体の3割超を める は、県

り の最大の 先として 県の が高いことや、令和 年(2019年)7 に が し

たことが と えら ます。 

令和2年(2020年)は、新 の 大とそ に の などに り、い

の 地域においても大幅に減少しています。 (図2-2-3-25) 
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（ 人)
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県の令和 年(2019年)の外 人 泊 は、 年比14.0％増の33 7 620人となり、 最

を しました。 泊 に める外 人 泊 の割合も年 上 しており、令和 年

(2019年)は8.7％と 最高を しています。令和2年(2020年)の外 人 泊 ( )は、

新 の に り大 減少し、 年比79.9％減の6 8 030人、 泊 に める割

合は2.7％となっています。 (図2-2-3-24) 
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外 人 泊 について ( 地)別にみると、令和 年(2019年)は らの 泊 が最も

、次いで、中 、 、 、 の となっています。全体の3割超を める は、県

り の最大の 先として 県の が高いことや、令和 年(2019年)7 に が し

たことが と えら ます。 

令和2年(2020年)は、新 の 大とそ に の などに り、い

の 地域においても大幅に減少しています。 (図2-2-3-25) 
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1 人以上の 「 の 」 2年

(人)

 

 の  

次に、 県の 泊 を 別にみると、 、 とも、 らまつりが

る4 ら増加し始め、 りや の8 10 が特に 、12 3 には

が りますが、 年は の の に り12 3 の 泊 も年 増加 で

していました。し し、令和2年(2020年)は新 の に り特に の み

が に大 、 態 は に回 となりましたが、 以 の 大の

で でおり、先行 が ます。(図2-2-3-26) 
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④ 地域別観光客数 

本県の主な観光施設の入込客数と宿泊施設の宿泊者数の推移を四半期別にみると、令和2年(2020

年)はいずれも前年を大きく下回っており、緊急事態宣言下の4～6月期の落ち込みが特に大きくな

っています。7～9月期は大きな祭りやイベントが中止となったものの、県の「あおもり宿泊キャン

ペーン」や国の「Go To トラベルキャンペーン」のほか、修学旅行の受入れも始まり、回復基調と

なりましたが、観光施設の入込客数、宿泊者数とも12月時点でいずれも感染拡大前の水準には戻っ

ていません。(図2-2-3-27～29) 
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資料）県観光企画課 「月例観光統計」 ※令和3年1月時点

注）平成28年、平成29年は34施設、平成30年以降は35施設
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図2-2-3-28   主な宿泊施設の宿泊者数の推移

（青森市、弘前市）
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資料）県観光企画課 「月例観光統計」 ※令和3年1月時点

（人）
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図2-2-3-29  主な宿泊施設の宿泊者数の推移

（八戸市、むつ市）
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資料）県観光企画課 「月例観光統計」 ※令和3年1月時点

（人）

八戸市 むつ市

 

 

⑤ 観光消費額 

本県の県内観光消費額は増加傾向で推移しています。令和元年(2019年)の観光消費額は1,910

億円で、現在の基準で統計を取り始めた平成22 年(2010 年)以降で最高となりました。外国人に

よる観光消費額も年々増加しており、令和元年(2019 年)の外国人による観光消費額は前年比

26.1％増の203億円となり、観光消費額全体の10.6％を占めています。(図2-2-3-30) 

注）宿泊施設54施設(対象施設入替あり) 
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④ 地域別観光客数 

本県の主な観光施設の入込客数と宿泊施設の宿泊者数の推移を四半期別にみると、令和2年(2020

年)はいずれも前年を大きく下回っており、緊急事態宣言下の4～6月期の落ち込みが特に大きくな

っています。7～9月期は大きな祭りやイベントが中止となったものの、県の「あおもり宿泊キャン

ペーン」や国の「Go To トラベルキャンペーン」のほか、修学旅行の受入れも始まり、回復基調と

なりましたが、観光施設の入込客数、宿泊者数とも12月時点でいずれも感染拡大前の水準には戻っ

ていません。(図2-2-3-27～29) 

1,461 1,313 

2,970 

841 

3,139 

1,652 

2,107 

1,566 

9,886 9,981 9,916 9,677 

5,372 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H28 29 30 R1 2年

図2-2-3-27   主な観光施設の入込客数の推移

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

資料）県観光企画課 「月例観光統計」 ※令和3年1月時点

注）平成28年、平成29年は34施設、平成30年以降は35施設

（千人）
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図2-2-3-28   主な宿泊施設の宿泊者数の推移

（青森市、弘前市）

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

資料）県観光企画課 「月例観光統計」 ※令和3年1月時点

（人）

青森市 弘前市
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図2-2-3-29  主な宿泊施設の宿泊者数の推移

（八戸市、むつ市）

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

資料）県観光企画課 「月例観光統計」 ※令和3年1月時点

（人）

八戸市 むつ市

 

 

⑤ 観光消費額 

本県の県内観光消費額は増加傾向で推移しています。令和元年(2019年)の観光消費額は1,910

億円で、現在の基準で統計を取り始めた平成22 年(2010 年)以降で最高となりました。外国人に

よる観光消費額も年々増加しており、令和元年(2019 年)の外国人による観光消費額は前年比

26.1％増の203億円となり、観光消費額全体の10.6％を占めています。(図2-2-3-30) 

注）宿泊施設54施設(対象施設入替あり) 
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令和 年(2019年)の 1 910 の内 をみると、 泊 が33.8％の646 となって

おり、次いで が24.5％の468 、 通 が14.5％の277 となっています。(図2-2-3-31) 
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を 地別にみると、 地が 県 ら い ど が高 なる がみ

てと ます。こ は、 方 らの ど 通 が高 なる 、 も なり 泊 や

も高 なるためと えら ます。また、 地方、中 地方の の が 外

 

に次いで高 なっており、特に 地方の は 外を上回って最も高 なっています。

令和2年(2020年)3 に した 戸 に り、 との が 大することで、 県

の なる が ます。(図2-2-3-32) 
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 の  

 の  

  の  

県の は、減少 が いていたとこ 、平成23 年 (2011 年 )に東 大

らの に けた が ら たことに り増加となりました。その 減少

が ましたが、令和 年 (2019年 )は の が増加したことに り、 年

比14.2％増の5 870 となっています。なお、令和2年 (2020年 )上 は、 年 比3.7％

減の2 847 となっています。 

また、全 の も、 に たり減少が いていましたが、平成24 年 (2012 年 )以

増加に 、その は東 に る ら高 で しており、令和

年 (2019年 )は 年 比2.3％増の53 1 420 となっています。 

なお、令和 2 年 (2020 年 )上 は 年 比 2.5％減の 24 932 となっています。(図

2-2-4-1) 
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図2-2-4-1 資 の 移（ ）
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資料） 「 合統計年 」  

 

県の を 間 の別にみると、 間 については、平成 26 年 (2014 年 )以

減少 が いていましたが、令和 年 (2019年 )は 年 比2.6％増の2 562 となって

います。 

一方、 については、東 大 らの に などが増加した平成

24 年 (2012 年 )を として減少 が いていましたが、令和 年 (2019 年 )は、大

な や の などが増加に し、 年 比25.2％増の3 308 となってい

ます。(図2-2-4-2) 

 

 

図2-2-4-2 資 の 移(青森県)
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 の  

令和 年 (2019 年 )の 県の について、 別に 年 と比 ると、 間 は、

、 、 が大 減少したことなどに り が 年 比 1.9％減となっ

たものの、 は 16.4％増となっています。 

一方、 は が 年 比73.6％増と大幅に増加した 、 も 8.6％増と

なっています。( 2-2-4) 

( ) ( ) 年 ( ) ( ) ( ) 年 ( )

計 5 1 14 2 53 142 43 1 2 3

256 164 43 6 2 6 31 4 6 3 5 3

1 4 3 3 31 4 1 26 4 1 35 4 1 2

11 24 2 1 1 1 15 31 2 2 3

12 6 4 2 2 1 2 2 1 11 4 3 2

43 164 4 4 5 5 611 14 6 1

の 1 1 1 11 552 1 4

1 1 12 2 16 4 5 14 444 4 1 1

33 45 56 4 25 2 21 645 663 4 3

116 1 3 6 4 16 1 4 2

16 6 2 16 5 544 42 1 1

の 1 1 1 1 63 3 624 5 1 6 4

213 66 36 5 6 1 4 6 645 32

1 2 3 32 1 4 4 13 56 16 24 6 1 3

25 6 3 4 4 54 4 4 42 4 3 1

（ ） 計 3 1 252 51 3 1 3 65 53 5 5

（ ） 計 2 5 5 4 1 5 22 4 1 42 3 6 4

資料） 「 合統計年 」

2-2-4 別 資 （ 年 ）

青森県

 

  

を 別にみると、全体の74.0％を める では、 の割合が31.3％

と最も高 、次いで 山 が13.0％となっており、この2 で 全体

の5割を超えています。 

また、全体の 26.0％を める では、 やその で る その他 の割合が

24.4％と 全体の9割以上となっています。(図2-2-4-3) 
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を 別にみると、全体の74.0％を める では、 の割合が31.3％

と最も高 、次いで 山 が13.0％となっており、この2 で 全体

の5割を超えています。 

また、全体の 26.0％を める では、 やその で る その他 の割合が

24.4％と 全体の9割以上となっています。(図2-2-4-3) 
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図2-2-4-3 公共工事種類別建設投資額の構成比（青森県）

令和元年度

公共工事

工事種類別

合計 2,896億円 (※)

資料) 国土交通省「建設総合統計年度報」

※集計方法の違いにより、表2-2-4に示す金額とは異なることに注意

土木工事

74.0%

建築工事

26.0%

 

  

住宅を除く民間建築工事を使途別にみると、「店舗」と「倉庫」の割合が共に27.2％と最も高く、

次いで「工場・作業所」が23.3％、「事務所」が16.5％の順となっています。なお、全国や他の地

域と比べてみると、オフィスビルなどの需要が高い東京圏では、「事務所」の割合が 38.4％と本県

の約2.3倍となっている一方、本県で割合の高い「工場・作業所」が11.2％にとどまるなど、地域

によって特徴があることがわかります。(図2-2-4-4) 
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図2-2-4-4 民間建築工事（非住宅）使途別建設投資額の構成比

(令和元年度）
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資料）国土交通省「建設総合統計年度報」

※「住宅」、「その他」を除く

※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
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 の  

行に る の ら 県の 間 の をみると、平成

27 年 (2015 年 )までは大 な増加と減少を り す しない動 となっていましたが、平成

28年 (2016年 )以 は比較 した動 となっています。 

令和2年 (2020年 )は 年 比0.7％減となっており、こ を 、 別にみると、

においては、 、 で減少となっているものの、 上や高

加 化に けた を する や の増 のために をした

などが増加に し、 年 比41.3％増と3年 の増加となっています。一方、 におい

ては、 全 などに り が増加した一方、 の増 など

が一 した が大 減少したことや、新 の で に な がみら

ることなど ら 年 比24.6％減と2年 の減少となっています。 (図2-2-4-5) 

また、 などにおける の1つとして 動 が りますが、 県の

(新 )の をみると、このとこ いで していますが、令和 年 (2019年 )
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制改正の影響による相続税の節税対策等によりアパートなど貸家を建築する動きが活発化したこと

から平成28年(2016年)までは増加傾向にありました。しかし、平成30年(2018年)以降は減少傾向

が続いています。 

なお、東京圏の新設住宅着工戸数も、本県とほぼ同様の推移となりました。 

令和2年(2020年)の新設住宅着工戸数は、令和元年(2019年)の消費税率引き上げによる反動減や

新型コロナの影響から、本県では対前年比8.1％減の5,671 戸、東京圏では対前年比8.2％減の28

万3,460戸となり、ともに3年連続で前年を下回っています。(図2-2-4-7) 
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資料）国土交通省「建築着工統計調査」 ※東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県  

 

② 新設住宅着工戸数の利用関係別内訳 

令和2年(2020年)の新設住宅着工戸数の利用関係別構成比を本県と東京圏で比較すると、本県は

持家が全体の 61.0％を占めているのに対し、東京圏は土地が狭く地価が高いため、持家よりもアパ

ートなどの貸家やマンションなどの分譲住宅の割合が高くなっています。(図2-2-4-8) 
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持家：建築主が自分で居住する目的で建築するもの

貸家：建築主が賃貸する目的で建築するもの

給与住宅：会社、官公署等がその社員等を居住させる目的で建築するもの

分譲住宅：建て売り又は分譲の目的で建築するもの

 

 の  

 の  

県の ( 1 000 以上)は、 の平成21年(2009 年)以

減少 で しています。令和2年(2020年)は新 の 大に 行 などの

に り、 は えら 、平成29年(2017年)、平成30年(2018年)と で 最少の

44 となりました。 

また、 は、平成25年(2013年)以 、100 で いの が いています。令和

2 年(2020 年)は が 10 を超える大 は 年 2 にとどまり、 は 年比

26.4％減で 3 に少ない70 8 600 となりました。 

を 別にみると、平成22 年(2010 年)まで最も った は減少 に る一方

で、 ( 、 動 、 通 )は 年10 以上 しており、全体に

める割合が高 なっています。令和2年(2020年)は、 が6 で 年比50.0％減、 が4

で 69.2％減と大 減少している一方、新 の に り は18 と 年

みとなっており、全体に める割合は高 なっています。(図2-2-5-1) 
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 の  

 を 別にみると、 に る が て 、平成25 年(2013 年)以 は

のし せ( )も い となっています。一方、 に る は、 年では

にとどまっています。令和2年(2020年)は、 に るものが27 で全体の61.4％、

次いで に るものが5 で全体の11.4％となっています。また、 のし せ(

)は2 で 年に比 大 減少しています。 
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なお、 のし せ( )、 、 回 を合 せた の全体に

める割合は、平成24年(2012年)に54.4％まで低 しましたが、その は70％ で しており、

令和2年(2020年)は のし せに る が少な ったために68.2％と、 10年で3

に少ない割合となりました。(図2-2-5-2) 
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3  の   

県 の をみると、 の高齢化と に り平成28 年(2016 年)

ら増加 に り、平成30年(2018年)に 最高の464 となりました。令和 年(2019年)は

293 と一 して大幅な減少となりましたが、令和2年(2020年)は先行 の ら 増加

し、 年比16.0％増の340 と、 最低となった とは な動 となっています。 

 こ を 別にみると、平成26年(2014年)までは が全体の 3 の1を め、次いで

や 他となっていましたが、平成27 年(2015 年)以 は、 他の割合が年

高 なっています。令和2年(2020年)は、 年に比 と 通 以外の が増加してお

り、 他が最 の97 で 年比1.0％増、次いで が74 で 21.3％増、 が

61 で 19.6％増となっています。(図2-2-5-3) 
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 の  

 中 の の をみると、 県 と 県中

が令和 年 (2019年 )に け けた 口 は、 年 り14 い35 となってい

ます。また、令和 年 (2019 年 )に が した は12 、 が

した に る令和 年 (2019年 )の は325人で、平成15年 (2003年 ) らの

では1 739人となっています。(図2-2-5-4) 
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 の  

 の  

高は、 り で る や 人の の動 や を する で る 行の

態 に り 化します。一 には、 などが を に行 回 に増加し、

には の が 先 るため減少する に るとい ていますが、 が

行する などに る の の動 にも を ける 合が ります。 

県の ( 行、 、 合) 高は、 体 らの の などに

る 幅な増減が る中、平成24年(2012年)を に や な増加 に た 、平成29年(2017

年)半 ら いで していました。令和2 年(2020 年)は、新 の 大を け

て、 の の高まりや が に に ていることなどが して

が増加し、 年11 には 年比2.9％増の3 1 527 となっています。 

また、全 も平成24年(2012年)以 は 増加 に り、令和2年(2020年)は 県と の

で が増加しましたが、増加幅は 県と比較して大 、 年11 には 年比6.1％増の

625 となっています。(図2-2-6-1) 
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県内 の 高を 先の 別にみると、地方 体が25.4％と最も 、次い

で 動 の9.6％、 の8.5％となっています。(図2-2-6-2) 
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減の20 8 053 となっていますが、減少幅は しています。(図2-2-6-4) 
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県の の を 別に 年 比でみると、令和2年(2020年)2 までは、

20％ ら 5％の間で 動していましたが、新 の に り、 年5 ら 年

に比 て大 上 し、 年6 には310 9 900 で 年の 5 となりました。その の増加幅

は つつ りますが、 年12 は 年比50％増の118 1 300 となっています。(図2-2-6-5)  
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3  の  

ら の をみると、 県 の り は、 5

と 5の間で と 化を り す が ましたが、平成30年(2018年)3 に

2となった は で して ました。令和2年(2020年)に ると新 の ら、

年6 に 2に 化しましたが、その は し、 年12 には 2となるなど、

幅な動 が いています。 

一方、全 (中 )の り は に し、平成30年(2018年)6 には

13まで しました。その は いで していましたが、令和2年(2020年)に ると に

化し、6 は 1に 化しましたが、その は し、 年12 には 4となって

います。(図2-2-6-6) 
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次に、 県 らみた の 態 は、 の動 が いており、平成 31 年

(2019年)3 以 は 10 を超えて しています。令和2年(2020年)に ると、新

に る や の を い めるため、 に って が たことな

ど ら 態 は 和し、 年12 には16 となっています。 

一方、全 中 らみた の 態 は、 県 りも高い で の動 が いた

、平成28年(2016年)3 以 は 20 で しており、 県に比 て 態 が

に い に ります。令和2年(2020年)に って らも、 いの が いており、 年

12 には19 となっています。(図2-2-6-7) 
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 県内 の り が している には、 の低 が ります。 

 県内の 行 の 平均 は、平成19年(2007年)10 の 2.495％を に

低 し、平成28 年(2016 年)に 行に って た 和

に り らに低 を けています。令和2年(2020年)10 は1.036％と、 年 比で5.3％の減

少となっています。 

 なお、全 の 行をみても、平成19年(2007年)7 の1.826％を に、 みな上 と低

を り しながらも低 となっており、平成25 年(2013 年)に 1％を割り 、令和2年

(2020年)12 には0.647％となっています。(図2-2-6-8) 
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 の  

県の の 高と 高の をみると、 高は平成20 年(2008 年)以 増

加 で しています。令和2年(2020年)は大幅に増加し、 年12 には 年 比7.3％増の

5 6 262 となっています。こ は、1人10 の特別 や新 として中

などに する 化 などが たことに り、その一部が にま った

ためと えら ます。 

一方、 高は、平成24年(2012年)まで減少 に りましたが、平成25年(2013年)に増

加に ています。平成30年(2018年)以 は いで していましたが、令和2年(2020年)は

新 の のため、 に って が したことなど ら増加し、 年12 には

年 比2.4％増の3 1 503 となっています。(図2-2-6-9) 
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 青森県の人口の  

 県の人口21は、 和58年(1983年)の152 9 人を に減少が いており、令和2年(2020

年)には123 715人となりました。年齢3 別では、15歳 人口(年少人口)と15 64歳人口

( 年齢人口)の割合が低 なる一方で、65 歳以上人口( 年人口)の割合が高まっています。(図

2-3-1) 

 大 市 では 年 を中 に全 ら人口が 中する一方、地方では人口減少と高齢化が に

進行する がみら 、平成21年(2009年) ら令和 年(2019年)までの10年間の 県の人口増減

率は 9.6％と、 田県( 11.9％)に次いで全 で2 に大 い減少率となってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、65 歳以上人口( 年人口)割合を 県別にみると、全 に超高齢 となっており、

令和 年(2019年)の 県の65歳以上人口( 年人口)割合は33.3％と、全 で7 に高 なって

います。(図2-3-2)  
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を加減して したもので、 年10 1 の をその年の 人口として り っている。 
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また、 人口 所がまとめた の地域別 人口(平成30年(2018

年)3 )について (以 人口 とい 。)に 、 県の 人口は、令和7

年(2025年) で115 7 人(平成27年(2015年)比 15 1 人)、令和17年(2035

年) では 和10年(1935年) 以 、100年 りに100 人を 回る99 4 人(平成27

年(2015年)比 31 4 人)となっており、全 に比 て人口減少の が いため、

全 に める割合も低 してい ことが ま ています。(図2-3-3) 
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 人口を年齢3 別にみると、15歳 人口(年少人口)と15 64歳人口( 年齢人口)

の割合は減少してい 一方、65歳以上人口( 年人口)の割合は に増加し、令和27年(2045年)

には、15 64歳人口( 年齢人口)の割合を上回ります。 (図2-3-4)  
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 青森県の人口  

次に、 県の人口動態を、 動態( )と、 動態( )の

2つの らみてみます。 

令和2年(2020年)の人口動態をみると、1 ら12 までの は1 5 629人の減少となり、

令和 年(2019年)の1 6 844人 ら減少幅が1 215人 しました。この5年間の 別の動 を

みると、 年に比 3 の みが 、そのまま しています。 (図2-3-5) 

また、 和54年 らの人口増減 の をみると、平成22年(2010年)には、 動態の減少

が 動態の減少 を上回り、こ 以 は、人口減少に める 動態の割合が高 なっています。
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令和 年(2019年)10 ら令和2年(2020年)9 の 動態は、 が7 005人、

が1 7 941人で り、 増減 は1 936人の減少と、減少 が年 増加しています。 (図2-3-7) 

また、 の を の 人口動態 でみると、 は減少 、

は増加 に ります。こ は、15 49歳の 人口の減少や高齢化の進行などが に

り、この は今 も と ま ます。(図2-3-8) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和 年(2019年)10 ら令和2年(2020年)9 の 動態は、県外 らの が1 8 483

人、県外 の が2 3 123人で り、 増減 は4 640人の減少となりました。 動

態の減少 は、新 の を け が 、 しています。 (図2-3-9) 
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に18歳、20歳、22歳の 超 が っています。(図2-3-10) 

 年齢別の 動態の をみると、平成24年(2012年)以 、15 24歳の 超 は4 500人

で して ましたが、令和 年(2019年)10 ら令和2年(2020年)9 の 超 は4 034

人と大幅に しました。一方、25 64歳の 超 は500 1 400人 で し、15 24歳に

比 ると幅が大 、その年の 動態に大 な を えています。(図2-3-11) 
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令和 年(2019年)10 ら令和2年(2020年)9 の 動態は、 が7 005人、
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令和 年(2019年)10 ら令和2年(2020年)9 の 動態は、県外 らの が1 8 483
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就 職 転 職 転 勤 就 学 退 職 結 婚 離別・死別 介護・看護 施 設 入 所 新築・転宅 その他

総 計 11.5 12.1 34.5 4.9 12.6 3.7 2.2 2.8 0.5 5.4 9.6
 0～14歳 3.0 11.9 39.0 3.4 2.9 3.3 9.6 2.2 0.1 11.2 13.3
15～19歳 8.6 3.7 33.9 31.9 11.5 0.3 0.4 0.4 0.0 1.3 8.0
20～24歳 29.4 11.4 20.2 6.4 16.9 3.0 0.6 0.4 0.0 2.9 8.7
25～29歳 11.0 17.6 35.0 0.8 13.6 8.3 1.0 0.9 0.2 3.7 7.9
30～34歳 8.3 16.3 40.2 1.1 10.5 5.9 2.7 1.3 0.0 5.9 7.7
35～39歳 5.3 13.6 47.6 0.9 8.9 3.3 3.7 2.6 0.3 5.3 8.7
40～44歳 4.8 11.1 54.7 2.5 8.4 3.1 1.9 1.5 0.4 2.9 8.6
45～49歳 3.8 13.3 51.1 0.8 7.4 3.4 2.3 4.9 0.2 4.6 8.2
50～54歳 2.9 13.1 49.3 0.0 9.4 1.8 1.6 6.8 0.5 5.5 8.9
55～59歳 5.9 8.7 31.8 0.3 17.3 0.3 1.4 12.1 0.3 5.9 15.9
60～64歳 4.8 4.8 15.0 0.0 33.9 0.0 1.3 11.9 1.3 11.9 15.0
65～69歳 4.2 4.2 7.2 0.0 27.7 0.6 1.8 13.9 1.2 18.7 20.5
70歳以上 3.4 0.0 2.3 0.6 12.4 0.6 4.0 16.9 16.4 23.7 19.8

資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」 
※令和元年10月1日～令和2年9月30日

表2-3-13 「県外からの転入」の移動理由

(単位：％)

年 齢
移動理由

(3) 県外からの転入及び県外への転出の移動理由  

本県では、市町村の協力のもと、人口移動統計調査の一環として、転出者及び転入者を対象に移

動理由を調査しています。 

令和元年(2019年)10月から令和2年(2020年)9月までの調査結果から、「県外からの転入」と「県

外への転出」の移動理由の構成比をみると、「県外からの転入」では、転勤が 34.5％で最も多く、

次いで退職が12.6％となっています。また、「県外への転出」では、就職が33.1％で最も多く、次

いで転勤が28.7％となっています。(図2-3-13～14、図・表2-3-1～2) 

 一方、転出超過となっている若年層については、15～19歳における「県外からの転入」では、転

勤(主に親の転勤と推測される)が33.9％で最も多く、次いで就学が31.9％となり、「県外への転出」

では就職が48.6％で最も多く、次いで就学が42.6％となっています。 

また、20～24歳における「県外からの転入」では、就職が29.4％、転勤が20.2％、退職が16.9％

と分散していますが、「県外への転出」では就職が65.8％と大きな割合を占めています。(図2-3-13

～14) 
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就 職 転 職 転 勤 就 学 退 職 結 婚 離別・死別 介護・看護 施 設 入 所 新築・転宅 その他

総 計 11.5 12.1 34.5 4.9 12.6 3.7 2.2 2.8 0.5 5.4 9.6
 0～14歳 3.0 11.9 39.0 3.4 2.9 3.3 9.6 2.2 0.1 11.2 13.3
15～19歳 8.6 3.7 33.9 31.9 11.5 0.3 0.4 0.4 0.0 1.3 8.0
20～24歳 29.4 11.4 20.2 6.4 16.9 3.0 0.6 0.4 0.0 2.9 8.7
25～29歳 11.0 17.6 35.0 0.8 13.6 8.3 1.0 0.9 0.2 3.7 7.9
30～34歳 8.3 16.3 40.2 1.1 10.5 5.9 2.7 1.3 0.0 5.9 7.7
35～39歳 5.3 13.6 47.6 0.9 8.9 3.3 3.7 2.6 0.3 5.3 8.7
40～44歳 4.8 11.1 54.7 2.5 8.4 3.1 1.9 1.5 0.4 2.9 8.6
45～49歳 3.8 13.3 51.1 0.8 7.4 3.4 2.3 4.9 0.2 4.6 8.2
50～54歳 2.9 13.1 49.3 0.0 9.4 1.8 1.6 6.8 0.5 5.5 8.9
55～59歳 5.9 8.7 31.8 0.3 17.3 0.3 1.4 12.1 0.3 5.9 15.9
60～64歳 4.8 4.8 15.0 0.0 33.9 0.0 1.3 11.9 1.3 11.9 15.0
65～69歳 4.2 4.2 7.2 0.0 27.7 0.6 1.8 13.9 1.2 18.7 20.5
70歳以上 3.4 0.0 2.3 0.6 12.4 0.6 4.0 16.9 16.4 23.7 19.8
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別 別 の

計 33.1 11.2 28.7 10.8 2.9 2.6 0.8 1.0 0.2 3.9 4.7
～14歳 1 62 3 6 6 3 4 2 1 3 1 1 6

15～1 歳 4 6 1 3 1 42 6 6 3 2 1
2 ～24歳 65 3 5 5 2 5 1 5 1 1 1 2
25～2 歳 1 4 21 6 3 6 1 5 1 5 2 2 4
3 ～34歳 1 1 6 51 1 4 3 4 1 1 3 4 2 4
35～3 歳 1 3 14 5 5 4 2 3 1 1 1 1 4 1 4
4 ～44歳 5 16 6 55 3 1 3 4 2 3 1 2 3 5 5
45～4 歳 2 13 1 5 5 2 1 2 2 5 1 6 1 2 6 2 4
5 ～54歳 5 3 15 2 5 2 1 1 3 1 6 1 3 5 6
55～5 歳 15 44 1 4 4 2 2 1 3 5 1 6
6 ～64歳 11.7 13.1 16.8 0.0 15.3 0.0 2.2 4.4 1.5 21.2 13.9
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歳以上 4 1 4 1 4 1 5 1 4 2 6 3 23 4
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2-3-2 「県 の 」の移動

 

3 青森県の人口構成 

が の人口 は、2つの らみを つ となっています。2つの らみとは、 として

1次 と 2次 を していますが、 県の人口 にお

いては、全 に比 ると 2次 の らみが まり たない となっています。

こ は、 県の 動態の減少 が大 った平成 (1990年 半)に 2次

が18歳を え、県外 する が ったためと えら ます。( の図2-3-6を ) 

また、令和2年(2020年)と 和55年(1980年)の 県の人口 を比較すると、少子化と

高齢化の進行に加え、人口の い 1次 が70歳 半となり、人口 の

が上方 した になっています。(図2-3-15) 
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別 別 の

計 33.1 11.2 28.7 10.8 2.9 2.6 0.8 1.0 0.2 3.9 4.7
～14歳 1 62 3 6 6 3 4 2 1 3 1 1 6

15～1 歳 4 6 1 3 1 42 6 6 3 2 1
2 ～24歳 65 3 5 5 2 5 1 5 1 1 1 2
25～2 歳 1 4 21 6 3 6 1 5 1 5 2 2 4
3 ～34歳 1 1 6 51 1 4 3 4 1 1 3 4 2 4
35～3 歳 1 3 14 5 5 4 2 3 1 1 1 1 4 1 4
4 ～44歳 5 16 6 55 3 1 3 4 2 3 1 2 3 5 5
45～4 歳 2 13 1 5 5 2 1 2 2 5 1 6 1 2 6 2 4
5 ～54歳 5 3 15 2 5 2 1 1 3 1 6 1 3 5 6
55～5 歳 15 44 1 4 4 2 2 1 3 5 1 6
6 ～64歳 11.7 13.1 16.8 0.0 15.3 0.0 2.2 4.4 1.5 21.2 13.9
65～6 歳 7.3 10.4 4.2 0.0 12.5 1.0 4.2 5.2 2.1 25.0 28.1
歳以上 4 1 4 1 4 1 5 1 4 2 6 3 23 4

資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」
年1 1 ～ 2年 3

2-3-14 「県 の 」の移動
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図2-3-14 「県 の 」の移動
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2-3-2 「県 の 」の移動

 

3 青森県の人口構成 

が の人口 は、2つの らみを つ となっています。2つの らみとは、 として

1次 と 2次 を していますが、 県の人口 にお

いては、全 に比 ると 2次 の らみが まり たない となっています。

こ は、 県の 動態の減少 が大 った平成 (1990年 半)に 2次

が18歳を え、県外 する が ったためと えら ます。( の図2-3-6を ) 

また、令和2年(2020年)と 和55年(1980年)の 県の人口 を比較すると、少子化と

高齢化の進行に加え、人口の い 1次 が70歳 半となり、人口 の

が上方 した になっています。(図2-3-15) 
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1 3 

 

 

 

 

に 

 

令和 年 2 1 年 12 、中 の において となる 体が されてい

ない の が多 され、令和2年 2 2 年 1 に 保 機 は新型のコロナ

ル が されたことを しました。この新型コロナ ル 感染 1 は く

に 中に拡 し、多くの や地域で 事 や ロ な 、経済にとっ

て に影響の大きい 置が取られました。 

わが においても、令和2年 2 2 年 に を めとした 県を対 域とした

事 が され、 1 には対 域が に拡大されました。 

新型コロナは、 、わが 、 いては本県経済にも大きな影響を しました。本 では新型

コロナが本県経済に与えた影響について明らかにしていきます。 

 

 

  

はじめに、 体の新型コロナの感染拡大の状況についてみると、令和3年 2 21年 2 現

で の感染 は1 1 人、 は 2 人となっています ジ

大 。 3 1 1  

地域 に感染 の をみると、 が最も多く2 8 1 人、 いで、 1 111

人 、 ジル 1 人 な となっています。 3 1 2  

 

わが の感染状況をみると、令和2年 2 2 年 1 1 に初めての感染 が 1 1 に確

されて 、令和3年 2 21年 2 現 で の感染 は 2 8 人、 は 88

人となっています。この の感染 の推 をみると、令和2年 2 2 年 から にかけての

事 の や新しい生活様式 2 の な の により、 口までは一 度

の抑え込みに していました。しかし、同年11 は感染 が に し、感染拡大に 止

めがかからない状況となったことから、令和3年 2 21年 1 、 に感染 が多い の

1 3県を対 域とした 事 が され、同13 には対 域が11 県に拡大

されました。 3 1 3  
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新型コロナウイルス感染症による本県経済への影響 第 3 章 

 ン ・ ンス大 の とに 感染者 い20の ・ に い  
( 3年2月28 ) 

 

次に、市町村別の人口動態について、令和2年(2020年)と平成22年(2010年)を比較すると、こ

の10年間で人口が増加したのは六戸町とおいらせ町で、その他の市町村では人口が減少しています。

特に、農山漁村地域や半島先端部では大幅な減少となっており、今別町、外ヶ浜町、風間浦村、佐

井村、深浦町、鰺ヶ沢町、大間町、中泊町、大鰐町、田子町、新郷村、三戸町、東通村では、20％

を超える減少率となっています。全体として、10％を超える減少率となったのは 40 市町村中、28

市町村となっています。 

また、令和2年(2020年)における65歳以上人口の割合をみると、県平均の33.9％を上回ったの

は32 市町村となっており、中でも今別町の56.0％を始め、外ヶ浜町、新郷村、深浦町、佐井村、

風間浦村、鰺ヶ沢町、田子町、中泊町、大鰐町、蓬田村、七戸町、三戸町、平内町、五戸町、南部

町で40％を上回るなど、人口減少率が高い地域での高齢化の進行が顕著となっています。一方、65

歳以上人口の割合が最も低いのは六ヶ所村で26.2％、次いで三沢市の27.1％、おいらせ町の27.9％

となっています。(図2-3-16) 

 

図2-3-16 市町村別の人口動態

15歳未満人口（年少人口）の割合（R2）人口増減率（R2/H22）

15～64歳人口（生産年齢人口）の割合(R2) 65歳以上人口（老年人口）の割合（R2）

資料）県統計分析課「青森県人口移動統計調査」
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令和 年 2 1 年 12 、中 の において となる 体が されてい

ない の が多 され、令和2年 2 2 年 1 に 保 機 は新型のコロナ

ル が されたことを しました。この新型コロナ ル 感染 1 は く

に 中に拡 し、多くの や地域で 事 や ロ な 、経済にとっ

て に影響の大きい 置が取られました。 

わが においても、令和2年 2 2 年 に を めとした 県を対 域とした

事 が され、 1 には対 域が に拡大されました。 

新型コロナは、 、わが 、 いては本県経済にも大きな影響を しました。本 では新型

コロナが本県経済に与えた影響について明らかにしていきます。 
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で の感染 は1 1 人、 は 2 人となっています ジ
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地域 に感染 の をみると、 が最も多く2 8 1 人、 いで、 1 111
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人となっています。この の感染 の推 をみると、令和2年 2 2 年 から にかけての

事 の や新しい生活様式 2 の な の により、 口までは一 度

の抑え込みに していました。しかし、同年11 は感染 が に し、感染拡大に 止

めがかからない状況となったことから、令和3年 2 21年 1 、 に感染 が多い の
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新型コロナウイルス感染症による本県経済への影響 第 3 章 

 ン ・ ンス大 の とに 感染者 い20の ・ に い  
( 3年2月28 ) 

 

次に、市町村別の人口動態について、令和2年(2020年)と平成22年(2010年)を比較すると、こ

の10年間で人口が増加したのは六戸町とおいらせ町で、その他の市町村では人口が減少しています。

特に、農山漁村地域や半島先端部では大幅な減少となっており、今別町、外ヶ浜町、風間浦村、佐

井村、深浦町、鰺ヶ沢町、大間町、中泊町、大鰐町、田子町、新郷村、三戸町、東通村では、20％

を超える減少率となっています。全体として、10％を超える減少率となったのは 40 市町村中、28

市町村となっています。 

また、令和2年(2020年)における65歳以上人口の割合をみると、県平均の33.9％を上回ったの

は32 市町村となっており、中でも今別町の56.0％を始め、外ヶ浜町、新郷村、深浦町、佐井村、

風間浦村、鰺ヶ沢町、田子町、中泊町、大鰐町、蓬田村、七戸町、三戸町、平内町、五戸町、南部

町で40％を上回るなど、人口減少率が高い地域での高齢化の進行が顕著となっています。一方、65

歳以上人口の割合が最も低いのは六ヶ所村で26.2％、次いで三沢市の27.1％、おいらせ町の27.9％

となっています。(図2-3-16) 
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本県の感染 の推 を見ると、令和2年 2 2 年 3 に初めての感染 が確 されて 、し

らくの は に感染が確 されるのみで大きな がりはみられ 、同年1 11 時 では

の感染 は3 にと まっていました。 

しかし、同 1 に で を中 とした タ 感染 の 生が確 されて

は、 の タ が 生するな 感染 は大 に し、令和3年 2 21年 2 現

で の感染 は81 、 は2 となっています。 3 1  
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資料）県保 「青森県内に る新型コロナウイルス感染 の感染 ー 」( 3年2月28

現 )

） による数 の ら き し全体の るた 、 の ラ に

し いる

(10 16)

緊急事態宣言

全 県に拡大

(4 16)

前 内

店 ラス ー

(10 15)

(2 10)

1  

 

  

  

感染拡大に 止めをかけるため された 事 においては、 通機 な 必要な経

済社会 は な限り するな 、社会 経済機 への影響を最 限に めながら、 、

、 の3つの を防 ことな によって、感染拡大を防止していくこととされました。 3

1 1  

3-1-1 緊急事態宣言 ら宣言 の経 ( 3 年2 月28 ) 

 

ま 、令和2年 2 2 年 から の 事 においては、 に 要 の

動の 、 を う への 、施 の の制限な の 力要 が われたとこ で

すが、 1 に 事 の対 域が 県に拡大されたことを けて、本県において

は、 1 に開 した 県危機対策本 において、 までの 、 県 域を対 に

の 力要 等を実施することを しました。 

 

 要 の の の要  

 要 の 県をまたい 動を極力 えること、 に 13 の 県との

来 の要  

 に、大型 中には 県をまたい 要 の 動の 要  

 、時 等、人との わりの制限 

 を う 等への 要  

 、会 、 、 の 等も めたあら る 面における3つの「 」を

けること 

 感染拡大につながるおそれのある施 の 制限についての要 2 の 県危機対

策本 において、 2 から までとすることを  

 

これらの か、県 会においては、県 について 2 から までの期

を一 時 としました。 

 

令和3年 2 21年 1 からの 事 においては、本県は対 域となっておら 、対

域となっている 11 県においても、 施 の の制限が に対する 業時 の にと

まっていることな 、社会経済への影響は、令和2年 2 2 年 の時と 、より限 なものに

と まっています。 
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1  

 

  

  

感染拡大に 止めをかけるため された 事 においては、 通機 な 必要な経

済社会 は な限り するな 、社会 経済機 への影響を最 限に めながら、 、

、 の3つの を防 ことな によって、感染拡大を防止していくこととされました。 3

1 1  

3-1-1 緊急事態宣言 ら宣言 の経 ( 3 年2 月28 ) 

 

ま 、令和2年 2 2 年 から の 事 においては、 に 要 の

動の 、 を う への 、施 の の制限な の 力要 が われたとこ で

すが、 1 に 事 の対 域が 県に拡大されたことを けて、本県において

は、 1 に開 した 県危機対策本 において、 までの 、 県 域を対 に

の 力要 等を実施することを しました。 

 

 要 の の の要  

 要 の 県をまたい 動を極力 えること、 に 13 の 県との

来 の要  

 に、大型 中には 県をまたい 要 の 動の 要  

 、時 等、人との わりの制限 

 を う 等への 要  

 、会 、 、 の 等も めたあら る 面における3つの「 」を

けること 

 感染拡大につながるおそれのある施 の 制限についての要 2 の 県危機対

策本 において、 2 から までとすることを  

 

これらの か、県 会においては、県 について 2 から までの期

を一 時 としました。 

 

令和3年 2 21年 1 からの 事 においては、本県は対 域となっておら 、対

域となっている 11 県においても、 施 の の制限が に対する 業時 の にと

まっていることな 、社会経済への影響は、令和2年 2 2 年 の時と 、より限 なものに

と まっています。 

 

2年(2020年)4月 5月 3年(2021年)1月

5月25 緊急事態宣言

2月26

5月4 2月2
10 県 とし 期 3月

に
5月14 39県 ら 外( )

期 5月31 に

3月1 ら6 県 ら 外( )
5月21 3 県 ら 外( )

4月
県 とし 緊急事態の

宣言（期 4月 5月6 ）
1月

4 県 とし 緊急事態 宣言（期
1月8 2月 ）

4月16
全4 県に拡大

13 県 県に
県 に

（期 1月14 2月 ）
1月13
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令和2年 2 2 年 3 2 に の「新型コロナ ル 感染 対策本 」で された「新型コ

ロナ ル 感染 対策の 本 対 方 」 、 時変 は、対策を実施するにあたって

となる き 一指 を したものですが、同年 の「新型コロナ ル 感染 会 」

からの提 を け、同 の変 から「新しい生活様式」を社会経済 体に させていくことが

り込まれました。 

「新しい生活様式」とは、感染拡大を防 ために、 感染や 感染、さらには での会

への対策を取り れた生活様式であり、これを実 していく必要があるとされたとこ です。 

生 が している「新しい生活様式」の実 は のとおりです。 3 1  

 

 一人 とりの 本 感染対策 

 感染防止の つの 本として、 体 の確保、 の 、 い 

 動に する感染対策 感染地域からの 動 感染地域からの 動を える  

 生活を む での 本 生活様式 

 い 指 、 、 、 回 、体  

 生活の 面 の生活様式 

 い 時、 時、 通機 の 時、 事中、 等への 時 

 き方の新しい タ ル 

 等、時 、 会 等 

 

図3-1-5 新しい の  

 

このような中、本県においては、感染防止に対する しい の 、感染 やその への配

慮、医療 事 な 最 で く方々への感 な の を り ていくための取組「あおもり

」を推進しています。 

新型コロナ ル 感染 とその予防策について県民に しく してもらうことを とした

県感染 対策コ デ タ による 動 や、「新しい生活様式」の実 を

や にまとめた動 の 開、最 で く方々や で えてくれる大 な人に向

けた感 応 ジの な により、 な生活の中でも 々 に 動している県民

に対して、 らを、そして りの方々をたたえ い、 を るという ちを つことで、県民

一 となってこの危機を乗り越えていくことを けています。 

資料) ー ー より 

1  

 

 

 

 

事 の や「新しい生活様式」の実 は、 たちの生活を大きく変 させ、それに

い、経済活動においても様々な影響がみられるようになりました。 

県 をまたい 動の により、 業や 通事業 では の 等により大 な

収 の 化がみられました。 

また、 人 をみると、 業や 業時 の 、 に う の により やコ

の が する一方で、 や な の 生 の や、 も

り 要による や 等の 要 により、 、 、 タ 、

大型 では、 が しました。 

においては、 会や 新年会、 の中止や大人 での会 の 等により、

大 に が することとなり、これらの を するため、 地で「 ル 」の取組な

が われました。また、 要の は、 や 、 タ 、 ロな の の

の 、 の にもつながった か、 本 や 等にも影響がみられました。 

このように経済活動が ち込ん ことにより、 業への影響もみられるようになりました。

施策の実施により、 業 は抑制されているものの、 業は しました。 

業への影響は、 が続いていた にも影響を与え、経済の ち込みに 度は抑

えられているものの、 人 が1 を り込むな の 化がみられました。また、新

については、 人が っている けでなく、県 をまた 動が となったことで 活動

体にも大きな影響がみられています。 

このような状況の中で、 況感も大 に 化しました。 

2 では、新型コロナ の本県経済について、 に影響の大きかった分野を中 に分 してい

きます。 

 

  

  

、 の乗 についてみると、新型コロナの感染拡大が本 化した令

和2年 2 2 年 3 大 に ち込み、同年 には 年 8 となりました。その後は回

復傾向にありましたが、感染の 拡大の影響な により、同年 12 には に じました。

3 2 1  

本の によると、 新 の 状況は大型 中が 年同期

、お 期 が同 、年 年 は同 と大 に ち込みました。また、 来

動 機通過人 をみると、大型 中が 年同期 8 、お 期 が同3 、年 年 が

同2 と、新 と ると ち込み は さいものの、大きく ち込んでいます。 

県民の 動の となる地域 通の についてみると、新型コロナの感染拡大が本 化した

令和2年 2 2 年 3 大 に ち込み、タ は に 年同 、 い も

に同3 3 、 は3 に同 1 1 、乗 は に同3 と大

に ち込みました。それ は やかに回復しているものの、同年12 時 でも 年同 8

後の にと まっており、厳しい状況が続いています。 3 2 2  
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令和2年 2 2 年 3 2 に の「新型コロナ ル 感染 対策本 」で された「新型コ
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慮、医療 事 な 最 で く方々への感 な の を り ていくための取組「あおもり
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新型コロナ ル 感染 とその予防策について県民に しく してもらうことを とした

県感染 対策コ デ タ による 動 や、「新しい生活様式」の実 を

や にまとめた動 の 開、最 で く方々や で えてくれる大 な人に向

けた感 応 ジの な により、 な生活の中でも 々 に 動している県民

に対して、 らを、そして りの方々をたたえ い、 を るという ちを つことで、県民

一 となってこの危機を乗り越えていくことを けています。 
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事 の や「新しい生活様式」の実 は、 たちの生活を大きく変 させ、それに

い、経済活動においても様々な影響がみられるようになりました。 

県 をまたい 動の により、 業や 通事業 では の 等により大 な

収 の 化がみられました。 

また、 人 をみると、 業や 業時 の 、 に う の により やコ

の が する一方で、 や な の 生 の や、 も

り 要による や 等の 要 により、 、 、 タ 、

大型 では、 が しました。 

においては、 会や 新年会、 の中止や大人 での会 の 等により、

大 に が することとなり、これらの を するため、 地で「 ル 」の取組な

が われました。また、 要の は、 や 、 タ 、 ロな の の

の 、 の にもつながった か、 本 や 等にも影響がみられました。 

このように経済活動が ち込ん ことにより、 業への影響もみられるようになりました。

施策の実施により、 業 は抑制されているものの、 業は しました。 

業への影響は、 が続いていた にも影響を与え、経済の ち込みに 度は抑

えられているものの、 人 が1 を り込むな の 化がみられました。また、新

については、 人が っている けでなく、県 をまた 動が となったことで 活動

体にも大きな影響がみられています。 

このような状況の中で、 況感も大 に 化しました。 

2 では、新型コロナ の本県経済について、 に影響の大きかった分野を中 に分 してい

きます。 

 

  

  

、 の乗 についてみると、新型コロナの感染拡大が本 化した令

和2年 2 2 年 3 大 に ち込み、同年 には 年 8 となりました。その後は回

復傾向にありましたが、感染の 拡大の影響な により、同年 12 には に じました。

3 2 1  

本の によると、 新 の 状況は大型 中が 年同期

、お 期 が同 、年 年 は同 と大 に ち込みました。また、 来

動 機通過人 をみると、大型 中が 年同期 8 、お 期 が同3 、年 年 が

同2 と、新 と ると ち込み は さいものの、大きく ち込んでいます。 

県民の 動の となる地域 通の についてみると、新型コロナの感染拡大が本 化した

令和2年 2 2 年 3 大 に ち込み、タ は に 年同 、 い も

に同3 3 、 は3 に同 1 1 、乗 は に同3 と大

に ち込みました。それ は やかに回復しているものの、同年12 時 でも 年同 8

後の にと まっており、厳しい状況が続いています。 3 2 2  
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分野については、 事 により 県をまた 動や 要 の の 、大

の開 制限等から に大 を け、本県においても さくらまつりや

た を めとした 要な りの てが中止となりました。令和 年 2 1 年 において、これら

の の 込 は 1 2 人であったことから、新型コロナの影響により、これらの

込 が われたことになります。 3 2 1  

3-2-1 県内の 事・イ ントの  

 

また、県 の な 施 の 込 と についてみると、い れも3 大 に

し、 、 は 年同 に 8 の まで ち込み、極めて な状況が続きまし

た。 3 2 3  

2 に 事 が 面 されて 、 からは県の や の  

ル の 等により、 施 の 込 、 とも回復傾向に じま

したが、12 時 でい れも感染拡大 の には っていません。 

さらに11 、 の新 感染 や が したことから、感染拡大に 止めをかけ

るため12 28 には  ル が で一 に 止され、令和3年 2 21年 1

には の1 3県を対 域として 事 が 、同13 には大 な

県が 事 の対 域に されました。感染 の収束が見通せない中、 分野を取り
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数( ) 前年同月比(右 )

( )

資料）青森 事 所「青森 の 」、県 「 」

2年5月12 6月30 の 全

(％)

緊急

事態

宣言

県
・

 

トラ ル

事
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資料）県

ー 3月分の ー なし

（％） 図3-2-2 の 者数の

事・イ ント
年の

入 数( )
2年 の 月

( 年)

前 ら り 前 2 890 000 4 20 5 6

青森 た 青森 2 850 000 8 2 8

前 た り 前 1 680 000 8 1 8

大 1 452 800 事の 31 8 4

所 所 1 290 000 8 4 8 8

り 442 9 5 4 28 5 6

り 430 000 12 15

前 と り 前 398 000 10 18 11 10

金 り 所 336 000 4 2 5 6

え り 306 000 2 1 2 20

12 0 5 5

資料） 年 青森県 入

年の 入 数（ 数）上 10 の 事・イ ント
2年 の 者 ー ー 、 資料 とに

(上 10 )
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巻く状況は一層厳しさを増しており、落ち込みの長期化が懸念されます。 

次に、外国人宿泊者数についてみてみると、青森・天津線や青森・台北線の就航などにより、令

和2年(2020年)1月までは概ね前年同月を上回る水準で推移してきました。新型コロナの感染拡大

を受け、令和2年(2020年)2月以降、政府により、感染が拡大する国・地域からの入国制限が実施

されたこと等により、令和2年(2020年)4月以降、外国人宿泊者数は前年同月に比べ95％以上の減

少が続いています。(図3-2-5) 

令和2年(2020年)10 月には中長期間滞在する外国人の入国制限が緩和されましたが、12月には

英国で拡大した新型コロナウイルスの変異種の感染者が国内で初確認され、12 月 28 日には全ての

国・地域を対象に外国人の新規入国が一時停止されました。青森空港発着の国際定期便の運休も未

だ続き、外国人宿泊者数の回復も当面は困難な状況にあると考えられます。 

 

  
 

ここで、人の動きをビッグデータからみてみます。 

内閣府地方創生推進室と内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局が提供し、新型コロナウイ

ルス感染症が地域経済に与える影響の把握等を目的とした「Ｖ-ＲＥＳＡＳ22」の中から、令和2年

(2020年)1年間の青森県内の滞在人口の動向をみていきます。 

緊急事態宣言が発出されて以降、特に都道府県外(当該市町村に滞在している人口のうち、推定居

住地が他の都道府県である人口)の落ち込みが大きく、4 月第 5 週には前年同週比 91.6％減となっ

ています。緊急事態宣言解除後は、持ち直しの動きがみられましたが、8 月の夏祭りや帰省シーズ

                         
22Ｖ－ＲＥＳＡＳ …新型コロナウイルス感染症が、地域経済に与える影響の把握及び地域再活性化施策の検討に

おけるデータの活用を目的とした見える化を行っているサイト。データ提供を同意したスマートフォンや特定の

サイトのデータなどを利用していることに留意する必要がある。 
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巻く状況は一層厳しさを増しており、落ち込みの長期化が懸念されます。 

次に、外国人宿泊者数についてみてみると、青森・天津線や青森・台北線の就航などにより、令
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ンで再び落ち込み、秋以降は再度回復傾向がみられましたが、全国的に感染の「第3波」を迎え、

Go Toトラベルキャンペーンの一斉停止や年末年始の帰省自粛等により、12月第5週には前年同週

比53.0％減となっています。(図3-2-6) 

 

 

 

以上のように、観光分野を人の動きからみると、新型コロナにより極めて大きな影響があったこ

とがみてとれます。また、観光客が消費する金額については、77ページ「観光消費額」にあるよう

に令和元年(2019年)は1,910億円となっていることや、観光関連産業は多くの業種にまたがってい

るため、観光分野の落ち込みは本県経済の幅広い分野で大きなマイナスの影響を与えていると考え

られることから、早期の回復が期待されるところです。 

 

(2) 個人消費 

個人消費については、新型コロナの影響が広がり始めた2月頃から、全国的にマスクやトイレッ

トペーパーなどの買いだめ、休校や在宅勤務の広がりによる巣ごもり需要など、例年にない消費の

動きがみられるようになりました。百貨店・コンビニエンスストアの販売額は、外出自粛や休業要

請の影響により、前年と比較して大きく減少した一方、スーパーやドラッグストア、家電大型専門

店、ホームセンターは増加傾向で推移しています。(図3-2-7～8) 

なお、令和元年(2019 年)10 月に消費税率が引き上げられたことにより、同年 9 月には引き上げ

前の駆け込み需要による販売額の増加、同年 10 月にはその反動減による販売額の減少、令和 2 年

(2020年)9月、10月は前年の反動による増減がみられています。 
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和2年 2 2 年 2 は 年同 で ナ が続いており、 に 事 が された

は、11 、1 2 と大きく しています。なお、令和2年 2 2 年 は 年同

1 2 、1 は 年同 1 となっていますが、これは のとおり 年の

引き による 動とみられます。 3 2  

 

 

の のうち、 を く と について、もう し しくみてみます。 

についてみると、 事 が され、 要 の が されていた令和 2 年

2 2 年 や は、 年同 で11 、11 と大きく しています。一方、

についてみると、 が1 に引き られた令和 年 2 1 年 1 は、 年同 で3 8

となりましたが、同年11 から令和2 年 2 2 年 2 までは 年を 回っていました。新型コ

ロナの影響が大きくなってきた3 は ナ に じ、 に 事 が されていた

や は、 年同 で 2 、 2 と大きく しています。 3 2 1  
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の すなわち 業の の は、 の からもみてとれます。 

デ タから の をみると、 事 が されて 、 年同 で

大きく ち込んでおり、 に の 業が となる は大きく ち込んでいます。一方、

の 要等により、 は 後も 年同 を大きく 回

る もあるな 、 年同 を 回って推 しています。 3 2 11  

 

 

の や 業の ち込みに い、県 や な の一 の に の

がみられた か、 引く 要の ち込みにより の が し、民 が するな

、様々な影響が ています。 

として、 県 の民 をみると、令和2年 2 2 年 12 に が最大となり、

年同 に 1 の18 8 となりました。 の 対取引 は、令和2年 2 2 年

の が まった しており、同年12 時 では、つがるロ が 年を 回

る1 2 当たり 、まっし らが同じく1 回る1 3 1 となっていま

す。 3 2 12  

取引 が している については、令和2年 の収 が 生 を 回ったことに

え、 のとおり、新型コロナの感染拡大の影響により、 の 要が ち込ん ことや、今後

の の 要が 明になっていることも一 と考えられます。 

また、 について 地 の推 をみると、令和2年 2 2 年 の 要な の

は 年を 回る が多くなっています。 は の による変動が大きく、 年、

が すれ が する傾向にありますが、令和2年 2 2 年 の が している

のは、新型コロナの影響を なから けているためと考えられます。 3 2 13  

 

このように、 分野において、 要の な による の という で事業 の

収 に大きな影響を与えていると考えられます。 
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なお、この の県 機 の実 を 年同 でみると、令和2年 2 2 年 から

に しています。新型コロナによる経済対策で に 付された 付 や 、

中 業な に された 続化 付 な がた ちに て され に一 にまわったこと

な が影響したとみられます。 3 2 1  

 

 

  

  

業の動向について 業生 指 からみると、新型コロナによる感染拡大の影響から令和 2

年 2 2 年 に大 に しました。 1 ジ「 業生 指 の推 」  

要業 の生 動向 済指 、 2 年 2 1 年 1 でみると、それまで いで推

していた は、令和2年 2 2 年 の 事 により や の 要が大きく

ち込ん ことな により に しましたが、 には ち し、 いが続いています。 

デ は、令和2年 2 2 年 2 まで 傾向にありましたが、 向

け の ち込みと、 事 での 動 の生 による 動 の ち込

みにより しました。しかし、 は 動 の生 回復や 向けを中 に

ち しています。 

業 機 は、 やかに していましたが、 の拡大による の な に

より に大 に し、 いが続いています。 

ル は、 、 ともに 要の ち込みにより していたことに

え、 の拡大による 、 の とともに、 の中止や 期で
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や な い分野で の 要が ち込ん 影響で、 しています。 

機 は、新型コロナの感染拡大に う経済活動の による 要の ち込みな に

より、新 要が したことな から を り しながら しています。 

は、 事 により令和2年 2 2 年 から 止していた 事が、 開

したことな から ち しています。 3 2 1  

 

 

  

県 の新 をみると、令和 年 2 1 年 1 の 引き による 動 に

え、新型コロナの感染拡大による で の機会が ったことや、先 きへの 感から

に になる動きがみられるな 、令和2年 2 2 年 は 年同 を 回って推 していま

す。また、県 業への き取り では、「同年 に 事 が されたことによる

の れや、 の や の が り、 が れたために が れる」といった も

られています。 3 2 1  

一方、民 の の 面 をみると、 の引き や新型コロナの感染拡

大の動きと 動していませんが、このような については に実施される が多いた

め、感染拡大が 期化している中で、今後の動きが されるとこ です。 3 2 1  
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(4) 企業への影響 

① 企業倒産件数及び負債総額の推移 

  85ページ「企業倒産の動向」でみたとおり、各種支援が広く行き渡っていることにより倒産件数

は抑えられています。しかし、個人消費関連の業種等で、新型コロナによる利用者減及び休業によ

る売上の落ち込みから、倒産に至った企業も7社ありました。また、以前から経営がひっ迫してい

るところに新型コロナの影響による需要減退が引き金となって倒産したケースもあります。 

 

② 休廃業の推移  

このように令和 2 年(2020 年)の企業倒産件数は低水準でしたが、86 ページでみたとおり、休廃

業・解散件数は前年に比べ16.0％増加しました。 

これを代表者年代別構成比の推移からみると、60代が徐々に減少し、70代が増加する傾向となっ

ており、令和2年(2020年)は70代が46.5％、60代が25.3％となっています。㈱東京商工リサーチ

青森支店によると、本県では事業承継がスムーズにいかず、代表者の高齢化が進んでいるところに

新型コロナ禍が広がったことで、休廃業・解散の決断を促す契機となったためとされています。(図

3-2-18)  

  令和2年(2020年)の休廃業・解散件数の産業別構成比を全国と比較すると、本県・全国とも新型

コロナの影響を受けやすいサービス業他の割合が最も高くなっているほか、本県では建設業や小売

業の割合が高く、全国では製造業や情報通信業の割合が高い状況となっています。(図3-2-19) 
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コロナの影響を受けやすいサービス業他の割合が最も高くなっているほか、本県では建設業や小売

業の割合が高く、全国では製造業や情報通信業の割合が高い状況となっています。(図3-2-19) 
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  本県の 機 をみると、令和2年 2 2 年 の は を続

け、1 には3 1 となり、 12年 2 年 来の となりました。新型コロナ

での 業の 要が まったことや、 業や経済への 影響を い止めるため、 や県の 制

度の拡 によって県 機 が に 極 に応じたことな が要 として られます。

3 2 2  

これは、 県 保 会が った保 の の動きにも れており、令和2年 2 2

年 には31 で 年同 1 と、 時の2 1 を

回る過 最 となりました。 3 2 21  

 

 

 

  

ル が している によると、令和2年 2 2 年 の県

現 は新型コロナの感染拡大後、大きく しました。最も し

た には は1 ル当たり11 2 と 28年 2 1 年 来 年 り、 は

18 ル当たり1 181 と同年12 来3年 りの となりました。 な要 とし

ては、新型コロナの感染拡大に う 経済の 、 業の活動 による

要 を けて、 の が続いたことが に されたものと考えられます。
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新型コロナは医療機 の経 にも大きな影響を与え、 えによる 来 の や保

療収 の 、感染対策に する の な の影響がみられました。 

県保 医 会が実施した「新型コロナ ル 感染拡大による医 経 療体制への影響

」の によると、 事 の令和2年 2 2 年 から にかけて、 来 や

保 療収 が 年同 より した が くなっています。 3 2 23 2  
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また、新型コロナの や に当たっている医療機 では、 タ でり した に対応

するため、 来や を制限せ るを ない一方で、 療のための人 や感染対策に する

が するな 、経 が厳しさを す状況となっています。 

 

  

県 の 人 は、令和 2 年 2 2 年 に ると に し 1 ジ「 人

の推 」 、新 人 も しています 2 ジ「新 人 新

込 の推 」 。新 人 の 年同 をみると、 31 年 2 1 年 2

は 年同 を 回る状況が続いており、 に、新型コロナの感染拡大により、 事

が されていた令和2年 2 2 年 から にかけては、 年同 と して3 人 く

しました。新 人 の 年同 を 業 にみると、 業、 業、 業な

で が大きくなっています。 3 2 2  

なお、 については、令和2年 2 2 年 から にかけてを として回復 にあり、

同年12 には まで回復しました。 

 

 

新型コロナが 業の経済活動に影響を す中、 のまとめた 等見込み

は、令和3年 2 21年 2 1 時 で1 2人となっています。令和2年 2 2 年 2

時 では、その が 業となっていましたが、 業、 業な 、 が がっていき、

に、令和2年 2 2 年 と11 に 業で、11 と12 に 業で大きく えています。
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雇用保険受給者実人員の推移(54ページ)をみると、令和2年(2020年)6月以降、前年同月を大き

く上回っています。 

 

  このように、新型コロナは、近年ひっ迫していた本県の雇用情勢にも大きな影響を与えましたが、

この影響がいつまで続くかについては引き続き注視していく必要があります。 
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資料）青森労働局「新型コロナウイルス感染症の影響による青森県内の動き」

※労働局及びハローワークに寄せられた相談・報告を元に把握した数字であり、網羅的なものではない。

※「解雇等見込み」は、ハローワークに対して相談のあった事業所において解雇・雇止め等の予定がある労働者で、一部既に解雇・雇止め

されたものも含まれている。

※業種は、労働局が企業から聞き取った情報であり、日本標準産業分類に準じて整理しているものではない。
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期 とに実施している 県 では、令和2年 2 2 年 期から、新

型コロナが県 の に す影響を るための を実施しました。 

ま 、感染 による現 の への影響について いたとこ 、感染拡大が本 化した 期に

は、「 に影響があった」「 ちらかといえ 影響があった」との回 が わせて 8 となり、

期には8 1 の 、1 期には 2 の88 8 、令和3年 2 21年 1

期には 2 の 3 と、やや はあるものの に い を しました。一方、「

ちらとも えない」との回 は 1 未満で推 し、「 ちらかといえ 影響がなかった」との回

は 未満にと まり、「まったく影響がなかった」との回 は 期を通じてありませんでした。

3 2 2  

 

 

 

地 にみると、 地 において「 に影響があった」との回 が最も多く、い れも

の で推 しましたが、1 中 まで感染 が確 されていなかった を

む 地 においては、1 期は の地 と やや ない傾向がみられました。 3 2 28  

 

    

 

 

分野 にみると、 分野において「 に影響があった」との回 が最も多く、 に や

等を む においては い を しました。その をみると、 において「 に影

響があった」との回 が 期 1 期に1 となり、感染拡大が に 業に大きな影

響を したことがうかがえる となりました。 3 2 2  
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では、 や会 等の中止による や の大 を る が多く、令和2年

2 2 年 の 事 は、 業要 や 要 な による経済活動の や、 体

な の を るものも多くみられました。また、令和3年 2 21年 1 期においては、

タ の 生により 業をはじめ い業 に影響が たとの がみられました。 

じてみると、新型コロナの感染拡大により、 業をはじめとする い業 に影響が てい

ることや、またその影響が 期化していることがうかがえます。 
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ここまでみてきたように、新型コロナは様々な経済活動や 況感に大きな影響を与えました。 

これらに対応するため、 を め県や では、様々な 策を講じてきた か、今後も様々

な 策が実施される予 となっています。 

この 策については大きく分けて2 あり、1つ は の 要の や り な 、

もう1つは コロナ タ コロナを見据えた や に するものです。 

ここでは、これらの 策の なものについて制度の 要や実 をみていきます。 

 

  

新型コロナの感染拡大に対応するため、 においては、令和2年度 2 2 年度 予算の予 等の

活 による 1 の 対応策を講じたのに続き、 1 予算において2

の新型コロナ ル 感染 経済対策 経 を、 2 予算において31 8 1 1

の新型コロナ ル 感染 対策 経 を するな して、様々な 策を講じました。 

 

  

感染 拡大により、 に大きな影響を けている事業 を対 とし、事業の 続を え、 の

としてもらうため、事業 に く える 付 を する制度です。 体 には新型コロナの

影響により、 と の が 年同 で している事業 に対して、 人は2 、

人事業 は1 をそれ れ 限として 付されます。 

令和2年 2 2 年 1 から を け付け、令和3年 2 21年 1 現 で、 の

付実 は、 付 が 1 、 付 が 2 となっています。 

 

  

事 等による の に う地 や の を するため、 人である事業

へ 付 を する制度です。 体 には、 本 1 未満の中 業、中 業、 事業

、 を む 人事業 に対し、 人で最大 、 人事業 で最大3 が

付されます。 

令和2年 2 2 年 1 から を け付け、令和3年 2 21年 1 1 現 で、 の

付 は 8 となっています。 

 

  

感染 の影響により、事業活動の を なくされ、 業 を実施する事業 に対し、

業 当な の一 を する制度で、1人1 1 を 限として、 へ う 業

当等の最大1 1 が される 置が令和2年 2 2 年 1 から実施されました。 

令和 3年 2 21 年 1 1 現 で、 の は21 、 は 2

1 となっており、本県の令和2年 2 2 年 12 31 現 の は1

1 2 となっています。 3 2 3  
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感染 そのまん 防止 置の影響により 業させられた のうち、 業中に 業

当 を け取ることができなかった中 業の に対して、 付 を する制度が令和2年

2 2 年 1 から実施されました。 は 業 の1 当たり や 業 な から

算されます。 

令和2年 2 2 年 12 31 現 で、 の は 1 2 33 、 は 2

8 8 となっており、本県の は2 となっています。 3 2 31   

 

  

事 における への のため、 令和2 年 2 2 年 2 において、

民 本 に されている を対 として1人につき1 を 付する制度です。 

でみると、予算 12 3 に対する 付済み の は で、 付済み

は12 となっています。 3 2 32  

 

   

地への の れを取り し、 を すことで、 業を めとした地域経済

体に をもたらすことを として、 の 引と地域 で く できる

を する制度です。 

令和2年 2 2 年 22 分から を いて実施され、1 1 分から地域

通 の付与と 分が になりました。11 は一 の感染拡大地域が と

なり、さらなる感染拡大により12 28 分 は での が 止となりました。 

でみると、令和2年 2 2 年 12 1 現 で、この制度は なくとも 8 282 人 の

に されました。 3 2 33  
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による 策の か、県や においても様々な 策を講じました。 

県においては、感染 の影響により事業収 が している県 の中 業と 人事業 を対

として、令和2年 2 2 年 2 1 31 までの 、1事業 当たり1 を する「

県新しい生活様式対応推進応 付事業」を実施し、2 1 3 に対して21 3 を

しました。 

また、 事業 の 策として1人1 を り引く「あおもり 」に

ついては、 1 期 1 3 では県 を、 2 期 1 11

12 31 では 県の も対 として実施しました。さらに、県 を対

とした 3 期 令和3年 2 21年 1 1 31 、県 を対 とし、 せて実

施する で県 タロ も する 期 令和3年 2 21

年 2 1 3 1 を実施しました。 

この か、「新しい生活様式」を まえた中 業による や 対面型 ジ を

進するため、「 県中 業デジタル化推進事業 」を し、 コ の に要する経

の一 として、 23 、 を しました。 

 

においても、県と同様の の か、 事業 への 付 の

や、 の 等で できる の 等の 策を講じました。 

県としても、地域経済を 、回復させるための の取組に対して、「新型コロナ ル 感

染 対応地域経済対策事業 」として、 で 21 を し、 の取組を しまし

た。 

 

これらのような 策により、 人 や の な 、 の 要 に 当の があっ

たと見込まれる か、 付 により、 業 が過 最 となるな 業の

りにおいても 応の はあったと考えられます。また、 コロナ タ コロナを見据

えた や に取り組ん 業も多 あると考えられます。 

しかし、 3 の拡大な 、新型コロナの影響は 期化していることから、今後も 続 な

が められているとこ です。 
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新型コロナの感染拡大により、県 をまた 動が制限されるな 、人の動きには大きな変化が

みられました。大 等へ進 する 生の 動の 期、 や 等で地 に ってくる人の 、

実 生を めとした 人の 動の な 、 年に ると、 とも なくな

っています。また、 や な にも変化がみられました。 

ここでは、これら人口をめ る様々な指標についてみていきます。 

 

  

新型コロナの感染拡大により、大 等では 式の中止や 、対面 業の中止に う

業が 化し、 から大 等へ進 する予 った 生は、す には に れない

状況となりました。また、 等では 業 や時 業な により 事が し、 を れ、

地 に る人が えた か、 の本 化により、 に を ない では、

を れ、 の県に する人も ちました。 

これらの 、本県におけるここ3年 の の 過 の推 をみると、令和2年 2 2 年

は、 過 が 年に 大 に なくなっており、年 では 年に 1 3 人 ない 3

人となっています。これは過 1 年 でみると、 本大 のあった 23年 2 11年 に い

で ない人 となっています。 3 3 1  

また、 からの き取りや への によると、 生の の 期、

による 、 人 実 生の の れな の がみられました。 

 

 

においては、令和 2 年 2 2 年 に、 人を めて を開 した 2 年 2 13

年 で初めて 過となりました。 には一時 に 過に りましたが、
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は 続 12 時 で 過となっています。 3 3 2  

 

 

 また、 3 年 2 18年 1 1 から令和 年 2 1 年 3 までと、同年1 1

から令和2年 2 2 年 3 までの年 の の の状況をみると、

、 とも、 ての年 で しており、かつ、 の が の

を 回っています。この 、 過 も 3人の となっています。 3 3 3  
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新型コロナの感染拡大は、人口 動のみなら 、 や の動向にも影響を与えています。 

ま 、 についてみると、令和2年 2 2 年 1 から 1 までの本県における

は、3 3 8 一 を む となっており、 年同期に 31 8 の となってい

ます。これは、 や 式等の 期や中止、経済 な 、さらには 活 の中止による

会いの の な が要 として考えられます。 3 3  

また、 についてみると、令和2年 2 2 年 から1 までの は3

となっており、 年同期に 3 8 の となっています。 2 でもみたとおり

生 は 傾向にあり、 もまた年々 していますが、そうした中において、令和 2

年 2 2 年 は新型コロナの感染 の まりや 動を う り が であることな の

要 に え、 療を 期した な もあると考えられます。 3 3  

 

 

  

年、人 感の強まり等によって、 人 実 生な の で 本に する 人は

傾向にありました。 

しかし、令和 2 年 2 2 年 時 の本県における 人の状況をみると、 期 令和 年

2 1 年 12 時 と して1 1 の となっています。 

これは、 傾向が続いていた 人 実 生が 期に 3 人 1 の となる2 13

人となった か、 生が 人 1 1 の となる 3 2 人となったことが大きな要 と考え

られます。 3 3  
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このように、新型コロナの感染拡大により、人口を巡る様々な指標にこれまでと変わった動きが

みられています。この動きが一過性のものなのか、あるいは今後もこのような傾向が続くことにな

るのか、引き続き、十分注視していく必要があります。 

 

 

おわりに 

 

これまで見てきたように、新型コロナは、本県の社会経済の様々な分野に大きな影響を与えまし

た。そして、収束の時期が見通せない中にあっては、引き続き、新型コロナの感染拡大を抑え込む

と同時に、影響が多方面にわたることから、しっかりと状況を見極めながら必要な対策を講じてい

く必要があります。 

このため県では、令和3年度当初予算において、感染拡大防止や地域経済の回復等に最大限配慮

するとともに、医療提供体制の確保、地域経済の回復と新型コロナの先を見据えた事業展開、デジ

タル化の推進や「新しい生活様式」等への対応の3つを施策の柱と位置付け取り組んでいくことと

しています。 

新型コロナの拡大を乗り越えることは厳しい試練ですが、この試練を乗り越えることにより、危

機に強い強靭な社会経済と、活力に満ちた県民の暮らし、そして明るい未来を実現させることにな

ると考えています。 
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2年(2020年)の が国の は、新型コ ナウイルス の 大の により、大き

な を受け、これは雇用 にも大きな を及 しました。 

 

このため、足 の雇用 は 含みとなっていますが、新型コ ナの 大前の雇用 は、

子化・高 化によって する人口 、 力人口の により、全国的に 力 足の

となり、 県においても有 求人 率が1 を えるなど、人手 足 が まっていました。 

力 足の問 は、人口 と表 一体の関係にあります。近年の青 県社会 におい

ても、 度にもわたり雇用をテー とした分 を行い、 のための方向性について 及していま

す。 28 年度(2016 年度)「魅力あふれる『あおもりワー 』の確 に向けて」では ・

時間など 県雇用 の質的分 を、 29年度(2017年度)「『ひと』が支える 続 な地域づ

くり」では県内 生産の向上に向けた 生産性の向上を、 年度(2019年度)「 力 足の

に向けて」では近年の有 求人 率上 の背景と女性、高 者など 力人口の活 につい

て分 をしてきました。 

 

初に述 たとおり、新型コ ナの が続いている中で、足 の雇用 は 含 でいますが、

新型コ ナの ・景気回 後には、再び人手 足 が まることが されます。この にお

いても 3年(2021年)1月の 県の有 求人 率が0.96 で、 21年(2009年)のリー ンシ

ョ 後の有 求人 率 0.28 をはるかに上回っていることからも、 県の人手 足 が 足率

の い産業を中心に深 な であることがうかがえます。 

新型コ ナの が見通せないこの難 では雇用を るのが です。しかし、 ターコ

ナを見 えた には、人手 足による 化が されます。特に、建設業や 、福 など

新型コ ナ においても求人の多い産業では、人 の取り合いがひっ してくることが見込まれま

す。 

 

第2部では、「 く場として ばれるために」をテー に、近年の の分 に れつつ、人口

と 力人口 の 大の要 となっている新規学 者の県外流出に めをかけ県内定 を

るため、どうしたら若年 に 県で くことを でもらえるのか、また、県外 出者に移住、創

業の場として 県を でもらえるのか、の方向性について、 来の 推 、求 者側・求

人側それ れからみた要 、移住、創業、新規就農などの ンド リ の動向、新型コ ナの

大をきっかけに する多 な き方といった多 的な視点から考 していきます。 
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 の  

 第1 では、近年の で分 した内 を り りながら、 県の 市場の動向と、 来の

についてみていきます。 

 

 業  

 

県の人口は 58年をピー に が続いていますが、これは15 人口(年 人口)と

15 64 人口(生産年 人口)の によるものであり、65 上人口( 年人口)は に し

ています。(94 ー 「青 県の人口の推移」参 ) 

15 上人口の 力 の推移をみると、出生者数の と若年者の県外 出 に め

がかからないことで生産年 人口が し、就業者数と 全 業者数を合わせた 力人口も

向にあります。 力人口は、全国、 県とも 7年(1995年)をピー に に てい

ますが、 県の 率は全国を上回っています。( 1 1 1 2 年度 より) 

 

 

  また、就業者数も 7年(1995年)をピー に しています。 17年(2005年)から

27年(2015年)までの就業者数を 女 でみると、 性は全国、 県ともに していますが、

県の 率は全国を上回っており、女性は全国では しているのに対し 県では してお

り、 女 をみても 県の 率は全国を上回っています。( 1 1 3 29年度 よ

り) 
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本県の就業者数を産業別にみると、ほぼ全ての産業で就業者数が減少しています。平成17年

(2005年)と平成27年(2015年)を比較すると、特に、減少幅が大きいのは卸売業、小売業(2万

243人減)で、次いで農業、林業(1万9,286人減)、建設業(1万5,415人減)の減少幅が大きくな

っています。 

一方で、高齢者の増加に伴い医療、福祉(1万6,800人増)の就業者数は大幅に増加していま

す。(図1-1-4 ※平成29年度版白書より) 

 

 

  

382,578 351,719 339,392

305,860
287,865 286,578

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

H17 22 27年

青森県

男性 女性

資料)総務省「国勢調査」

(人)

688,438
639,584 625,970

▲8.1 ▲3.5

▲7.1
▲2.1

▲5.9
▲0.4

3,574.8 3,409.0 3,307.8

2,578.2 2,552.2 2,584.1

6,153.0 5,961.1 5,891.9

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H17 22 27年

全国

男性 女性

資料）総務省「国勢調査」

▲1.0

▲4.6

1.3

▲3.0

（万人）

▲3.1
▲1.2

86,799

74,805 

117,322

66,832
67,513 59,390

97,079

83,632

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

農
業
，
林
業

漁
業

鉱
業
，
採
石
業
，
砂
利
採
取
業

建
設
業

製
造
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

情
報
通
信
業

運
輸
業
，
郵
便
業

卸
売
業
，
小
売
業

金
融
業
，
保
険
業

不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

学
術
研
究
，
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，
娯
楽
業

教
育
，
学
習
支
援
業

医
療
，
福
祉

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

サ
ー
ビ
ス
業

公
務

産業別就業者数の推移(平成17～27年)

H17年 H22年 H27年

資料)総務省「国勢調査」

※サービス業：他に分類されないもの、公務：他に分類されるものを除く

(人)

図1-1-3 就業者数の推移（男女別、H17～27 年） 

図1-1-4 産業別就業者数の推移(平成17～27 年) 

130



130 

 

 

 

 

 の  

 第1 では、近年の で分 した内 を り りながら、 県の 市場の動向と、 来の

についてみていきます。 

 

 業  

 

県の人口は 58年をピー に が続いていますが、これは15 人口(年 人口)と

15 64 人口(生産年 人口)の によるものであり、65 上人口( 年人口)は に し

ています。(94 ー 「青 県の人口の推移」参 ) 

15 上人口の 力 の推移をみると、出生者数の と若年者の県外 出 に め

がかからないことで生産年 人口が し、就業者数と 全 業者数を合わせた 力人口も

向にあります。 力人口は、全国、 県とも 7年(1995年)をピー に に てい

ますが、 県の 率は全国を上回っています。( 1 1 1 2 年度 より) 

 

 

  また、就業者数も 7年(1995年)をピー に しています。 17年(2005年)から

27年(2015年)までの就業者数を 女 でみると、 性は全国、 県ともに していますが、

県の 率は全国を上回っており、女性は全国では しているのに対し 県では してお

り、 女 をみても 県の 率は全国を上回っています。( 1 1 3 29年度 よ

り) 

 

3.8 

0.6 

7.8 

0.1 

5.5 

1.1 

-0.5 

3.2 

-0.5 

-3.0 

-6.1 -5.9 

10.0 9.6 9.7 

2.0 

5.2 5.5 5.3 5.4 

-1.4 -1.1 
-2.6 

-3.4 

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

S35 40 45 50 55 60 H2 7 12 17 22 2 年

（％） の の

資料） 「 調査」

の 場の と の  第 章  

図1-1-2 の の  

619 647 645 694 688 722 718 718 736 729 685 640 626

9 5 10
13 20 25 37 34 39 42 63 63 35

230 261 314
323 380 

408 430 440 451 472 476 479 464 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

S30 35 40 45 50 55 60 H2 7 12 17 22 2 年

（ ） 1 の の （ ）

業者

就業者

資料） 「 調査」

図1-1-1 1 の の  

131 

 

 

 

本県の就業者数を産業別にみると、ほぼ全ての産業で就業者数が減少しています。平成17年

(2005年)と平成27年(2015年)を比較すると、特に、減少幅が大きいのは卸売業、小売業(2万

243人減)で、次いで農業、林業(1万9,286人減)、建設業(1万5,415人減)の減少幅が大きくな

っています。 

一方で、高齢者の増加に伴い医療、福祉(1万6,800人増)の就業者数は大幅に増加していま

す。(図1-1-4 ※平成29年度版白書より) 

 

 

  

382,578 351,719 339,392

305,860
287,865 286,578

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

H17 22 27年

青森県

男性 女性

資料)総務省「国勢調査」

(人)

688,438
639,584 625,970

▲8.1 ▲3.5

▲7.1
▲2.1

▲5.9
▲0.4

3,574.8 3,409.0 3,307.8

2,578.2 2,552.2 2,584.1

6,153.0 5,961.1 5,891.9

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

H17 22 27年

全国

男性 女性

資料）総務省「国勢調査」

▲1.0

▲4.6

1.3

▲3.0

（万人）

▲3.1
▲1.2

86,799

74,805 

117,322

66,832
67,513 59,390

97,079

83,632

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

農
業
，
林
業

漁
業

鉱
業
，
採
石
業
，
砂
利
採
取
業

建
設
業

製
造
業

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

情
報
通
信
業

運
輸
業
，
郵
便
業

卸
売
業
，
小
売
業

金
融
業
，
保
険
業

不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

学
術
研
究
，
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，
娯
楽
業

教
育
，
学
習
支
援
業

医
療
，
福
祉

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

サ
ー
ビ
ス
業

公
務

産業別就業者数の推移(平成17～27年)

H17年 H22年 H27年

資料)総務省「国勢調査」

※サービス業：他に分類されないもの、公務：他に分類されるものを除く

(人)

図1-1-3 就業者数の推移（男女別、H17～27 年） 

図1-1-4 産業別就業者数の推移(平成17～27 年) 

131



132 

 

2  の  

 

 の  

近年の有 求人 率をみると、新型コ ナの 大前までは全国的な人手 足 を受け、長

期にわたり上 向が続きました。 県においても有 求人 率( )が 28年(2016

年)に初めて1 を え、 30年(2018年)8月と11月には 高の1.33 を するなど

高い水準で推移していました。 (42 ー 「有 求人 率の長期推移」参 ) 

有 求人 率を、分子である有 求人数と、分 である有 求 者数に分けてそれ れの動向

をみると、 県の月 の有 求人数は 21 年度(2009 年度)から が続き、 29 年度

(2017 年度)には 3 万人となりました。一方、 時期の月 の有 求 者数は 30 年度

(2018年度)に の2万3千人となりました。このように近年の有 求人 率の上 は、有

求人数の と有 求 者数の の 方に しています。 ( 1 2 1 1 年度

より) 

 

この有 求人 率の 化について、「求人」と「求 」のいずれの要 がより い を及 し

ているのかをみてみます。 25年度(2013年度)までは、求人数の が有 求人 率の上 ・

に を及 す度合いが高くなっていましたが、 26 年度(2014 年度) は、求人数の

よりも求 者数の が有 求人 率の上 に を及 す度合いが高まっており、 県の

近年の有 求人 率は、求 要 に されている が大きいことがわかります。( 1 2 1 2 

年度 より) 
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次に充足率についてみると、全国、本県ともリーマンショック後の平成21 年度(2009 年度)

の50.2％をピークに下降しており、人手不足感が強まっていきました。全国では本県より充足

率が低く、さらに人手不足感が強い状況となっています。(図1-2-1-3 ※令和元年度版白書よ

り) 

また、日本銀行の企業短期経済観測調査の雇用人員判断ＤＩ(「過剰」－「不足」)において

も、平成21 年(2009 年)をピークに低下しており、新型コロナの感染拡大前までは本県の人手

不足感は強まっていました。 (47ページ「雇用人員判断ＤＩの推移」参照) 

産業別にみると、建設業の充足率が最も低くなっています。(47ページ「産業別充足率(青森

県・令和元年度)」参照) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-0.25

-0.2

-0.15

-0.1

-0.05

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

S60 62 H1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 R1

（寄与度）

年度

有効求人倍率の要因分解（青森県）

求人要因 求職要因

（注）有効求人倍率の要因分解は以下の式により算出

（A:有効求人数、B:有効求職者数、ΔA:有効求人数の変化幅、ΔB:有効求職者数の変化幅）

Δ（A/B） ＝ （１／（B+ΔB））*ΔA －（A／B（B+ΔB））*ΔB

【求人（増加）要因】 【求職（減少）要因】

資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」を用いて県統計分析課において算出

図1-2-1-2 有効求人倍率の要因分解（青森県） 
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景気 動と有 求人 率の動きを してみると、 来は、景気が良くなっているときは、求

人数が し、 業者数が するため、求 者数も するという イ ルがみられました。
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2 の 動  

県は長年、 者数から 出者数を し いた社会動 において人口 が続いています。

中でも、高 業時の18 と大学 業時の22 での 出 が大きいことが、年 の人口

に大きな を え、 力人口の な が求 者数の につながっていると考えられ

ます。(97 ー 「年 県外 出 の 」、100 ー 「『県外への 出』の移動理 」参 ) 

年 での 率を 22 年(2010 年)から 26 年(2014 年)までの5年間と、

27年(2015年)から 年(2019年)までの5年間とでみると、いずれの期間においても15

19 と20 24 では大 な 出 となっており、 期間を すると、特に、20 24 の女

性の 出 率が大 に 大しています。 ( 1 2 2 1) 

 

 

 

 

 

さらに、 30年(2018年)10月1 から1年間の県外 出 の を年 で 女に分けてみ

ていくと、22 の女性では、 性より 者が なく、 性より 出者が多くなっています。 (

1 2 2 2)  
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に就くと仮定して、産業別にみてみると、15～19歳では、男性、女性ともに製造業、各種サービ

ス業での転出超過数が多くなっています。(図1-2-2-3) 

20～24 歳では、男性は15～19 歳と同様に、製造業、各種サービス業で、女性は医療福祉業、

各種サービス業での転出超過数が多くなっています。(図1-2-2-4) 

これらは、本県においても充足率が低い産業ですが、その要因等については第2章で詳しくみ

ていきます。 
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第3節 将来の労働需給予測 

 

第1節と第2節では、近年の本県における労働力の状況と労働力不足の大きな要因となってい

る若年者の転出超過の現状についてみてきました。昭和から平成半ばにかけては有効求人倍率が

0.2～0.4倍と極めて低く、県外に就業先を求めざるを得ない状況がありましたが、ここ数年は1

倍を超えるようになっています。しかしながら、新規学卒者を中心とした若年者が県外で働くこ

とを選択している状況が続いています。 

若者を中心とした転出超過による労働力人口の減少に加え、少子化・高齢化の進展による労働

力人口の減少が続くことで、将来における本県の労働需給はどうなっていくのでしょうか。 

ここでは、独立行政法人労働政策研究・研修機構(以下、「ＪＩＬＰＴ」という)が将来の労働

力人口と就業者数をシミュレーションした結果により、本県の中長期的な労働力需給予測をみて

いきます。 

 

【推計の詳細】 

 (1) 「労働力需給の推計―労働力需給モデル(2018年度版)による将来推計―」 

全国の令和22年(2040年)までの労働力需給を推計(平成31年(2019年)3月公表) 

ＵＲＬ  https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2019/209.html 

 (2) 「労働力需給の推計―全国推計(2018年度版)を踏まえた都道府県別試算―」 

  全国の推計結果をもとにした令和22年(2040年)までの都道府県別の労働力需給を推計 

(令和2年(2020年)3月公表) 

ＵＲＬ https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2020/222.html 

 

 シミュレーションは、国立社会保障・人口問題研究所が推計した「日本の将来推計人口」を前

提に、平成30年(2018年)6月15日に閣議決定された「未来投資戦略2018」の成果目標が達成

される場合などの複数のシナリオで行われています。 

 労働力需給モデルは、就業者数をシミュレーションする「労働力需要ブロック」、労働力人口

を推計する「労働力供給ブロック」、賃金上昇率及び完全失業率を推計する「労働力需給調整ブ

ロック」の3つのブロックから構成され、労働力人口、労働力率、就業者数、就業率、産業別就

業者数、労働生産性などが推計されています。 

 また、推計は、「成長実現・労働参加進展シナリオ」(経済成長と労働参加が進むケース)、「ベ

ースライン・労働参加漸進シナリオ」(経済成長と労働参加が一定程度進むケース)、「ゼロ成

長・労働参加現状シナリオ」(経済成長と労働参加が進まないケース)の3つのシナリオに基づき

行われています。なお、この推計モデルは平成29年(2017年)までのトレンドを基に推計されて

いるので、新型コロナによる雇用情勢の変化の影響は加味されていません。 

 

はじめに労働力人口についてみると、成長実現・労働参加進展シナリオでは、平成29年(2017

年)から令和22年(2040年)までに一部の都県を除いて減少し、全国では7.8％減少するのに対し

て、本県は秋田県に次ぐ28.1％の減少となります。同様にベースライン・労働参加漸進シナリ

オでは、東京都を除いて減少し、全国では13.0％減少するのに対して、本県は秋田県に次ぐ
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第3節 将来の労働需給予測 

 

第1節と第2節では、近年の本県における労働力の状況と労働力不足の大きな要因となってい

る若年者の転出超過の現状についてみてきました。昭和から平成半ばにかけては有効求人倍率が

0.2～0.4倍と極めて低く、県外に就業先を求めざるを得ない状況がありましたが、ここ数年は1

倍を超えるようになっています。しかしながら、新規学卒者を中心とした若年者が県外で働くこ

とを選択している状況が続いています。 

若者を中心とした転出超過による労働力人口の減少に加え、少子化・高齢化の進展による労働

力人口の減少が続くことで、将来における本県の労働需給はどうなっていくのでしょうか。 

ここでは、独立行政法人労働政策研究・研修機構(以下、「ＪＩＬＰＴ」という)が将来の労働

力人口と就業者数をシミュレーションした結果により、本県の中長期的な労働力需給予測をみて

いきます。 

 

【推計の詳細】 

 (1) 「労働力需給の推計―労働力需給モデル(2018年度版)による将来推計―」 

全国の令和22年(2040年)までの労働力需給を推計(平成31年(2019年)3月公表) 

ＵＲＬ  https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2019/209.html 

 (2) 「労働力需給の推計―全国推計(2018年度版)を踏まえた都道府県別試算―」 

  全国の推計結果をもとにした令和22年(2040年)までの都道府県別の労働力需給を推計 

(令和2年(2020年)3月公表) 

ＵＲＬ https://www.jil.go.jp/institute/siryo/2020/222.html 

 

 シミュレーションは、国立社会保障・人口問題研究所が推計した「日本の将来推計人口」を前

提に、平成30年(2018年)6月15日に閣議決定された「未来投資戦略2018」の成果目標が達成

される場合などの複数のシナリオで行われています。 

 労働力需給モデルは、就業者数をシミュレーションする「労働力需要ブロック」、労働力人口

を推計する「労働力供給ブロック」、賃金上昇率及び完全失業率を推計する「労働力需給調整ブ

ロック」の3つのブロックから構成され、労働力人口、労働力率、就業者数、就業率、産業別就

業者数、労働生産性などが推計されています。 

 また、推計は、「成長実現・労働参加進展シナリオ」(経済成長と労働参加が進むケース)、「ベ

ースライン・労働参加漸進シナリオ」(経済成長と労働参加が一定程度進むケース)、「ゼロ成

長・労働参加現状シナリオ」(経済成長と労働参加が進まないケース)の3つのシナリオに基づき

行われています。なお、この推計モデルは平成29年(2017年)までのトレンドを基に推計されて

いるので、新型コロナによる雇用情勢の変化の影響は加味されていません。 

 

はじめに労働力人口についてみると、成長実現・労働参加進展シナリオでは、平成29年(2017

年)から令和22年(2040年)までに一部の都県を除いて減少し、全国では7.8％減少するのに対し

て、本県は秋田県に次ぐ28.1％の減少となります。同様にベースライン・労働参加漸進シナリ

オでは、東京都を除いて減少し、全国では13.0％減少するのに対して、本県は秋田県に次ぐ
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32.7％の となります。さらに 長・ 参 シナリオでは、いずれの 道 県でも

し、全国では18.8％ するのに対して、 県は 県に次ぐ37.5％の となります。

( 1 3 1) 

次に就業者数についてみると、 長 ・ 参 進 シナリオでは、 22年(2040年)ま

でに一部の 県を いて し、全国では7.7％ するのに対して、 県は 県に次ぐ

26.8％の となります。 に ースライン・ 参 進シナリオでは、東 を いて

し、全国では13.6％ するのに対して、 県は 県に次ぐ31.8％の となります。さ

らに 長・ 参 シナリオでは、いずれの 道 県でも し、全国では19.7％

するのに対して、 県は 県に次ぐ37.0％の となります。( 1 3 2) 

力人口と就業者数は 来推 人口と に、 来にわたって全国より大きく していく

ことがみてとれます。(95 ー 「人口の推移(青 県)」参 ) 

 

 

 

 

また、 全 業率についてみると、 29年(2017年)の 全 業率は全国の2.8％に対し、

県は3.7％と、高知県、沖縄県と で も高くなっていましたが、 長 ・ 参 進

シナリオでは、 22年(2040年)までに する道 県と上 する 県があり、全国では

29年(2017年)と の2.8％に対して、 県は全国で も大きい1.7 イン の2.0％と

なり、山 県、 山県と び全国で5 目に くなるとされています。 に、 ースライン・

参 進シナリオでは、 する 県と上 する 道 県があり、全国では0.6 イン

の3.4％に対して、 県は全国で も大きい1.2 イン の2.5％となり、全国で4 目に

くなるとされています。さらに 長・ 参 シナリオでは、一部の県を いて上

し、全国では1.1 イン の3.9％に対して、 県は全国で も大きい0.8 イン の

2.9％となり、新潟県、福 県と び全国で2 目に くなるとされています。( 1 3 3) 

 

一般的に 長率が高くなると 全 業率は し、 長率が くなると 全 業率は

上 するとされていますが、このシミ レーションでは、 県は生産年 人口の に って、

いずれのシナリオでも 要側で必要とされる就業者数より供 される 力人口の が大きい

ために、 長率が い場合であっても、 全 業率が すると推 されています。 
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いずれのシナリオにおいても、 県においては 22年(2040年)までに就業者数、 全 業

者数がいずれも し、 長が進む 長 ・ 参 進 シナリオでは、 29年(2017

年)に て就業者数で26.8％ 、 全 業者数で60.0％ となり、人手 足 が まる と

なっていくことがこのシミ レーションにおける であり、 小・ の となることが

く されます。( 1 3 4) 

 

 

 

次に、就業者数を産業 にみていきます。なお、産業 就業者数は、近年の産業 造、就業

造の 化の 向が 来にわたって ように継続するとの 定により推 されていますが、高

者の に ってますます ー の高くなる ・福 など の レンドをそのまま用いるこ

とが でない産業については、 の方法で推 されています。 

ースラインシナリオでみると、 県の産業 就業者数は 22年(2040年)までに電気・

ス・ 供 ・水道業を いた全ての産業で就業者が していきます。( 1 3 5) 
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32.7％の となります。さらに 長・ 参 シナリオでは、いずれの 道 県でも

し、全国では18.8％ するのに対して、 県は 県に次ぐ37.5％の となります。

( 1 3 1) 

次に就業者数についてみると、 長 ・ 参 進 シナリオでは、 22年(2040年)ま

でに一部の 県を いて し、全国では7.7％ するのに対して、 県は 県に次ぐ

26.8％の となります。 に ースライン・ 参 進シナリオでは、東 を いて

し、全国では13.6％ するのに対して、 県は 県に次ぐ31.8％の となります。さ

らに 長・ 参 シナリオでは、いずれの 道 県でも し、全国では19.7％

するのに対して、 県は 県に次ぐ37.0％の となります。( 1 3 2) 

力人口と就業者数は 来推 人口と に、 来にわたって全国より大きく していく

ことがみてとれます。(95 ー 「人口の推移(青 県)」参 ) 

 

 

 

 

また、 全 業率についてみると、 29年(2017年)の 全 業率は全国の2.8％に対し、

県は3.7％と、高知県、沖縄県と で も高くなっていましたが、 長 ・ 参 進

シナリオでは、 22年(2040年)までに する道 県と上 する 県があり、全国では
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なり、山 県、 山県と び全国で5 目に くなるとされています。 に、 ースライン・

参 進シナリオでは、 する 県と上 する 道 県があり、全国では0.6 イン

の3.4％に対して、 県は全国で も大きい1.2 イン の2.5％となり、全国で4 目に

くなるとされています。さらに 長・ 参 シナリオでは、一部の県を いて上

し、全国では1.1 イン の3.9％に対して、 県は全国で も大きい0.8 イン の

2.9％となり、新潟県、福 県と び全国で2 目に くなるとされています。( 1 3 3) 
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いずれのシナリオにおいても、 県においては 22年(2040年)までに就業者数、 全 業

者数がいずれも し、 長が進む 長 ・ 参 進 シナリオでは、 29年(2017

年)に て就業者数で26.8％ 、 全 業者数で60.0％ となり、人手 足 が まる と

なっていくことがこのシミ レーションにおける であり、 小・ の となることが

く されます。( 1 3 4) 
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者の に ってますます ー の高くなる ・福 など の レンドをそのまま用いるこ
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産業別就業者の増減率を3つのシナリオでみていくと、政策効果が景気動向に左右されやすい

情報通信業ではシナリオにより増減率が大きく異なっていますが、その他の産業ではシナリオに

よって大きく異なる傾向はみられません。就業者数が増加するのは、成長実現・労働参加進展シ

ナリオにおける製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、医療・福祉のみで、これら

のほかは全ての産業で減少しています。 

中でも、近年、就業者数の減少幅が大きい農林水産業や、充足率の低い建設業では、将来にわ

たって就業者数が大きく減少します。(131ページ「産業別就業者数の推移(平成17～27年)」参

照)(図1-3-6) 

 

 

 

人口減少が続き労働力人口が減少していくと、特に、労働集約型産業を中心として働き手とな

る就業者を確保できないことで必要なサービスを提供できなくなったり、産業や地域経済の縮小

につながっていくことが懸念されます。 

今は新型コロナの感染拡大の影響で弱い動きとなっている雇用情勢ではありますが、中長期的

な視点でみると、地域経済の規模を維持するためには労働力の確保が必須となります。 

次章では、これから本県の労働力の担い手となる若年層等の県内定着を進める上での課題につ

いて詳しくみていきます。 
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あおもり創生パー ナー 株式会社 専 取 役 内 人   

 

なお をふるうコ ナ の中、「新しい生活 式( ー ー ル)」が推 され、 して

きた。 き方も、「オンラインでできることはオンラインで」となり、地域の タル対 力は

にも高まった。当初は戸 いながら対 した青 県のビ ネス ンも、 ではリ ー 会議やウ

ビナー聴講を当たり前にこなしている。 

これまで 度となく、「 報通信 の発達が地域の 報 を し、『地方の時 』が来る」

と われてきた。しかし、いくら が発達しても、それを上手に いこなす 力がなければ 報

は まらず、むしろ 大する。有事が地域の 報リテラシーを えてくれたことは、 的に

喜ばしい出来事だ。 

の中はいま、「 続 性」を合 に新たな方向に動き始めている。 率一 の新自 主

の が大きくなってきたからだ。この流れは、わが国において から 地にあり、

率性に む青 県にとって、間 いなく い となる。 

目指す き が、人間中心の方向にリ され、一方では、コ ナ対 により、 なしに

対 や 接 を する タル化・ 化の動きが している。Ａ (人 知 )の活用も

これまで 上に進 でいくだろう。 

ビ ンドコ ナの青 県を するなら、こうした 新の力を味方につけ、 地の みや

人手 足問 を しながら、人間性の回 や環 荷の を し、シンプルな新しい らし

で人を呼び込み、 的な に びつけたい。つまり、「 」が メな時 に、新たな「 」のメ

リ をしっかりと組み てて、 に えかけていく作 が有 だと考える。 

た は り生活の中で、「 要 」の ティビティに対する 求の大きさを再認 した。

自 な外出、多人数の飲食や会合、ス ー 、 、 、 行など、人々の しみの は「

要 」から っている。 

青 県の「 」な 間は、 来、 き、安心 、 しなどの要 を している。そこに

ー ー ル基準の青 「 要 」の ティビティを えていけば、 た の らしは豊か

になり、その 間を提供することで、県外・国外からの観光客を し、 しませることが期 でき

る。したがって、 後は、 た の 常生活に もれている、当たり前で 率で 気ない「 要

」の魅力を自ら り し、見 していくことが重要となる。 

率 上主 からの により、長 を 来することの もこれまで 上に ー プ

されるだろう。 らかのきっかけで、青 県に興味を 、自 の役割ややりがいを てくれる

県外の人々は確 に している。「関係人口」と呼ばれる らの知 と ンパワーは、オンライン

の交流を ースとしながら、 に 1 月に 1 2 度 度の 問 度でも、地域 の一部を 的に

化させる 性を めている。また、 足ながら、 来に用いる 体交通イン ラは、 県の

な ールとしてすでに確 している。 

自 も、コ ナの がもう し まったら、オンラインでいつも がっている県外の 間た

と、リ ルミーティン を重ねていきたい。青 県の「 」を生かし、「 要 」を めるため

には、 らの生の が大いなる となるからだ。 
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2  の  

第1 では、近年の 市場の動向と 来の についてみてきました。主に若年者の

県外流出を背景に、 来にわたって 力人口が大 に していくことが されています。 

県の有 求人 率が1 を えるようになっているにもかかわらず、 として新規学 者を

中心とした若年者が、県外で くことを し、県内で くことを しない要 はどこにあるの

でし うか。 

第2 では、 力人口が していく大きな要 となっている新規学 者の県外流出を 制し、

県内定 を っていくための について、人 (求 者)側と 市場(求人)側からそれ れみて

いきます。 

 

 の  

 

新規学 者が く場を する の視点や近年の就 動向を、高 生と大学生に分け、それ れ

を取り く雇用環 なども まえながらみていきます。 

 

 の動向 

 業 の  

近年における県内の高等学 の 業者は、出生数が年々 してきたことを背景に、 向

が続いています。 業後の進 をみると、大学や 期大学等への進学率が年々上 している

ことから、 業者数が する中にあっても進学者数は ばいで推移しています。一方、就

者数は 業者数の と相まって、就 者数は 向が まっています。( 2 1 1 1) 

就 者数が するにつれて県内就 者数と県外就 者数はともに していますが、就 者

に める県外就 者数の割合をみると、 28年(2016 年)3 月 から 2年(2020 年)3 月

にかけては やかに上 する 向にあります。 2年(2020年)3月に県内の高等学 を 業し

た高 生では県外就 率が45.0％となっており、全国で も高くなっています。( 2 1 1 2) 

これを 女 にみると、県外就 者数の割合が、 性では 47.2％から 48.2％へと 1.0 イン

上 しており、 として 性の 数近くが県外に就 している となっています。一方、

女性では 37.4％から 40.3％へと 2.9 イン 上 しており、 性と てその割合は いもの

の上 は大きく、近年の県外就 率の上 は、女性の県外就 者数の によるところが大き

くなっています。 ( 2 1 1 3) 

県外就 率の全国 は19.2％で、他県では新規高等学 業者の就 者のう 約8割は県内

にとどまることになります。しかし、 県では、 力人口の により人手 足 が まって

いるにもかかわらず、有 求人 率が かった時 と わらずに、 として 数近くが県外に

就 しており、 わば他 道 県への「人 1供 県」の が続いています。 

                         
1 人  青 県では「人は青 県にとっての『 (たから)』である」という基 的考えから、「人」「人 」など

を「人 」と表しています。 
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近県の をみると、 手県は32.7％、 県は32.2％と 県よりも10 イン 上 く、

就 者のう 約7割は県内にとどまる となっています。  

県外就 率が40％を えているのは、 県の かに 島県(44.0％)と 県(42.0％)のみで、

県の県外就 率は他県と なる と えることができます。(50 ー 「高等学 業者の

県外就 率( 2年3月 業)」参 ) 

 

 

 

 

 

 

 

2  業 の動 の  

高 生への求人は、例年6月1 から受 を始め、7月1 から求人を公開します。9月5

が 業への出 提出開始 ( 2年(2020年)は新型コ ナの 大の により10月5

)となり、9月16 ( 10月16 )から 用 が となります。8月から9月にかけては、

高 生が に求人 報を見て、出 を める時期となります。 

これを まえて、県内の新規高等学 業者の就 者数について、月 の推移をみると、

例年、8月から9 月にかけて就 者数が しています。これを、県内就 者数と県外

就 者数に分けてみると、求人 報が される前の6月の時点では、県内就 者数が

県外就 者数を大きく上回っていますが、8月から9月にかけて県内就 者数が し、

県外就 者数が する 向にあります。( 2 1 1 4) 
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新規高等学 業者の県内の求人 率は、例年は 7 月の時点で 1 を え、 30 年(2018

年)3 月 の 業者を対 とした県内の求人 率は、 業への出 提出開始となる9 月(

3年(2021年) は10月)には、2 上となっています。10年前の 県であれば、新規高等学

業者の求人 率が1 を若 上回る が続き(49 ー 「高等学 業者の県内求人 率

の推移」参 )、新規高等学 業者に対する求人も多くあったとは えないことから、 を求め

て県外に就 するというケースが多かったと考えられますが、新規高等学 業者に対する求人

率が2 を えるようになった においても、高 生が県外就 を志向するのにはどういっ

た背景があるのでし うか。 

これは、県内 業では県外 業よりも求人 報の提出が い 向にあり、高 生が県内求人よ

りも県外求人を に目にするといった が考えられます。また、 に れたとおり、公開され

た求人 報を見て、県内求人に自分の する仕事の内 や がない、求める がないこと

などから、県内就 から県外就 等に り えていることがあるのではないでし うか。

求人 報の提出時期は、就 内定時期にも します。県外 業は求人 報の提出が いため、

10月には就 内定率が90％に達します。一方で、県内の就 内定率は1月になってから90％

に達します。( 2 1 1 5) 

さらに、就 活動を始めた高 生には、 用 の 時に複数の 業の 考 を受けられ

ず、1人 1 社の体制で 用 に む制約があります。求人 報の公開から出 の提出時期
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までの短期間で、高校生が良い条件を求め、早期に就職先を確保したいという思いから県外就職

希望に移行することもあるのではないでしょうか。 

 

 

 

 

次に、高等学校(全日制・定時制課程)卒業者の就職者数を卒業学科別でみると、普通科以外の

専門系の学科で多くなっています。中でも、就職者数が最も多いのは工業系の学科で、令和2年

(2020年)3月の卒業者数は普通科6,382人に対して工業系は1,590人であるにもかかわらず、工

業系の就職者数は普通科を上回っています。この工業系の学科では約6割が県外に就職しており、

工業系卒業者の専門性を高次元に活かせる求人が、県内に比べて県外に多いことも一つの要因で

はないでしょうか。(図2-1-1-6) 
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 業 の  

次に、新規高等学 業者の県内求人数に対する県内就 者数、就 者数に対する県内就 者

数の割合を産業 にみてみます。 

県内求人数に対する県内就 者数の割合が も い建設業では、就 者数に対する県内就 者

の割合が50.7％にとどまっています。また、 業、飲食 ービス業や 報通信業などでも、県

内求人数に対する県内就 者数の割合が30％前後にとどまっており、就 者数に対する県内就

者数の割合も27 40％にとどまっています。 

これらの産業については、県内に 分な の仕事があるものの、就 者の多くは県外へ 出し

ていることがうかがえます。( 2 1 1 7) 
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就 の として県内就 を考える時間的な を作っていくことが必要です。 
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21.1 

50.0 

15.7 

44.8 

91.7 

35.1 

36.5 

29.6 

37.3 

55.3 

30.3 

34.3 

24.1 

55.6 

28.9 

43.8 

35.1 

66.7 

95.0 

33.3 

50.7 

58.5 

34.7 
27.9 

34.9 

64.7 

85.7 

71.4 

51.5 

40.4 

58.0 

54.5 

82.6 
77.9 

53.7 

44.1 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

200

400

600

800

1,000

1,200

新 等 業者 内 内就職者 の （ 業 ）

（ 内）

就職者 （ 内）

内 に する 内就職者 の （ ）

就職者 に する 内就職者 の （ ・ 、 ）

（ ） （％）

資料） 「令和2年3月新 等 業者職業 」、 「 等 等 業者の 令和2年

月1 」を いて において ※ 内 に する 内就職者 の 就職者 1

図2-1-1-  新 等 業者 内 内就職者 の  

業  

147 

 

と、全国の39.5％より高く、就職後の年数が経過するにつれて高くなっていきます。(51ページ

「新規学卒者の離職状況」参照) 

社内で人材育成を図り、社員を定着させることは、初めて働く場を選ぶ高校生にとって、長く

働いていける職場といった安心感から有力な選択肢になるとともに、職業選択に当たって高校生

に助言する保護者や教員にとっても優位な材料となります。また、就職先や職業に対するイメー

ジが実際の就労と相違することで早期離職の要因の一つになり得ることから、高校在学時の職場

体験の実施も重要と考えられます。 

 

2 大学生等からの視点 

(1) 大学生の動向 

県内大学の入学者数をみると、県内高校出身者数の割合は平成23年度(2011年度)以降55％前

後で推移していましたが、令和元年度(2019 年度)以降低下し、令和2年度(2020年度)は54.4％

となっています。一方、就職内定者数に占める県内就職者数の割合は平成23 年(2011 年)以降低

下傾向にあり、令和2年(2020年)3月に県内の大学を卒業した学生では31.3％となっています。

入学年次の県内高校出身者数の割合と、4 年後の卒業年次の県内就職内定者数の割合を比較する

と、県内高校出身者数の割合より県内就職者数の割合が低い状況が続いており、その差は拡大す

る傾向にあります。 (図2-1-2-1) 

近県の岩手県、秋田県に所在する大学の状況と比較してみると、両県とも本県と同様に入学者

数に占める県内出身者数の割合よりも卒業年次における県内就職内定者数の割合が低くなってい

ますが、その差は本県よりかなり小さくなっています。 (図2-1-2-2) 

 

 

 

  

また、卒業予定者数を男女別にみると、男女ともに県外就職者数は増加しています。男性は県

内就職率の低下により、女性は卒業予定者の増加とともに県外就職者数が増加している状況にあ

り、県外就職者数の増加傾向に歯止めがかかっていないことがうかがわれます。(図2-1-2-3) 
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      入学者数と県内就職内定者数 
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と、全国の39.5％より高く、就職後の年数が経過するにつれて高くなっていきます。(51ページ
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 次に、弘前大学が 31年(2019年)4月の 学者(1年生)を対 に行った「大学生の地

と就業に関する 」で、 県出 学生と 道出 学生の地 就 の割合をみると、

産業全体では 県出 者の地 就 者の割合が 66.5％であるのに対し、 道出 者では

76.4％と約10 イン の開きがあります。 

28 年(2016 年)に 道内の大学に 学した道内高 出 者数の割合は 73.7％(学 基

)であり、 2 年(2020 年)3 月に 道内の大学を 業した就 内定者数のう 道内就

者数の割合は57.0％( 道 「 2年3月新規大学等 業者の就 」)と、道内大学

学者数に める道内出 者数の割合よりも 業年次における道内就 内定者数の割合は くな

っていますが、その は 県よりもかなり小さく、いずれの からみても 道出 者は 県

に 地 志向が いことがわかります。 

弘前大学の を産業 にみると、飲食業・ 業では 道は81.3％が地 を して

いるのに対し、 県では52.2％となっており、 地域間に大きな があることがわかります。建

設業、 造業、 ・通信業においても がみられます。 

この要 については、弘前大学の分 では、 地域の産業 造や産業基 の を している

と われ、特に、国 的な観光地として知名度が高い 道では、飲食業・ 業を してい

る若者に い地 志向がみられるのに対し、 県の 産業では地 者が 数 度にとどまっ

ていると報 されています。 ( 2 1 2 4)  
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(2) 大学生等の将来選択における意識 

令和2年(2020年)7～9月に県企画調整課が、県内の大学、短期大学(以下、「県内大学等」とい

う。)に在籍する学生(回答者数 2,006 人)と県内大学等に在籍する学生の保護者及び県外協定締

結大学に在籍する県内出身学生の保護者(回答者数1,326人)を対象に行った「若者の将来選択に

関するアンケート調査」の結果から、大学生、短期大学生とその保護者の意識についてみていき

ます。 

 

県内の大学に在籍する学生のうち県内出身者の就職希望地をみると、「県内を希望」、「どちらか

といえば県内を希望」とした学生の割合は 61.4％、「県外を希望」、「どちらかといえば県外を希

望」とした学生の割合は38.6％となっています。 

県内希望(どちらかといえば県内を希望を含む)の学生の割合を男女別にみると、男性が63.7％

と女性を3.8ポイント上回っています。 (図2-1-2-5) 

(1)でみた弘前大学の調査結果と同様に、県内就職希望の割合は6割を超えていますが、先にみ

たとおり就職内定時には県内就職者の割合が県内出身者の45％程度まで低下することから、高校

生の職業選択と同様に、就職活動開始時期から内定に至るまでの段階において、県内希望から県

外希望に移行する学生が多いと推測されます。 

 

 

次に、県内の大学等に在籍する県内出身学生のうち、「県内を希望」、「どちらかといえば県内を

希望」とした学生について県内就職を希望する理由をみると、「地元で就職したいから」、「青森県

内が安心できるから」、「実家から通えるから」、「青森県内の暮らしが快適だから」、「地元に貢献

したいから」の回答割合が高く、「地元」「県内」「実家」といったキーワードが含まれる選択肢が

上位となっています。 (図2-1-2-6) 
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「県外を 」、「ど らかといえば県外を 」とした学生について、県外就 を する理

をみると、「 会に魅力を るから」、「 家から れて生活したいから」という 会志向の理

の か、「 」「 」などの ーワードが含まれている が上位となっています。 (

2 1 2 7) 

 

  このように、県内就 を する学生は、仕事よりも地 での らしを したいのに対して、

県外就 を する学生は、 会で らしたいとの いがある か、 や など、仕事の条
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件も重視する傾向があるとうかがえます。 

 

  次に、保護者の意識をみてみます。県内在住の保護者に子どもの就職希望先を尋ねた結果では、

「青森県内で就職してほしい」が47.3％、「どちらでも良い」が45.3％と同じ位の回答割合とな

りました。これを子どもの性別でみると、「青森県内に就職してほしい」割合は、子どもが男性の

場合は39.1％であるのに対し、子どもが女性の場合は53.6％となっており、14.5 ポイントの差

があります。 

また、大学の所在地別でみると、子どもが県外の大学の場合、「青森県内に就職してほしい」の

割合は子どもが県内大学等の場合と比べてかなり低くなっています。(図2-1-2-8) 

 

次に、就職希望地について、保護者と学生を紐づけてみてみると、保護者が「青森県外で就職

してほしい」と希望している場合、子どもが県内就職を希望する割合は極端に低くなっています。

このように、保護者が「青森県外で就職してほしい」と希望している場合、子どもの県内就職割

合に大きく影響していることがうかがわれます。(図2-1-2-9) 

ただし、この場合であっても、「どちらかといえば県内」を含めた割合ではそれほど低いわけで

はないことから、大学在学中の取組により意識を変化させることも可能と考えられます。 

 

 

 

 

  保護者が子どもの就職希望地を選択した理由についてみると、「県内で就職してほしい」と希望

する保護者では、「何かあった時にすぐ対応できるから」、「安心できる所で暮らしてほしいから」、

「地元で就職してほしいから」といった、地元の暮らしを優先させる傾向となっています。 

一方、「県外で就職してほしい」、「どちらでも良い」と希望する保護者は、「様々な経験を積ん

でほしいから」、「大学等で身につけた技術や資格を生かすことができるから」、「子どもが希望す

る会社や仕事があるから」といった仕事の条件を優先させる傾向となっています。このような傾

向は、学生自身の希望理由と合致しており、理由からみても保護者の意向が学生自身の就職希望

地に影響していることが推察されます。 

 

また、「県外で就職してほしい」、「どちらでも良い」という保護者では、「本当は青森県内で就

職してほしいが県内には良い仕事がないから」の割合も高く、本当は子どもには県内にいてほし
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を用いて県統計分析課において作成 ※短期大学を含む

N=445

図2-1-2-8 保護者の希望 

                 （保護者が県内在住） 

図2-1-2-9 保護者と学生の就職希望 

（保護者が県内在住・県内出身学生） 
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件も重視する傾向があるとうかがえます。 

 

  次に、保護者の意識をみてみます。県内在住の保護者に子どもの就職希望先を尋ねた結果では、

「青森県内で就職してほしい」が47.3％、「どちらでも良い」が45.3％と同じ位の回答割合とな

りました。これを子どもの性別でみると、「青森県内に就職してほしい」割合は、子どもが男性の

場合は39.1％であるのに対し、子どもが女性の場合は53.6％となっており、14.5 ポイントの差

があります。 

また、大学の所在地別でみると、子どもが県外の大学の場合、「青森県内に就職してほしい」の

割合は子どもが県内大学等の場合と比べてかなり低くなっています。(図2-1-2-8) 

 

次に、就職希望地について、保護者と学生を紐づけてみてみると、保護者が「青森県外で就職

してほしい」と希望している場合、子どもが県内就職を希望する割合は極端に低くなっています。
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ただし、この場合であっても、「どちらかといえば県内」を含めた割合ではそれほど低いわけで

はないことから、大学在学中の取組により意識を変化させることも可能と考えられます。 
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（保護者が県内在住・県内出身学生） 
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いといった思いもうかがわれます。(図2-1-2-10) 

 

 

 

次に、県内出身学生が将来的にどこに住みたいかという就職後の見通しをみると、県内就職を

希望する学生では、「そのまま県内に住み続けたい」の割合が8割を超えています。どちらかとい

えば県内を希望する学生では、「そのまま県内に住み続けたい」の割合が 68.5％とその割合が低

下し、特に女性が63.9％と低下の傾向が強くなっています。(図2-1-2-11) 

  同様に県外就職を希望する学生では、「将来的には青森県に戻りたい」の割合が33.0％で、「そ

のまま県外に住み続けたい」の割合55.4％を大きく下回っていますが、どちらかといえば県外を

希望する学生では「将来的に青森県に戻りたい」の割合が 48.6％となっており、「そのまま県外

に住み続けたい」の割合41.0％を超える結果となっています。卒業後は実家から離れ、都会での

生活や仕事に憧れ県外就職を希望するものの、県外での経験を積んだ後には、青森県に戻りたい

と考えている学生も少なくありません。特に女性では53.9％が将来的には青森県に戻ることを希

望しています。(図2-1-2-12) 
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N=327
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図2-1-2-10 子どもの就職希望地を選択した理由 

              （保護者が県内在住・複数回答・上位10 項目） 

図2-1-2-11 県内就職後の見通し（県内出身学生・県内就職希望者） 図2-1-2-12 県外就職後の見通し（県内出身学生・県外就職希望者） 
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学生が将来暮らす場所を選択する際に重視していることを、県内出身学生と県外出身学生別に

みていきます。県内出身学生、県外出身学生ともに、「ゆったりと暮らすことができる(時間・空

間・心)こと」が最も高い割合となり、最近の学生は収入や仕事の内容よりも時間的、心理的なゆ

とりを重視している傾向がうかがわれます。次に高かったのは、「交通の利便性が良いこと」で、

就業地を問わず交通インフラは不可欠ということがうかがわれます。 

また、県内出身学生では、「高収入な仕事につけること」、「家賃など生活コストが低い地域であ

ること」が県外出身学生より高い傾向となっています。 

「家族が暮らす地元であること」、「地域に貢献できること」は、県外出身学生が県内出身学生

より多く重視しており、先に紹介した弘前大学の調査結果と同様に、県外出身者は県内出身者よ

りも出身地への回帰志向が強いことがうかがわれます。(図2-1-2-13) 

 

 

 

  青森県がどのように変わったら青森県内での就職を勧めたいかを、県内在住の保護者と県外在

住の保護者に分けてみていくと、「高収入な仕事があること」で12.1ポイント、「仕事の種類が多

いこと」で11.1ポイント、県内在住の保護者が県外在住の保護者を上回っています。(図2-1-2-

14) 
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資料）県企画調整課「若者の将来選択に関するアンケート調査」（令和2年度）を用いて県統計分析課において作成

※短期大学を含む、無回答を除く

（％）

県内 N=1474

県外 N=526

図2-1-2-13 将来暮らす場所で重視すること（県内大学等に在籍する学生・複数回答・上位10 項目） 

152



152 

 

いといった思いもうかがわれます。(図2-1-2-10) 
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図2-1-2-10 子どもの就職希望地を選択した理由 

              （保護者が県内在住・複数回答・上位10 項目） 

図2-1-2-11 県内就職後の見通し（県内出身学生・県内就職希望者） 図2-1-2-12 県外就職後の見通し（県内出身学生・県外就職希望者） 
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学生が将来暮らす場所を選択する際に重視していることを、県内出身学生と県外出身学生別に
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「家族が暮らす地元であること」、「地域に貢献できること」は、県外出身学生が県内出身学生

より多く重視しており、先に紹介した弘前大学の調査結果と同様に、県外出身者は県内出身者よ

りも出身地への回帰志向が強いことがうかがわれます。(図2-1-2-13) 
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図2-1-2-13 将来暮らす場所で重視すること（県内大学等に在籍する学生・複数回答・上位10 項目） 

153



154 

 

 

 

 

 高 生と に大学生においても、 県出 者の大 が就 の に県外流出しています。ま

た、当初は県内就 を していても、就 内定時までに県外就 に する学生が多くなっ

ています。 

 ンケー の から、県内就 を する学生は、地 で きたいといった地 での

らしを重視し、県外就 を する学生においては 会で らしたいとの いに え、

や など仕事の条件を重視する 向が いことがうかがわれました。 

   また、県外就 を する学生の中には、 来的には青 県に りたいと考えている学生が

なくないことがみてとれます。県外からのＵ・ ・Ｊターンの については、第3 でみ

ていきますが、県外に進学した学生を含めてＵ・ ・Ｊターンの 者が 在的に存在するこ

とは、 な 力人口の が される 県にとって、 力人口 を する一 と

なり ます。 

子化・高 化により生産年 人口の は進 でいますが、 県には高等教育機関が多く

存在するため、県内大学等に在 する学生数は ばいで推移しています。さらには学生の県内

出 者 率が高いという テンシ ルがあります。しかし、 では県内就 率は く、この

テンシ ルが活かしきれていない と考えられることから、新規学 者に 県を く場と

して でもらうためには、在学中からの学生への きかけや、県内就 者が県内就 で

きるような支 とともに、県外進学者を含めＵ・ ・Ｊターンなど人 の 流に向けた取組を

さらに進めていく必要があります。 
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資料） 調 「 者の将来選択に関する 調査」（令和2年 ）を いて において

※ を

N=1097

N=226

図2-1-2-1  が のように変わったら 内での就職を めたいか（ 者・ ） 

＜コラム2 コロナ禍後、「人」が活きる地域づくり＞ 

弘前大学 人文社会科学部 教授 李 永俊   

 

新型コロナウイルスの感染拡大が止まらない。2020 年 3 月にＷＨＯが，新型コロナウイルス感

染症がパンデミックに至っているという認識を示して以来，丸一年が経過した現在でも世界中で猛

威を振るっており、一向に収束の兆しがない。そんな中、米国バイデン新大統領が就任演説で米国

の新型コロナウイルスによる死者数が第2次世界大戦による死者数を上回ったと述べ、このコロナ

の恐ろしさを改めて実感させられた。国内においても、感染拡大が止まらず、11都府県に2度目の

緊急事態宣言が発出された。(令和3年(2021年)1月末時点) 

今回の宣言は前回の教訓を活かし、限定的な経済活動の制限となっているが、飲食、遊興施設を

中心に、経済的なダメージは大きい。飲食店の営業時間を制限すると、飲食店に食材を供給する卸

売・小売業者、あるいは運送業者、農業・漁業などの生産者にまでその影響が及ぶ。また、飲食業

を営む経営者や飲食店などで働いている従業員には廃業や雇い止め、解雇など生活を脅かす影響が

出ている。 

また、県内の労働市場においても新型コロナ危機は深刻な影響を及ぼしている。労働市場に起き

ている大きな変化は次の三点にまとめられる。第1は、2008年の金融危機の直前の労働市場が、求

職者数が求人数を大幅に上回っていたのに対し、この新型コロナ危機直前は逆に求人数が求職者数

を大幅に上回っていたという点である。第2は産業別にその影響が異なるという点である。産業別

の新規求人の前年同月増減率をみると、飲食サービス業、宿泊業、生活関連サービス業・娯楽業で

減少しているのに対し、農林漁業、情報通信業、学術研究・専門・技術サービス業で増加しており、

産業別に明暗がはっきりわかれていることがわかる。第3は、負の影響が強く出ている産業が女性

労働者や非正規労働者の多い職場だという点である。 

このような状況から県民の生活を守るためには、短期的には積極的な財政政策を迅速に実施すべ

きである。ただ残念ながら、事態の長期化や国や県の財政状況を考えると、財政政策だけではこの

事態を乗り越えられない。 

ペストやスペイン風邪など、過去に猛威を振るった感染症と同様に、新型コロナ危機も大きな社

会的変革をもたらすような予兆が現れている。その一つはデジタル革命で、もう一つはエネルギー

革命である。地方のデジタルトランスフォーメーションは、コロナ危機からの脱却だけでなく、急

激に人口減少が進む地方において、持続可能な地域づくりのためにも必要不可欠なインフラである。

ただ、本県にはその役割を担う人材が大幅に不足している。その穴を埋めるためには、県外からの

人材に頼るのではなく、県内で人材を育成する仕組みづくりが急がれる。 

求人が激減した産業や職業に従事していた人材を、職業紹介機能だけでなく、職業仲介機能を強

化して社会の変化のためのインフラ作りに回すべきである。そのために、地域の大学などの教育機

関を利活用したリカレント教育プログラムの構築や流出した本県出身のデジタル人材のＵターン就

業の支援など、より積極的な人材確保と育成に十分な投資を行うべきである。 

筆者が専門とする労働経済学では、「人」は消費と生産、そして人口再生産の主体であると捉え

ている。地域づくりは「人」からはじまり、「人」がいなくなると商店街も企業も地域も消えていく。

新型コロナ危機を「人」が活きる地域づくりで乗り越えることが、今を生きる我々に課せられた使

命であろう。 
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第2節 労働市場(労働需要、求人)側からの要因分析 

 

次に、新規学卒者が県内就職を選択しない要因を労働市場(求人)側からみていきます。 

ここでは、賃金や労働時間など多くの産業における共通した課題について分析した後、新規求

人数に対して就職者数が少ない、すなわち充足率の低い建設業と介護サービス業について、アン

ケート調査の結果なども踏まえながら、掘り下げて分析します。さらにこれらの分析を踏まえて、

新規学卒者の県内定着に向けての課題を明らかにしていきます。 

 

1 賃金・労働時間の動向 

  前節の大学生等の将来選択における意識では、県内出身の学生と県内在住の保護者に賃金や待

遇など仕事の条件を重視する傾向がうかがわれました。そこで、本県の賃金を全国と比較してみ

てみます。 

  常用の一般労働者について、1人1カ月当たりの現金給与総額2をみると、本県は全国最低の25

万8,800円で全国平均33万8,000円の76.6％の水準となっています。また、全国の中央値に当

たる30万9,000円と比較しても83.8％の水準にとどまっています。このうち所定内給与額につ

いてみると、本県は現金給与総額と同様に全国最低の23万9,000円となっており、全国平均30

万 7,700 円の 77.7％となっています。全国で最も高い東京都とは、現金給与総額で14 万 9,300

円、所定内給与額で14万円の大きな格差があります。(図2-2-1-1) 

 

 
 
 

                         
2 現金給与総額 …基本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当などが含まれるほか、超過実労働給与額

も含まれる。 
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  国民 及び県民 により全国と 県の就業者 1 人当たりの 生産性( 生産

就業人口)の推移を してみると、 県は全国を100万円 度 回っており、全国との は

小していない が続いています。 県の が全国 となっている背景には、全国よりも

い 生産性があると推 され、 を するためには 生産性を向上させることも重

要と考えられます。( 2 2 1 2) 

 

 
  定内 を年 にみると、19 は全国 90.4％、20 24 は86.0％と全国と

の は小さく、年 が上がるにつれ全国との が 大しており、50 54 では全国の71.4％

の水準まで しています。( 2 2 1 3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

758.5 759.2 735.6 728.8 752.3 757.9 765.6 780.7 773.5 779.6 779.3 784.1 775.8

649.4 653.3
618.6 632.9 644.1 653.0 664.7 657.9 659.9

682.2 680.1 664.2 656.8

85.6 86.0 84.1
86.8 85.6 86.2 86.8

84.3 85.3 87.5 87.3
84.7 84.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 3 年

生 の

生 生 生 （ ）

（ ） （％）

資料） 「 3 年 」、内閣府「 3 年 年 」を いて

において

※ 生 内 生 （ 質） 就業者 （内 ス）

図2-2-1-2 生 の  

156



156 

 

第2節 労働市場(労働需要、求人)側からの要因分析 

 

次に、新規学卒者が県内就職を選択しない要因を労働市場(求人)側からみていきます。 

ここでは、賃金や労働時間など多くの産業における共通した課題について分析した後、新規求

人数に対して就職者数が少ない、すなわち充足率の低い建設業と介護サービス業について、アン

ケート調査の結果なども踏まえながら、掘り下げて分析します。さらにこれらの分析を踏まえて、

新規学卒者の県内定着に向けての課題を明らかにしていきます。 

 

1 賃金・労働時間の動向 

  前節の大学生等の将来選択における意識では、県内出身の学生と県内在住の保護者に賃金や待

遇など仕事の条件を重視する傾向がうかがわれました。そこで、本県の賃金を全国と比較してみ

てみます。 

  常用の一般労働者について、1人1カ月当たりの現金給与総額2をみると、本県は全国最低の25

万8,800円で全国平均33万8,000円の76.6％の水準となっています。また、全国の中央値に当

たる30万9,000円と比較しても83.8％の水準にとどまっています。このうち所定内給与額につ

いてみると、本県は現金給与総額と同様に全国最低の23万9,000円となっており、全国平均30

万 7,700 円の 77.7％となっています。全国で最も高い東京都とは、現金給与総額で14 万 9,300

円、所定内給与額で14万円の大きな格差があります。(図2-2-1-1) 

 

 
 
 

                         
2 現金給与総額 …基本給、職務手当、精皆勤手当、通勤手当、家族手当などが含まれるほか、超過実労働給与額

も含まれる。 

379.0 

279.0 
239.0 

408.1 

309.0 

258.8 

338.0

307.7

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

東

京

神
奈
川

大

阪

愛

知

兵

庫

滋

賀

三

重

千

葉

埼

玉

京

都

茨

城

奈

良

広

島

栃

木

群

馬

静

岡

福

岡

宮

城

岡

山

岐

阜

長

野

山

梨

石

川

山

口

北
海
道

和
歌
山

福

井

富

山

徳

島

香

川

新

潟

福

島

高

知

大

分

愛

媛

島

根

熊

本

鹿
児
島

長

崎

佐

賀

鳥

取

岩

手

山

形

沖

縄

秋

田

宮

崎

青

森

決まって支給する現金給与総額（一般労働者）

所定内給与額 超過労働給与額 現金給与総額全国平均 所定内給与額全国平均

中央値 山口県

資料）厚生労働省「令和元年賃金構造基本統計調査」 ※決まって支給する現金給与総額＝所定内給与額＋超過労働給与額

（千円）

決まって支給する現金給与総額 所定内給与額全国平均

図2-2-1-1 決まって支給する現金給与総額（企業規模10 人以上、一般労働者） 

157 

 

  国民 及び県民 により全国と 県の就業者 1 人当たりの 生産性( 生産

就業人口)の推移を してみると、 県は全国を100万円 度 回っており、全国との は

小していない が続いています。 県の が全国 となっている背景には、全国よりも

い 生産性があると推 され、 を するためには 生産性を向上させることも重

要と考えられます。( 2 2 1 2) 

 

 
  定内 を年 にみると、19 は全国 90.4％、20 24 は86.0％と全国と

の は小さく、年 が上がるにつれ全国との が 大しており、50 54 では全国の71.4％

の水準まで しています。( 2 2 1 3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

758.5 759.2 735.6 728.8 752.3 757.9 765.6 780.7 773.5 779.6 779.3 784.1 775.8

649.4 653.3
618.6 632.9 644.1 653.0 664.7 657.9 659.9

682.2 680.1 664.2 656.8

85.6 86.0 84.1
86.8 85.6 86.2 86.8

84.3 85.3 87.5 87.3
84.7 84.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

H18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 3 年

生 の

生 生 生 （ ）

（ ） （％）

資料） 「 3 年 」、内閣府「 3 年 年 」を いて

において

※ 生 内 生 （ 質） 就業者 （内 ス）

図2-2-1-2 生 の  

157



158 

 

 

 
 

県の 定内 を産業 にみると、 報通信業(31万1,900円)、 業、 業、 利 取

業(31万100円)、教育、学 支 業(30万5,300円)の に高く、 に い産業は 業、飲食

ービス業(19 万 9,500 円)、 ービス業(他に分 されないもの)(20 万 200 円)、生活関連 ービ

ス業、 業(21万4,900円)などとなっています。 

全国と すると、 定内 は全ての産業で全国 を 回っています。全国 に も

近いのは、 業、 業、 利 取業の94.7％で、 が も大きかったのは、電気・ ス・

供 ・水道業の 65.3％となっています。 かに、建設業、 造業、 売業、小売業、学 研究、

専 ・ ービス業、 ービス業(他に分 されないもの)が全産業 の全国 77.7％を 回

り、全国との が大きい産業となっています。( 2 2 1 4) 
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  労働時間数を産業別にみると、本県の所定内実労働時間数は、鉱業、採石業、砂利採取業以外

は全国平均を上回っており、その中でも特に、運輸業、郵便業(170時間)、宿泊業、飲食サービス

業(170時間)、卸売業、小売業(167時間)、生活関連サービス業、娯楽業(167時間)などが多くな

っています。全国との格差が大きい産業は、不動産業、物品賃貸業(104.4％)、卸売業、小売業

(103.1％)、医療、福祉(103.1％)などとなっています。 

一方、超過実労働時間数は、運輸業、郵便業、複合サービス業以外は、全国平均を下回ってい

ます。(図2-2-1-6) 
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業平均(20.7日)との格差が大きくなっています。(図2-2-1-8) 
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 このように 、 時間数、出 数など の条件についてみていくと、 が全国

水準であるのに え、 時間数と出 数は全国 上となっています。 や 時間か

らみると、このことが新規学 者が県外に流出する一 となっているのではないかと考えられま

す。 

 

2 の 業 の  

 業 

  県の建設業の 足率は10.6％で、全産業で も くなっています。(47 ー 「産業 足

率(青 県・ 年度)」参 ) 

  建設業の 事者は、主に 場 理人・ (主 ) 者である と建設 事の 接的な作

業を行う 人等の で されています。 

  一般 業紹介 における建設業の 足率( 足数 新規求人数)をみると、東 大 の

興 要や東 オリンピ に う建設 要による求人 などから、 24 年度(2012 年度)

が大きくなり、 年度(2019年度)の 県の 足率は11.1％で、 24年度(2012年

度)の5割 となっています。全国、東 の 足率も 県と に 向にあり、さらに

県よりも くなっていますが、 足率の は 県の方が大きくなっています。( 2 2 2 1) 

県の 業 学科の新規高等学 業者の就 は、 にみたように県外就 率が高い

にあります。(145 ー 「高等学 (全 制・定時制 ) 業者の学科 就 者の ( 2年

3 月 )」参 )このう 、 木建 学科の就 者の内定 をみると、近年では県外建設

業への就 内定者数が大きく するとともに、建設 業 外の就 者数も していま

す。この 、県内建設 業内定者数は 向にあり、就 者数に める割合は20.0％と

なっています。( 2 2 2 2) 
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34.9％を めるようになっており、これが 2 2 2 1「建設業 足率(一般)」でみた 足率の動

向に を えていると考えられます。( 2 2 2 4) 

 

 

 

  次に、 についてみていきます。 県の建設業の は、 にみたとおり、全国の73.5％と

なっており、全産業 よりも全国との が大きくなっています。(159 ー 「産業 定内
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の水準となっています。全国の中 である458万6,900 円との では75.2％の水準となり、

が も高い東 と すると51.9％と約 分の水準にとどまっています。( 2 2 2 5) 
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 このように 、 時間数、出 数など の条件についてみていくと、 が全国

水準であるのに え、 時間数と出 数は全国 上となっています。 や 時間か

らみると、このことが新規学 者が県外に流出する一 となっているのではないかと考えられま

す。 
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34.9％を めるようになっており、これが 2 2 2 1「建設業 足率(一般)」でみた 足率の動

向に を えていると考えられます。( 2 2 2 4) 
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り、 事の割合が高いことがうかがえます。( 2 2 2 6) 

 に建設業1 業等当たりの 事高をみると、 県の 業では全国や東 よりも

なく、全国 と すると1億1,130万円、東 と しても2,500万円 なくなってい

ます。( 2 2 2 7) 

 

 

 

  次に、 の支払い基準をみると、 者では 県、全国ともに月 制の割合が高く、ともに

8 割を えています。一方、 者は 県、全国ともに 月 制の割合が高く、 県では全国

より 月 制の割合が高くなっており、全国が44.5％であるのに対し、 県は59.5％と約6割

が 月 制となっています。( 2 2 2 8) 

  月 制では が 数に連動するため、 月 制の割合の高さは、年間の休 数

にも しており、全国では 者、 者とも 休1.5 (4 6休) 上に相当する年間休

数 81 上の割合が 6 割近くあるのに対し、 県においては 者で 46.3％、 者では

31.3％にとどまっています。( 2 2 2 9) 

  また、 月 制の割合が高いことが、161 ー 「産業 出 数(事業 規模5人 上、一

般 者)」でもみたように、 県の建設業の出 数が多くなっている一 であると考えられま

す。 
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高い割合となっていることから、 雪という 県特有の気 も していると考えられます。(

2 2 2 10) 

 

 

  県の建設業では、 の高 化が他産業より進 でいるために、高 事者の定年 等

に う担い手 足が進 でいます。さらに、東 大 からの 興 要、東 オリンピ ・

パラリンピ の建設 要による全国的な求人 に い、建設業は人 の取り合いがひっ して

いる産業と えます。 

県の建設業では が い上に、 時間が全国や他産業よりも多く、 が大きく、

足率の が続く となっているものの、 の多い近年において、 県のイン ラを

していく上でも、建設業が 小していくことは けなければなりませ 。 県の建設業を く場

として でもらうためには、休 数を他産業 みの4 8休や、全国 みの4 6休に や

していくなど 業内における の が となります。 せて、発 の 準化や な

期の設定が、 者の月 制の 進や建設業 事者の休 の につながっていくことを、発

者側においても考えていく必要があります。 

 

2  業 

  次に、介 ービス業についてみていきます。 

65 上人口の割合は全国的に高まっており、これに い介 ービスの 要も高まり、 人

福 ・介 事業 数と 業者数は しています。 24 年(2012 年)から 28 年(2016 年)

の事業 数と 業者数を すると、いずれも全国の び率が 県の び率を上回っています。

( 2 2 2 11) 
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このような需要の高まりに対して、就業者数の増加は追いついておらず、一般職業紹介状況に

おける医療・福祉の充足率(充足数÷新規求人数)をみると、令和元年度(2019年度)の本県の充足

率は23.1％で、平成24年度(2012年度)から4割程度低くなっています。全国、東京都の充足率

も本県と同様に下降傾向にあり、さらに本県よりも低くなっています。(図2-2-2-12) 

 

 

 

平成 30 年(2018 年)に厚生労働省が公表した介護職員の需給推計では、高齢化に伴って介護職

員の需要が増えることにより、本県の2025 年(令和 7 年)における介護職員の不足数は3,649 人

と見込まれています。(図2-2-2-13) 

一方で、本県の介護福祉士養成施設の入学者数の推移をみると、減少傾向が続いており、令和

元年(2019年)の入学者数は、平成21年(2009年)の24.3％まで減少しています。(図2-2-2-14) 
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 介 ービス業の 業員が く く上での み、 安、 等についてみると、「人手が足りな

い」、「仕事内 のわりに が い」、「 体的 担が大きい」、「 神的にきつい」の回 割合が

高く、これら4 目を含む、10 目中7 目で 県が全国よりも高い割合となっています。(

2 2 2 15) 

 

 

 

  次に、介 関係の仕事をやめた理 をみると、 県においては、「 場の人間関係に問 があっ

たため」、「 ・ ・出産・育 のため」の割合が高く、全国との が大きくなっています。

また、「他に良い仕事・ 場があったため」、「 が なかったため」などが 理 の上位にあ

げられています。( 2 2 2 16) 
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なくする、有 休 を取りやすくする等の 条件の に取り組 でいる」、「 人の に

た 体制にする等の 条件の に取り組 でいる」の割合が高く、 時間や 体制

を始めとした 条件の に多くの事業 が取り組 でいることが見受けられます。一方で、

介 関係の仕事をやめた理 で も割合の高かった「 場の人間関係に問 があったため」の対

策として考えられる「 場内の仕事上のコミ ケーションの円 化を っている」や、「

水準を向上させている」、「 力や仕事 りを し、 などの に している」などの

に対しての取組は、全国より い割合となっています。 ( 2 2 2 17) 

 

 

 

 

介 ービス 業者は、 近ではエ ンシ ルワー ーと呼ばれています。全国的に高 化

が することにより、介 人 の 要は高まり続けることが見込まれ、 後は全国との人

が 化することが考えられます。 

  そのような中で、 県の雇用を確 し、若年者等が りと を って県内で生活できる環

を するためにも、介 員の雇用環 の に取り組むことが重要です。 
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  弘前大学が 27年(2015年)12月に弘前市内に事業 を置く 業(回 282社)を対 に

した「 業の地 大 者の雇用 に関する 」の から、弘前大学が推 した 業規
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数の も第2次産業の場合は0.00、第3次産業と 、福 においても1を っており、大

者の 用が期 できない と報 されています。 

業者規模30 99名の中 業では、第3次産業や 、福 産業において5割、7割の 業で

大 者の 用を しています。しかし、 用人数 は なく、いずれも で1を 回っ

ています。 
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も7名を えていることから、大 者の 用が大いに期 できると報 されています。(表1)  

 

  

 県の 業者規模 業数等をみると、 業者数29人 の 業の割合が94.6％(全国94.3％)、
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はみられませ 。一方、 県の新規学 者が多数就業する東 と すると、 業者数29人
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一方で、大企業においては6～8割の企業で採用が期待できることが推計から明らかになり、採

用人数予測も7人を超えていることから今後の大卒者の採用が期待されることが分かったとされ

ています。 

  分析の結果から、大卒者の流出を食い止めるためには、中小企業でより積極的に採用できるよ

うな環境づくりが大事であると報告されています。 

 

4 働き方改革の推進に向けた取組 

  「少子化・高齢化による労働力人口の減少」や「育児や介護の両立など、働く方のニーズの多

様化」などの課題の解決のために、平成31年(2019年)4月に「働き方改革関連法」が施行されま

した。「有給休暇の取得義務化(年間5日)」や、令和2年(2020年)4月には「時間外労働の上限規

制」が中小企業にも適用されるようになりました。さらに、令和3年(2021年)4月からは「同一

労働同一賃金の実現」が中小企業にも求められます。 

これまでみてきたように、本県で就職するに当たっての労働条件は全国と比べて劣る場合が多

く、そのため人材の県外流出が進んでいる側面があるのは否定できないところです。 

これを改善するためには、働き方改革に積極的に取り組んでいく必要があります。そこで、本

県における働き方改革の状況についてみていきます。 

 

県では、企業における若者の雇用安定、女性の継続就業及び活躍推進、男性の家庭参画やワー

ク・ライフ・バランスの推進など働き方改革に積極的に取り組む企業を「あおもり働き方改革推

進企業」として認証しています。 

これにより、男女を問わず全ての労働者が働きやすい環境づくりを推進するとともに、労働者

の仕事と結婚から子育ての希望の実現への意欲を喚起し、男女共同参画社会づくりと少子化対策

の推進を目指すこととしています。 

  令和2年(2020年)12月末時点で138企業が認証を受け、働き方改革に取り組んでいます。(図

2-2-4-1) 

産業別にみると、認証企業の構成割合では建設業が 53.9％と最も多く、次いで医療、福祉

(14.5％)、卸売業、小売業(8.0％)の順に多くなっています。建設業での認証件数が多くなってい

るのは、認証を受けることで、県の建設工事の競争入札参加資格審査時に加点されるといったイ

ンセンティブが付与されるためと考えられます。(図2-2-4-2) 
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  認証を受けるためには、「若者の経済的安定」、「女性の活躍・継続就業」、「男性の家庭参画」、

「ワーク・ライフ・バランス」の4つの認定分野における15項目の取組のうち、5項目以上（常

時雇用する労働者が301人以上の企業は8項目以上）に該当し、かつ、ワーク・ライフ・バラン

スで1項目以上該当することが必要とされます。 

  認証企業の取組状況をみると、「その他ワーク・ライフ・バランスに向けた制度」が 98.6％と

最も高く、次いで「長時間労働是正」(77.5％)、「子の看護休暇取得(男性)」(55.1％)の順に高く

なっています。先にみた賃金の改善に向けた「最低賃金のアップ」(35.5％)は上から9番目とな

っています。(図2-2-4-3) 

  建設業と医療、福祉が認証件数で高い割合を占めていますが、これらは待遇面で全国との格差

が大きい産業でもあり、今後、これらの産業を始めとした様々な産業で認証企業が増えていくこ

とで、雇用における待遇改善が図られることが期待されます。 

 

 

 

次に、一般財団法人青森地域社会研究所(現あおもり創生パートナーズ株式会社)が令和 2 年

(2020年)1月に実施した働き方改革に関するアンケート調査の結果により、県内企業の働き方改

革への取組状況をみていきます。 

  働き方改革の3つの取組(「有給休暇の取得義務化(年間5日)」、「時間外労働の上限規制」、

「同一労働同一賃金の実現」)について、県内企業の認知の状況をみると、認知している企業の

割合は、「有給休暇の取得義務化」と「時間外労働の上限規制」で90％を上回りましたが、「同

一労働同一賃金」では83.8％にとどまっています。(図2-2-4-4) 

 それぞれの取組状況を産業別にみると、「有給休暇の取得義務化」、「時間外労働の上限規制」、

「同一労働同一賃金の実現」と施行時期の早い順に、「社内対応は完了」の割合が高くなっていま

す。「有給休暇の取得義務化」では運輸業以外は7割を超える事業所で社内対応が完了し、「時間
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一方で、大企業においては6～8割の企業で採用が期待できることが推計から明らかになり、採

用人数予測も7人を超えていることから今後の大卒者の採用が期待されることが分かったとされ
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これを改善するためには、働き方改革に積極的に取り組んでいく必要があります。そこで、本

県における働き方改革の状況についてみていきます。 
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の推進を目指すこととしています。 
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るのは、認証を受けることで、県の建設工事の競争入札参加資格審査時に加点されるといったイ

ンセンティブが付与されるためと考えられます。(図2-2-4-2) 
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外労働の上限規制」では建設業、運輸業以外は6割を超える事業所で社内対応が完了しています。

「同一労働同一賃金の実現」は、建設業とサービス業のみで50％台に達しています。サービス業

では、全ての項目で対応完了の割合が高くなっていますが、先にみたとおり出勤日数で全国との

格差が大きい建設業と運輸業では、働き方改革の対応の遅れが目立っています。(図2-2-4-5～7) 

 

 

 

 

 

 

 

  あおもり働き方改革認証企業の数では建設業が高い割合となっていましたが、これはあくまで

も県の建設工事の競争入札参加資格審査時に加点されるといったインセンティブの付与を目的と

したものと推測され、有給休暇の取得義務や時間外労働の上限規制での取組が他産業と比べて遅

れているため、実態として働き方改革が進んでいるとはいえない状況となっています。また、全

産業で労働時間数が最も多い運輸業においては、全ての項目において他産業と比べて取組が遅れ

ているため、人材の確保に向け、取組の加速化が求められます。 

  働き方改革の実現に向けた取組は全国で推進されています。全国との待遇格差を縮小し、新規

学卒者に働く場として選んでもらうためには、全国を上回るスピードで働き方改革を推進してい

くことが必要となります。 

また、労働者の労働生産性を高めるとともに、働き方改革の推進を通じて長時間労働を改善し

ていくことが、仕事と生活のバランスがとれたワーク・ライフ・バランスの実現につながると考

えられます。 

95.2

92.6

83.8

3.1 

5.2 

10.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

有給休暇の取得義務化

時間外労働の上限規制

同一労働同一賃金の実現

「働き方改革」3項目の認知状況

内容を知っている 名称だけ知っている 知らない

資料）あおもり創生パートナーズ株式会社「Région2020.5」

（％）

79.6 

70.4 

78.0 

75.0 

62.4 

87.9 

20.4 

27.3 

20.0 

21.9 

31.3 

12.1 

2.3 

2.0 

3.1 

6.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

製造業

建設業

卸売業

小売業

運輸業

サービス業

「有給休暇の取得義務」への対応状況（産業別）

社内対応は完了 社内対応は未了 対応の要否不明

資料）あおもり創生パートナーズ株式会社「Région2020.5」

（％）

70.3 

54.6 

64.0 

71.9 

56.2 

84.8 

27.8 

38.6 

32.0 

25.0 

25.0 

15.2 

1.9 

6.8 

4.0 

3.1 

18.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

製造業

建設業

卸売業

小売業

運輸業

サービス業

「時間外労働の上限規制」への対応状況（産業別）

社内対応は完了 社内対応は未了 対応の要否不明

資料）あおもり創生パートナーズ株式会社「Région2020.5」

（％）

48.2 

50.0 

42.0 

31.2 

31.2 

51.5 

44.4 

29.5 

44.0 

43.8 

50.0 

36.4 

7.4 

20.5 

14.0 

25.0 

18.8 

12.1 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

製造業

建設業

卸売業

小売業

運輸業

サービス業

「同一労働同一賃金の実現」への対応状況（産業別）

社内対応は完了 社内対応は未了 対応の要否不明

資料）あおもり創生パートナーズ株式会社「Région2020.5」

（％）

図2-2-4-4 「働き方改革」3 項目の認知状況 

図2-2-4-5 「有給休暇の取得義務」への 

対応状況（産業別） 

図2-2-4-7 「同一労働同一賃金の実現」への 

対応状況（産業別） 

図2-2-4-6 「時間外労働の上限規制」への 

対応状況（産業別） 

173 

 

   

では、高 生、大学生等の 業 時の動向、受け れ側の県内 業が える 、全国

的に推進されている き方 への取組 についてみてきました。 

 県の雇用者 は年 が上がるにつれ全国との が大きくなり、 者 である35

54 では全国の70％ の水準まで します。 

  さらに、 県の 時間数は、特に 定内 時間数で全国より多いために、 に えて

時間についても を していく必要があります。国の主 で進められている き方 を

化し、全国との を 小させていくことが く求められます。 

また、高 生の大学等進学率の上 向が続いている中にあっても、 県においては大 者を

用する 業が なく、大学生が県内就 を していても、 用する 業がないため、雇用

を県外に求め るを ない もみられます。 存 業においては、大 者が活 できるような

仕事の内 や を やし大学生の 用に力を れていくことが まれると 時に、 業の創業・

業等による雇用の 上げも期 されるところです。 
 

  ここまでは、新規学 者が初めて く場として 県を ための についてみてきました。

しかし、 く場として 県を でいるのは新規学 者だけではありませ 。次 では、Ｕ・ ・

Ｊターンや、 の業 や仕事に する リ ン の場として 県が ばれている動

向と、新型コ ナの 大により 化する多 な き方についてみていきます。 
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では、高 生、大学生等の 業 時の動向、受け れ側の県内 業が える 、全国

的に推進されている き方 への取組 についてみてきました。 

 県の雇用者 は年 が上がるにつれ全国との が大きくなり、 者 である35

54 では全国の70％ の水準まで します。 

  さらに、 県の 時間数は、特に 定内 時間数で全国より多いために、 に えて

時間についても を していく必要があります。国の主 で進められている き方 を

化し、全国との を 小させていくことが く求められます。 

また、高 生の大学等進学率の上 向が続いている中にあっても、 県においては大 者を

用する 業が なく、大学生が県内就 を していても、 用する 業がないため、雇用

を県外に求め るを ない もみられます。 存 業においては、大 者が活 できるような

仕事の内 や を やし大学生の 用に力を れていくことが まれると 時に、 業の創業・

業等による雇用の 上げも期 されるところです。 
 

  ここまでは、新規学 者が初めて く場として 県を ための についてみてきました。

しかし、 く場として 県を でいるのは新規学 者だけではありませ 。次 では、Ｕ・ ・

Ｊターンや、 の業 や仕事に する リ ン の場として 県が ばれている動

向と、新型コ ナの 大により 化する多 な き方についてみていきます。 
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業が 環 の 化を り えていくためには、 化に する の 力が かせない。こ

の 力には 業毎の があるが、筆者はこれを「 員の 考の 性」の と認 している。 

環 化時の 業行動は、「① に るまでそのまま つ、②事業 など自社が 的に進化

する、③ に っても らなくても対 できるよう全方位視点で える」の3パターンに大 でき

る。①は で えば新型コ ナが して の環 に るまで つという考え方で、 では

型 考と呼 。②の 進化 考は教科 的に であるものの 担が重く、後 りできない

リス もある。環 は に るかもしれないし、 全には らないかもしれない。いずれにしても

確 な 来 は 難であるため、ここでの は③となろう。まずは よりも、 り まって

な 考を わないことが 要だ。 

この点に関し、信 中 の全国中小 業景気動向 2020年9月 を見ると、コ ナ対策

としての ・ 場環 、 達・ 、生産・販売体制・ ネル等の見 しの有無につい

て、県内 業の「 も ・ していない」とする割合は全国・東 地 よりも高かった。ここ

で見る限り、県内 業は 化に対して 的であるようだが、どのようなビ ネス ルも で

あり続けることは難しく一定の見 しは けられない。 

見 しに しては、「 ルを100％ るか、新 ルに100％ えるか」という二 論に わ

れないよう したい。もっと に、 を80％ しつつ新を20％ する方法や、 ：新 80：

20で が出なければ ：新 60：40に み込む方法のように、部分的・ 的な移行であれば

の も広がる。 行する 業では、「できるか」「できないか」ではなく、「どうすれば一 でも前

に進めるか」と に 考している。 、前述の で られた対 例を紹介する。 

建設 場 理者が事 で行っていた事 仕事を 場でできるようパソコンを支 し 率化 

造 受 を機に テランが若手教育に 力しス ル向上、コミ ケ ションも活性化 

造 前から要 のあった パ 化 食 に取り組み受 が  

売 新しい商 ラインナ プや販売 ネル のために他業 と連  

小売 ネ や の 利用など販売 を大 に見 し 

ービス 交 による休 社員の 行を通 て個々の 力 プ 

動産 新規 客の と 存 客の取 のため を活用 

業の 性は、社員やパー 等を含め 員の1人1人にまで「 える きは える」という

がどこまで いているかで まる。人は て自社を 点に主観で環 を認 する 向にあ

るが、 しく を認 するためには環 のうねりの中で自社を する視点が必要だ。ここで自

社に 合の良い見通しに してしまうと、どうしても無 で 化を し、 を 当

化してしまう。このような 員の 型 考をいかに 化するか、 者のリー ーシ

プが求められるところである。 

行政や 機関は、 業の 性向上を後 しするため手厚い支 メ ーを用 している。中

小 業専 機関である信用 においても、資 り支 や 等活用支 は初動に ず、

その後の活動こそ と位置づけている。信用 に を置く筆者としてもその歴史的 に み、

内外のリソースを活用した 型で 広に 業の 化を ー していきたい。 
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2  の  

第1 、第2 では有 求人 率が1 を えるようになってからも、 として続く新規学

者の就 による県外 出の動向とその要 についてみてきました。しかし、県外に就 し、 を

だの に再び 県で くことを Ｕターン者や、 県に がなくとも 県を く場として

でくれる ・Ｊターン者がいます。 

寿 の により人生100年時 と呼ばれる において、 業の雇用 が 型の

雇用制から、 の内 を 確にし 力重視で人 を 用する 型の ョブ型雇用に移行する動

きもみられます。就 から定年まで 業で き続けるといったこれまでの き方から、 々な

リ を み重ねることにより、年 にとらわれることなく人生100年時 を見 えた き方に

わっていく 性もあります。 

ライ スタイルの 化に い、 来型の に え、これまでの リ を活かし新たな業 に

する リ ン 、 業・創業、 業の広がりなど、ライ スタイルに合わせた多 な

き方がこれまで 上に見られるようになってきました。 

では、移住、創業、新規就農などの ンド リ の動向と、新型コ ナの 大をき

っかけに しつつある多 な き方の動向についてみていくとともに、 県が ンド リ

の場として ばれるための視点について考 していきます。 

 

 業 の の動向 

 

 の動向 

新型コ ナの 大により、 2年(2020年)後 から、東 の人口は 出 の が

続いていますが、それまでは、東 一 集中の動きが まる一方でした。これに対 するため地

方においては、10年 ど前から人口 対策の一環として移住者の受け れに力を れる動きが

広がっています。(ここで う移住者とは、Ｕターン者( 県出 者)や ・Ｊターン者( 県出

者 外)の合 です。) 

青 県の移住相談 口や移住関係イ ン を利用した移住相談件数と移住 定組数は、年々

しています。 における移住相談 口となる青 らし ー ンターが 26 年

(2014年)に開設されてから、 などでの移住 ミナーや移住イ ン の開 回数は して

おり、これに い移住に関する相談件数は しています。 30 年度(2018 年度)から

年度(2019年度)にかけてはメールでの相談件数が えたことにより、相談件数が大 に して

います。移住相談件数の とともに、移住 定組数も しています。( 3 1 1 1) 

年度(2019年度)の移住相談件数は1,804件、移住 定組数は68件となっており、いず

れも 高となっています。これを移住者の年 にみると、 き りの30 の方が相談に来

て移住を 定したケースが28件と も多く、次いで、40 (17件)、20 (14件)が多くなってお

り、この3つの で全体の87％を めています。( 3 1 1 2) 

 

移住、創業者などのセカンドキャリアの場として選ばれるために 第 3 章 
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また、移住の形態別にみると、Ｕターン者が37組(54.4％)、Ｉ・Ｊターン者のうち何らかの形

で本県と所縁のある移住者が19組(28.0％)、本県と所縁のないＩ・Ｊターン者が12組(17.6％)

と本県出身者や何らかの形で本県と所縁のある方の移住が多い傾向にあります。 

移住理由をみると、「地元で暮らしたい」が最も多く、Ｕターン者の多くがこの理由を選んでい

ます。第2章第1節の大学生の動向でみたように、県外就職希望者が県外就職後の見通しで、将

来的には青森県に戻りたいと考えている学生が多いことからも(152 ページ参照)、一度は都会に

出て都会での生活を経験した後に戻ってきたいという地元回帰の傾向が強くみられます。次に多

かったのは「新たな仕事をはじめたいから」で、新たなキャリアの新天地の場として本県を選ん

でいることがうかがわれます。次いで、「自然に囲まれて生活がしたいから」、「都会での生活スタ

イルを変えたいから」が多く、本県の豊かな自然や風土でのライフスタイルや仕事と生活のバラ

ンスがとれたワーク・ライフ・バランスが移住決定のポイントになっている傾向がうかがわれま

す。(図3-1-1-3) 

移住後の仕事の状況をみると、企業等への就職が最も多くなっていますが、次に多かったのは

求職中で、仕事を決める前に移住を決めるケースも少なくないことがうかがえます。また、地域

おこし協力隊、創業・起業といった、新たなキャリアに挑む場として本県に移住するケースも多

くみられます。(図3-1-1-4) 
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新型コロナの感染拡大をきっかけに、地方移住への関心は高まってきています。内閣府の「第

2 回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査調査」の結

果から、東京圏在住者で地方移住に関心がある人の動向をみると、地方移住への関心理由として

最も高かったのは「人口密度が低く自然豊かな環境に魅力を感じた」で、「ライフスタイルを都市

部での仕事重視から地方での生活重視に変えたい」といった、地方特有のライフスタイルが改め

て見直されている傾向がうかがえます。また、「テレワークによって地方でも同様に働けると感じ

た」、「買物・教育・医療等がオンラインによって同様にできると感じた」といった割合も高く、

新型コロナの感染拡大をきっかけに拡大したテレワークの普及やオンラインの利用といった生活

行動様式の変化が、地方移住への関心を高めることにつながっています。(図3-1-1-5) 

一方で、地方移住にあたっての懸念をみると、「仕事や収入」、「買物や公共交通等の利便性」、

「人間関係やコミュニティ」といった割合が高く、その土地の情報が少ないために移住後の生活

に不安を持っていることが強くうかがわれます。その結果、新型コロナの拡大と相まって東京都

は転出超過となっているものの、近隣3県(埼玉県、千葉県、神奈川県)への転出が中心になって

いるとみられており、本県を含めた地方圏への移住は、必ずしも進んでいる状況にはありません。

(図3-1-1-6) 

 

 

 

 

人口減少が進む地方では、各県において移住施策が推進されており、人材の取り合いとも言え

る状況の中で、本県を移住先として選んでもらうためには、本県で暮らすことの魅力をＰＲする

ことや移住相談者の不安を解消するための体制の構築が必要なのはもちろんですが、何よりも移

住者が一定レベルの生活水準を維持できる程度の働く場としての魅力が必要です。 

また、県外就職した県出身者の中には、将来的なＵターンを考えている人も数多くいることが

推測されます。Ｕターンのための環境の整備を進めるとともに、特に、若年者等への積極的な情

報発信により潜在的なＵターン希望者に働きかけることで、本県がセカンドキャリアの場として

選ばれる可能性が高まってきます。 

 

  

28.8

24.1

17.9

17.3

15.5

9.3

0 10 20 30 40 50 60

人口密度が低く自然豊かな環境に魅力を

感じた

テレワークによって地方でも同様に働ける

と感じた

ライフスタイルを都市部での仕事重視か

ら、地方での生活重視に変えたい

感染症と関係ない理由

現住地の感染症リスクが気になる

買い物・教育・医療等がオンラインによっ

て同様にできると感じた

地方移住への関心理由（東京圏在住で地方移住に関心のある人、上位6項目）

資料）内閣府「第2回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

（令和2年12月）

（％）

46.2

27.5

24.6

21.4

18.9

13.1

0 10 20 30 40 50 60

仕事や収入

買い物や公共交通等の利便性

人間関係やコミュニティ

移住資金の不足

医療・福祉施設

子育て・教育環境

地方移住にあたっての懸念（東京圏在住で地方移住に関心のある人、上位6項目）

資料）内閣府「第2回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」

（令和2年12月）

（％）

図3-1-1-5 地方移住への関心理由（東京圏在住で

地方移住に関心のある人、上位6 項目） 

図3-1-1-6 地方移住にあたっての懸念（東京圏 

在住で地方移住に関心のある人、上位6 項目） 
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また、移住の形態別にみると、Ｕターン者が37組(54.4％)、Ｉ・Ｊターン者のうち何らかの形

で本県と所縁のある移住者が19組(28.0％)、本県と所縁のないＩ・Ｊターン者が12組(17.6％)

と本県出身者や何らかの形で本県と所縁のある方の移住が多い傾向にあります。 

移住理由をみると、「地元で暮らしたい」が最も多く、Ｕターン者の多くがこの理由を選んでい

ます。第2章第1節の大学生の動向でみたように、県外就職希望者が県外就職後の見通しで、将

来的には青森県に戻りたいと考えている学生が多いことからも(152 ページ参照)、一度は都会に

出て都会での生活を経験した後に戻ってきたいという地元回帰の傾向が強くみられます。次に多

かったのは「新たな仕事をはじめたいから」で、新たなキャリアの新天地の場として本県を選ん

でいることがうかがわれます。次いで、「自然に囲まれて生活がしたいから」、「都会での生活スタ

イルを変えたいから」が多く、本県の豊かな自然や風土でのライフスタイルや仕事と生活のバラ

ンスがとれたワーク・ライフ・バランスが移住決定のポイントになっている傾向がうかがわれま

す。(図3-1-1-3) 

移住後の仕事の状況をみると、企業等への就職が最も多くなっていますが、次に多かったのは

求職中で、仕事を決める前に移住を決めるケースも少なくないことがうかがえます。また、地域

おこし協力隊、創業・起業といった、新たなキャリアに挑む場として本県に移住するケースも多

くみられます。(図3-1-1-4) 
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新型コロナの感染拡大をきっかけに、地方移住への関心は高まってきています。内閣府の「第

2 回新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査調査」の結

果から、東京圏在住者で地方移住に関心がある人の動向をみると、地方移住への関心理由として

最も高かったのは「人口密度が低く自然豊かな環境に魅力を感じた」で、「ライフスタイルを都市

部での仕事重視から地方での生活重視に変えたい」といった、地方特有のライフスタイルが改め

て見直されている傾向がうかがえます。また、「テレワークによって地方でも同様に働けると感じ

た」、「買物・教育・医療等がオンラインによって同様にできると感じた」といった割合も高く、

新型コロナの感染拡大をきっかけに拡大したテレワークの普及やオンラインの利用といった生活

行動様式の変化が、地方移住への関心を高めることにつながっています。(図3-1-1-5) 

一方で、地方移住にあたっての懸念をみると、「仕事や収入」、「買物や公共交通等の利便性」、

「人間関係やコミュニティ」といった割合が高く、その土地の情報が少ないために移住後の生活

に不安を持っていることが強くうかがわれます。その結果、新型コロナの拡大と相まって東京都

は転出超過となっているものの、近隣3県(埼玉県、千葉県、神奈川県)への転出が中心になって

いるとみられており、本県を含めた地方圏への移住は、必ずしも進んでいる状況にはありません。

(図3-1-1-6) 

 

 

 

 

人口減少が進む地方では、各県において移住施策が推進されており、人材の取り合いとも言え

る状況の中で、本県を移住先として選んでもらうためには、本県で暮らすことの魅力をＰＲする

ことや移住相談者の不安を解消するための体制の構築が必要なのはもちろんですが、何よりも移

住者が一定レベルの生活水準を維持できる程度の働く場としての魅力が必要です。 

また、県外就職した県出身者の中には、将来的なＵターンを考えている人も数多くいることが

推測されます。Ｕターンのための環境の整備を進めるとともに、特に、若年者等への積極的な情

報発信により潜在的なＵターン希望者に働きかけることで、本県がセカンドキャリアの場として

選ばれる可能性が高まってきます。 
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図3-1-1-5 地方移住への関心理由（東京圏在住で

地方移住に関心のある人、上位6 項目） 

図3-1-1-6 地方移住にあたっての懸念（東京圏 

在住で地方移住に関心のある人、上位6 項目） 
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2 創業者の動向 

県では、創業希望者がスムーズに創業できるよう、様々な支援を行うため、平成18年度(2006

年度)の弘前市を皮切りに、平川市、つがる市を除く県内の 8 市に、創業支援拠点を開設しまし

た。 

これらの創業支援拠点を利用した創業者数と新規利用者数の推移をみると、増加傾向にありま

す。令和元年度(2019年度)の創業者数は142名となり、最初の創業支援拠点が設置された平成18

年度(2006年度)以降最多を記録し、平成28年度(2016年度)から4年連続で100名を超えるとと

もに、新規利用者数についても平成30年度(2018年度)から2年連続で500名を上回るなど、高

い水準を維持しています。(図3-1-2-1) 

 

 

創業者の類型をみると、まず、男女別では男性の割合が高く、令和元年度(2019年度)に男性が

占める割合は59.9％となっています。(図3-1-2-2) 

また、年代別にみると、働き盛りの30代と40代での創業者が多い傾向にあります。令和元年

度(2019年度)では、30代が38.0％、40代が34.5％と30～40代で約7割を占め、一定の経験を

積んだのちに、創業するといった傾向がうかがえます。さらには、20代の創業者も10％前後で推

移しています。(図3-1-2-3) 
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業種別にみると、飲食が最も多く、令和元年度(2019 年度)では全業種の 31.7％を占めていま

す。続いて、生活関連サービス業(19.7％)、卸売・小売(16.9％)と、対人サービスを主とした第

3次産業での創業が多い傾向にあります。(図3-1-2-4) 

さらに、令和元年度(2019 年度)の創業者数のうちＵ・Ｉ・Ｊターン者数は17 人となり、創業

者数の約1割を占めています。(図3-1-2-5) 

 

 

 

このように創業者数が増加しているのは、創業支援拠点が増えたことで、身近な場所で相談で

きるようになり、創業するための環境が向上したことも一因と考えられます。今後も創業者が増

えることにより、若年層やＵ・Ｉ・Ｊターン者の活躍する場が増加していくことが期待されます。 

 

3 新規就農者の動向 

全国的に農林水産業の経営体数や就業人口が減少を続ける中で、「攻めの農林水産業」を掲げ、

農業を成長産業として積極的に支援してきた本県においても、農家の高齢化や後継者不足により、

近年の農業経営体数と農業就業人口は減少傾向にあります。(34 ページ「農業経営体数の推移」、

「基幹的農業従事者数(個人経営体)の推移」参照) 

このような中、近年の新規就農者数は高水準で推移しています。  

年代別にみると15～29歳が最も多く、令和元年度(2019年度)は42.8％を占めています。次い

で、30～39歳(27.7％)、40～49歳(20.2％)と若い世代が多い傾向にあります。(図3-1-3-1) 
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2 創業者の動向 
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新規就農者数のう 、農業法人への就 者数は農業 体数の とともに年々 向にあ

り、 年度(2019 年度)は、 近10年間で も多い110人となりました。農業法人就農者数

のう 、 農家出 者数3の割合が高く、他産業から就農に るケースが多くみられます。( 3

1 3 2) 

農業法人への就 者が している要 としては、初期 資や農地取 が 要で農業に参 し

やすいことに え、健康 や厚生年 など社会 の 用といった福利厚生 が手厚いこ

となどが考えられます。 

また、ＪＡ ループでは、 2年度(2020 年度) 在、県内10か の農協で農作業 事者無

業紹介 を開設し、求人側と求 者との ン を やすことで、 力 足を う取組

を行っています。 

 

 

 

県の農業 体で雇用されている農業 力のう 、常雇と 時雇いの 人数の相関を

みると、 県は他県に て 時雇いの割合が 的に高くなっています。( 3 1 3 3) 

これは、 県の主力作物であるり やながいも、に にくの栽培・ 作業の で多くの

人手を要する 、 雪により 期間の生産が ないことで 12 3 月までは人手を要しないこ

となどから、必要な時期だけ 時雇用するといったことが背景にあるためです。 

く 栽培をしている長野県、山 県、 山県でも 時雇いの割合が 的高い 向に

ありますが、長野県では 時雇いと常雇が くらいの割合となっています。ここでは 県と

に 雪地域でり 栽培の な長野県で常雇が多い理 について、 県との からみて

みます。 
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県の 30年(2018年)の農業産出 は3,222億円で、長野県は2,616億円と606億円の

があります。 

農業産出 を してみると、主要産 では、野菜と きは長野県が上回っていますが、 、

、 産は 県が上回っており、特に 産は約3 となっています。( 3 1 3 4) 

次に農業 体数で してみると 県が2万9,022 体(農林水産 「2020年農林業 ン

ス」( 数 ))であるのに対し、長野県は4万2,806 体で全国3位の 体数となってい

ます。 

また、雇い れた1 体当たりの雇用者数をみると、 県の179.0人 に対し、常雇の割合

の高い長野県では208.1人 と29.1人 の があります。( 3 1 3 5) 

体全体でみると、 県が520万人 であるのに対し、長野県は891万人 と、約1.7 の

となります。 
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一方、農産 や農産物 売 など 6 次産業化に関する農業生産関連事業の年間販売 をみ

ると、 県の284億6,200万円に対し、長野県は731億8,600万円と、 県は長野県の39.7％

にとどまっています。( 3 1 3 6) 

農業産出 に対する農業生産関連事業の年間販売 の 率をみると、 県では農産 と農

産物 売 で 4％ となっているのに対し、長野県では農産 が 10.3％、農産物 売 が

15.3％と高い割合となっています。全国も長野県と に 10％ にあることから、 県では 6

次産業化に関する農業生産関連事業が全国より 水準にあることがわかります。( 3 1 3 7) 

 

 

 

 

次に、農業生産関連事業に わる事業体数をみると、 県の 1,080 事業体に対し、長野県は

4,580事業体と 県の4 上となり、多くの事業者が6次産業化に わっていることがうかが

えます。( 3 1 3 8) 

1事業体当たりの農業生産関連事業の販売 をみると、農産 と農産物 売 は 県の方が

高い販売 となっています。( 3 1 3 9) 

 

 

 

これらのことから、 県においては規模の大きい6次産業化が進 しており、長野県では規模

は小さくとも多くの 体が6次産業化に取り組 でいることがうかがえます。 後は、規模の

大きい 6 次産業化を進めると 時に、より多くの 体が 6 次産業化に取り組むことで、通年
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県では、他産業から新たな リ の場として新規就農に るケースが多く、 来的な農業

の担い手となる若年 の新規就農者も えていることから、後継者の確 という観点では、大き

な をあげていると考えられます。しかしながら、「雇用の場」として農業の魅力を高めてい

くためには、長野県のようにより多くの農業 体が農業生産関連事業に進出し、そのことを通

て通年雇用を やしていくことが重要と考えられます。 

 

  では、移住者、創業者、新規就農者の動向をみてきました。社会人として リ のあ

るＵ・ ・Ｊターン人 は、県内 業において 力となるだけでなく、多 な や県外の

人的ネ ワー を活かすことで、イ ーションや新たな ーケティン の創出、 生産

性の向上も期 されます。 

  県内 業の求人 報や県内の らしの 報、移住に係る支 策などの 報を 的に発信

し、 力確 策の一つとして人 流を し、Ｕ・ ・Ｊターン者の受け れをさらに進め

ていくことが重要となってきます。 
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県では、他産業から新たな リ の場として新規就農に るケースが多く、 来的な農業

の担い手となる若年 の新規就農者も えていることから、後継者の確 という観点では、大き

な をあげていると考えられます。しかしながら、「雇用の場」として農業の魅力を高めてい

くためには、長野県のようにより多くの農業 体が農業生産関連事業に進出し、そのことを通

て通年雇用を やしていくことが重要と考えられます。 

 

  では、移住者、創業者、新規就農者の動向をみてきました。社会人として リ のあ

るＵ・ ・Ｊターン人 は、県内 業において 力となるだけでなく、多 な や県外の

人的ネ ワー を活かすことで、イ ーションや新たな ーケティン の創出、 生産

性の向上も期 されます。 

  県内 業の求人 報や県内の らしの 報、移住に係る支 策などの 報を 的に発信

し、 力確 策の一つとして人 流を し、Ｕ・ ・Ｊターン者の受け れをさらに進め

ていくことが重要となってきます。 
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2  の動向 

 

 の動向 

近年では、 ( 報通信 )を利用し、時間や場 を有 に活用できる な き方とし

てテレワー のような新しい き方がみられるようになってきましたが、 般の新型コ ナの

大をきっかけに、その動きが全国的に しています。 

東 商 リ ー の ンケー の から、 2年(2020年)4 10月までの在 ・

リ ー ワー の をみると、全国では4 5月の 事 での 率が50％ で

あるのに対し、 県では20％ にとどまっています。( 3 2 1 1) 

 

 

 

 

県において在 を取りやめた、または しない理 としては、「業 がリ ー ワー

に していない」が 55.6％で も多く、次いで「必要 (契約 含む)が電子化されていな

い」(11.7 )、「 報 リティに 安がある」(7.8％)などとなっており、全国においても「業

がリ ー ワー に していない」(86.6％)の割合が高いことから、在 の は全国と

ような 向にあると考えられます。( 3 2 1 2) 
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次に、内 の全国 により、テレワー 者が るテレワー のメリ と メリ

をみると、メリ としては、「通 が 要になる」(82.6％)、「休 時間・ 間時間を有 活

用できる」(58.3％)、「 きや気分 がしやすい」(44.6％)と、時間的な とりをメリ

としている 向がうかがわれます。( 3 2 1 3) 

一方で、 メリ としては、「社内での気軽な相談・報 が 難」(38.4％)、「取 等との

やりとりが 難」(31.6％)、「 を通 た 報のみによるコミ ケーション 足やス レス」

(28.2％)と、コミ ケーションの取りにくさが メリ となっている 向がうかがわれま

す。さらに、東 商 リ ー の と に、「テレワー できない は合わない である」

(40.0％)が も多い となっています。( 3 2 1 4) 
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さらに、テレワー 者の 場で取り組まれた業 としては、「社内の 合せや

定の仕方の 」(38.9％)、「 のやりとりを電子化、 ーパーレス化」(31.7％)、「社内シス

テムの ス 」(30.0％)の回 割合が高くなっています。 

 

県ではテレワー による き方がまだ多くないものと われますが、テレワー の が

全国的に普及することで、 の 業に在 しながら県内に 住して くことが となり

ます。 

また、県内においても、例えば介 が必要な と しながら通 が 難な市町村の事業 に

在 し くといったことも となります。 

これまで、家 の介 や育 などの理 によりやむなく や休業を なくされていた

者も、テレワー の により リ を中 することなく くことができるようになる

性もあります。 

新型コ ナをきっかけとした新たな き方の一つとして、 県においてもテレワー の

に向けた環 を進めていく必要があると考えられます。 

 

2 副業の動向 

テレワー と に 業も新たな き方の一つとして、 目されています。 

有業者( ：就業者と )のう 業を つ人の割合となる 業者 率をみると、 県は

4％前後で推移し、全国との は大きくありませ 。そのう 、 規の 員・ 業員が 業を

つ 業者 率では、 県の方が高いのに対し、 規の 員・ 業員の 業者 率では、全国の

方が高くなっています。( 3 2 2 1) 

業者のう 農業・林業を 業、若しくは農業・林業を 業とし他産業を 業とする人の 率

は、 県ではいずれも全国より高く、中でも農業・林業を 業とする割合が高くなっています。

特に農家は 業農家の割合も高く、農林水産業就業者の多いことが、 県における農業・林業で

の 業が多いことの要 だと われます。( 3 2 2 2)  

 

 

 

次に、新型コ ナの 大前と して、就業者の 業の 、 業等の がどう 化し

たかをみた内 の全国 によると、 2年(2020年)12月の では「まだ 体的ではな

いが 来の仕事や について考えるようになった」(21.0％)、「新たに 業を しは めた」
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(5.9％)、「新たに を しは めた」(4.7％)と、 業に関しての かしらの 化がみ

られています。しかし、新型コ ナに関する が かった 2 年(2020 年)6 月 と

すると大 に率が している 目もあり、 業の 、 業等の の 化が一 性のもの

なのかどうか継続してみていく必要があります。( 3 2 2 3) 

 

 

   県においても、新型コ ナにより 業者の雇用に している事業者と深 な人 足に

している事業者を支 するため、 2年(2020年)12月に「あおもり 業・ 業 報 イ

」を開設し、県内 業の人 確 と、 業・ 業 者への就 支 を行っています。 

 

来の 業は、 業の 足分を するためであったり、 県のように農業・林業での

業が一般的となっていました。しかし、近年では だけではなく、自 のス ル プや、

人的ネ ワー の開 ・ 大、 分野の活用、他産業での といった、 的な理 によ

り 業を つ方が見受けられるようになっています。さらには、仕事で培ったス ルを社会

に活かすプ や、 業から複数の仕事をこなすパラレルワー ー(複業)といった新たな

き方も かれるようになってきました。 

業においても 合分野 外で 業を 認するといった社会的な動きもあり、 後は、自 の

やりたいことや、なりたい自分を目指すための 業であったり、プ のように社会 や地

域 のための多 な 業が えてくるものと考えられます。 

 

では、新型コ ナをきっかけに するテレワー や 業などの多 な き方について

みてきました。 

雇用 の多 化や の発 により、 き方に対する 観も多 化し、人 はより流動

的になっていくことが されます。 
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テレワー の を進めることで、 県への移住 進や県外への人 流出に一定の めが

かかり、 業を 認することで、 力 足が深 な産業で人手を確 することが となって

きます。 

多 な き方を推進し、多 な人 に 県を でもらえるような取組や支 を行っていく

ことが必要と考えられます。 

 

＜コラム4 住民の主体性と地域ブランド：福島県西会津町のミネラル野菜と地域づくり＞ 

弘前大学大学院 地域社会研究科 教授 佐々木 純一郎   

 

福島県西会津町は、東側を「喜多方ラーメン」で有名な福島県喜多方市に接し、西側を新潟県と

接する。人口約６千人であるが、町内にある道の駅にしあいづは2004年にオープンし、年間60万

人の利用者がある。その内3,4割が新潟県であり、連休期間には関東からの来客も多い。2016年8

月、この道の駅に隣接して「ミネラル野菜の家」がオープンしている。町役場の担当者から、ミネ

ラル野菜と地域づくりについて興味深い話を聴いたので、このエピソードを中心に紹介したい。 

①健康長寿を目指したミネラル野菜の取組と地域づくり:当初の契機は町の健康長寿への取組で

あり、1997年にその一環として行われた中嶋農法の創始者・中嶋常允(なかしまとどむ)氏の講演会

にて健康ミネラル野菜を知ることになる。翌年、家庭菜園を作っていた5名の女性が中嶋氏の講演

に共鳴し、ミネラル野菜の栽培に取組始めた。この５名を中心とした女性19名が2008年に住民の

主体的組織「にしあいづ健康ミネラル野菜普及会」を発足させた(2014年度、「豊かなむらづくり全

国表彰 農林水産大臣賞」受賞)。ミネラル野菜の生産農家は117戸あり、ミネラル野菜は2019年

度、1億1,085万 9千円の出荷高である。このようなミネラル野菜の取組は、雇用創出、移住そし

て新規就農など、地域自体の存続に向けた動きにつながっている。 

②地域住民の主体性と行政(町)の推進体制の組合せ:①の背景には、住民と行政の濃厚な信頼関

係がある。例えば町議会では毎回、全議員による1人1時間の一般質問が行われるが、難視聴対策

のケーブルテレビによる議会中継は高視聴率である。気軽に住民が役場に電話相談する関係性もあ

る。また町は「ミネラル野菜栽培基準」を設け、2004年からミネラル野菜のハウスを、町で建設し

農家が分割支払いする仕組みを設け、安定生産を支えている(「耐雪型パイプハウスリース事業」)。 

③観光における歴史的背景と地理的条件:新潟県から参拝客を集める大山祇神社の存在等、歴史

的に貴重な社寺があるだけでなく、新潟県との交流人口を呼び込む地理的位置にあることも大きい。 

④食の魅力の発信:道の駅でミネラル野菜の販売や食事を提供する他、町内にＵターンによる複

数の洋食店が開業している。このような食の焦点化は、他地域の観光分野とも共通する論点である。 

⑤健康、観光、交流の一体化:ミネラル野菜の取組や観光だけでなく、沖縄県の子供達との相互

ホームスティなどの継続的な交流も特筆でき、これらが無理なく一体化しているといえる。 

西会津町の取組から参考となるのは次の2点であろう。第一に、小規模自治体の小回りの良さと

交流の輪である。上述の「にしあいづ健康ミネラル野菜普及会」の会員は、2014年時点で63名(人

口の１％)であり、専業農家の若手女性も含まれる。また活動は、町民やＪＡ青年部、酒造関係者や

流通関係者、飲食店関係者との交流など、町内だけでなく県外にまで広がり、後に続く人を育てる

「ものづくり・ひとづくりの輪」につながっている。第二に、歴史的背景や地理的条件の確認が必

要である。どの地域も必ず特徴や個性があるはずであり、それを活用する視点が大事になる。地域

ブランドは「ナンバーワン」ではなく「オンリーワン」を目指す取組である。「ないものねだり」で

はなく、地域の資産や資源を再発見し、人づくり等で磨き上げることがあらためて求められよう。 

*参考 佐々木純一郎(2021.3)「民間地域商社、自治体出資地域商社そして観光協会:有限会社漂

流岡山、株式会社東近江あぐりステーション、有限会社南相木村故郷ふれあい公社、一般社団法人

志賀町観光協会、一般社団法人喜多方観光物産協会、そしてにしあいづ観光交流協会」、『弘前大学

大学院地域社会研究科年報』第17号 
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第2部では、第1 で 市場を取り く と 来の について、第2 で求 者

側・求人側それ れからみた新規学 者の就 を る について、そして、第3 では 近の

き方の 化や、それを まえて ンド リ に関する考え方がどのように 化してきているの

かについてみてきました。 

これらでみてきた で共通するのは、 県の 市場におけるミス です。人口 や高

化が進み、 力人口の が続くと見込まれる中で、 県 が一定 上の水準を してい

くためには、 市場における や を始めとしたあら るミス を していく必要が

あります。それにより、若年 の県外流出の 制、県外からの人 の 流、 在的な 力の活用

など、 県が「 く場として ばれる」ことにつながっていくと考えられます。 

さらに、このようなミス の は 生産性の向上につながり、この 生産性の向上が

することで、 水準が されていくことになります。 

第4 ではこれらを まえた上で、 県が内外の人 から く場として ばれるために、 どの

ような があり、それをどう す きなのかについて、考 していきます。 

 

 の  

かつては仕事そのものが なく、有 求人 率が 0.2 0.5 の間を推移していた 県の

市場ですが、近年では、県内の有 求人 率が1 を えるようになってきました。しかし、産

業によって 足率は大きく なっており、ミス が生 ていることがわかります。また、

前は 1 を し上回る 度で推移していた新規高等学 業者の県内求人 率も、 27 年

(2015年) は2 を えるようになりましたが、新規高等学 業者や大学 業者等の県外就

割合は として高い 向にあります。 

第2 でみたように、就 活動が 化する前までは、県内就 を する高 生は多い 向

にありますが、就 活動期に ると、就 者が するとともに、県内から県外就 に

に り えるケースがみられます。 

就 を県内から県外に り える大きな要 として、大学生が県内就 を しても就きた

い仕事の内 や が ない、あるいは、 業 の高等学 業生等の専 性を活かせるような

求人が県内には ない、といった「 のミス 」があることが、県外就 割合を高めてい

る要 の一つと考えられます。 

 

のミス は、 する が 当に県内に存在していない場合、 当は存在している

にもかかわらず認 されていない場合、雇用条件等が り合わない場合の大きく3つが考えられ

ます。 

まず、 の有無について考 していきます。 県の産業 業者数 をみてみると、ま

ず全国と した場合、建設業の割合が高く、 造業の割合が いという特徴はあるものの、他

の産業では に大きな いはみられず、 県の産業 造自体がミス の とはいえない

場として選ばれるために 第 章 
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とも考えられます。一方、県外就 者の就業 として大きな 率を める東 と してみる

と、 県や全国と 第3次産業の割合が高く、とりわけ、 報通信業や ービス業(他に分 さ

れないもの)などの割合がかなり高くなっています。また、その他の第3次産業も に割合が

いものは なく、バランスの良い 造となっています。 ( 4 1) 

 

 

 

「産業 足率(青 県・ 年度)」(47 ー )をみると、近年ではいずれの産業において

も 足率( 足数 新規求人数)が 100％を 回っており、一部の産業で に求人が ないとい

う ではありませ 。 

これらのことから、 県ではいずれの産業においても仕事の としての求人数はあるものの、

仕事の内 や が ないといったことが考えられ、「 」ではなく「質」が となっているこ

とがうかがわれます。大学生等の で、「県外就 を する理 」(150 ー )からみら

れるように、「自分が する会社や仕事があるから」、「 当は青 県内に就 したいが、青 県

内には良い求人がないから」といった理 で県外就 を する学生は、 を せば、 する

仕事の内 や があることで県内定 に る 性が高くなるものと考えられます。 

 

次に、 が認 されていない、または条件が り合わない 性についてみていきます。 

県では、若者の県内定 ・ 流に向け、 2 3 年度(2020 2021 年度)に「県民み なが考
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広げ「青 の良さ」を再発見するきっかけづくりを目的としたワー ショ プを開 したところ、

参 した学生からは「地 と東 の いを再確認できた」、「自分の人生を長期的に考える視点を
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られた」、「『 く』だけでなく『生活』を めて考える機会になった」などの 見があり、学生

の の 化がみられました。 

さらに、学生へのインタビ ーを通 、学生が 業を する に、 者や教員 外の大人

と話す機会が ないなど学生には った 上に相談相手がいないこと、県内外の を知る機会

はあまり無く、 報が 足する中で、あまり「知らない」ままに 来のことを めている な

どがわかってきています。これらの取組を通 て見えてきたのは、学生が大人と話す機会や県内

の仕事を知る機会を作ることで、 県で くこと、 らすことに関し、これまで見えていなかっ

た、あるいは、気づいていなかったことが 々な視点から再認 されるということです。 

29 年度(2017 年度)における 県の公 高等学 におけるインターンシ プ 率は

77.6％で、全国 の84.8％に 7.2 イン く、全国43位となっています。 業の知名

度にかかわらず、求人 報では わらない仕事の内 を、 業体 や 社会人との対話などを

通 て高 生や大学生等に え、また、 々な 体を通 た 報発信を 化して県内に存在する

仕事の内 や を認 してもらうことが重要であり、学生の 業 の を広げていくような

環 づくりを行政、教育機関、産業 において取り組 でいく必要があると考えられます。 

 

かつては、第1次産業から第2次産業へ、そして第3次産業へと産業が していくことを「産

業の高度化」と呼び、 県においてもこのような取組を進め、その 、 水準は向上し、雇

用の場も広がるなど、相 の はあったと考えられます。 

しかし、 在においては、「産業の高度化」の 味は大きく なってきています。例えば、農業

についてみると、 や を活用して 力化・ 化や高 質生産を するス

ー 農業が推進されています。また、建設業についてみると、リ ー ンシン を活用した

や、Ａ を活用したイン ラの 理などが に取り れられています。さらに、 造業で

はプ テオ リ ンなど知的 産に されたイ ーションによって の高い商 開

発や販 開 が行われています。このように、これからは や 、Ａ 、

等を活用しながら、それ れの産業自体が高度化していく、新たな取組が必要と考えられます。 

 

2年(2020年) 、新型コ ナの発生をきっかけに、これまで当たり前と考えられていた

生活行動 式が しました。 大 のために されたテレワー やリ ー 会議など、

の発 とともに、新たな 観のもとで き方が わりつつあります。さらに、

要の 大やオンライン授業、コン ー や演 のオンライン 信、イ ン のオンライン開

など、ライ スタイルの 化によって新たな ービスが創出し、それに する産業では市場の

ー が高まってきています。 

新型コ ナは、 県 にとって大きな 機ではありますが、これを一つのきっかけとして

え、 県 業においても、 々な市場 ー に対 したビ ネスの に 的に取り組むこと

により、若年者にとって く場として魅力のある仕事の内 や を創出していくことが必要で

あると考えられます。 

 

さらに、こうした き方やライ スタイルの により、それまでの東 一 集中から地方回

への機 が高まってきています。新たな仕事の内 や を創出していくことは、若年者が高
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校や大学等で培った知識や技術を活かせるような産業やビジネスを創出し、若年者が個々の能力

を活かして活躍・成長・スキルアップできる場を生み出すことにつながり、ひいては、若年者の

県内定着やＵ・Ｉ・Ｊターンによる人財還流にもつながってくると考えられます。 

   

2 人財への投資 

ここまでみてきた中で、本県においては全国と比べて、賃金が低いことがわかりました。 

賃金について論じた著書として、エンリコ・モレッティ著「年収は『住むところ』で決まる 

雇用とイノベーションの都市経済学」によると、高技能者の割合が高い都市では、イノベーショ

ンが活発で、賃金水準も高くなるとされています。これは、高度な知識と技術を有する同僚と一

緒に働くと、他の労働者の生産性も向上するためと考えられています。併せて、高技能者がいる

と、企業が新しい高度なテクノロジーを導入しやすくなったり、高技能者と交流する人ほど生産

的で創造的になるといった人的資本の外部性が生まれるとされています。また、高技能者が多く

なることで、地域経済のあり方が根本から変わり、住民が就くことのできる仕事の種類が増え、

高技能者だけでなく、他の労働者の給料も高くなるとされています。 

 

高技能者としては、現に、若しくは将来的に専門的な知見やスキルを有することが期待される、

大学等卒業者や経験豊かなセカンドキャリア人財、専門学科の卒業者等が想定されますが、高技

能者の一例として有業者(注：就業者とほぼ同義)に占める大学・大学院卒業生の割合と所定内給

与額の相関をみてみます。有業者に占める大学・大学院卒業者の割合は全国平均で29.7％であり、

大学・大学院卒業生の割合が高くなるほど所定内給与額が高くなるという強い相関がみられます。

また、大学・大学院卒業者の割合は首都圏や関西圏で高く、宮城県を除く東北と福岡県を除く九

州各県では低い傾向にあり、本県についてみると、有業者に占める大学・大学院卒業生の割合は

15.8％と全国平均と比べて13.9ポイント低く、秋田県の14.9％に次いで全国で2番目に低い割

合となっており、所定内給与額は全国で最下位です。同じ地方圏においても北陸や中国、四国の

各県では、大学・大学院卒業者の割合は20％を超えています。(図4-2) 
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このように、大学・大学院 業者の割合が い要 として考えられるのは、大きく分けて2つ

あります。1 つは大学等進学率が いこと、もう一つは県外大学 業後に 県に って来ない、

若しくは県内大学 業後に県外に 出する割合が高いということです。後者については、これま

でみたとおり事 であることがわかっていますので、ここでは前者について確認してみます。 
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に対し、 県は32.8％で、その は12.0 イン ありました。これが、 29年(2017年)3月

になると全国の54.7％に対し、 県は44.6％でその は10.1 イン と、 14年(2002年)

より1.9 イン 小しています。 

一方で、有業者に める大学・大学院 業者の割合の推移を 県と全国で してみてみると、

14年(2002年)は全国の21.0％に対し、 県は10.7％で、その は10.3 イン ありまし

た。これが、 29 年(2017 年)になると全国の29.7％に対し、 県は15.8％でその は13.9

イン と、 14年(2002年)より3.6 イン 大しました。このことから、有業者に め

る大学・大学院 業者の割合が い要 は、大学等進学率の さではなく、大学・大学院 業者

の県内定 が ないためであるということがわかります。( 4 3) 
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述したとおり、新規学 者の県内定 が進まない要 として、仕事の内 や の なさや

の さが としてありますが、これを していくためには高度な知 や を つ

者が県内で けるような場を やすこと、すなわ 、ミス を するためのビ ネスの

を進めていくことが必要であるということです。 

 

「 東 3県に 在する大学の 学者数と県内就 内定者数」(147 ー )でみたように、

県は隣県の 手県や 県と して、大学生の数は多く、県内出 者 率も高いという テン

シ ルがあることから、この テンシ ルを 的に活用していくことが期 されます。 

そのためには、受け れ側の 業として、 力の確 という考え方から人 への 資という

考え方への発 の が必要となります。その には、大学・大学院 業者や ンド リ

人 、専 学科の学 者など高 者を人的資 と え、これに 資していくという考え方で、

県内 業が 的に受け れていくという が必要となります。 
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的に地域全体の 水準も向上することとなります。さらには、 生産性が向上すること
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めのミス の が く求められます。 

このような、「 生産性の向上」 「 の向上」 「地域全体へ 及」 「さらなる生産性

の向上」という 環を生み出すことにより、 県は く場として ばれることになるのです。 

 

これらの 環を生み出すためには、長期的かつ複合的な取組が必要となりますが、その間、

新型コ ナ にあっても手をこまねいているわけにはいきませ 。そこで 期的な取組として、

高 生や大学生等に対しては、 業体 や社会人との対話や 報発信の 化などを通 、生活

を含めて ータルで就 を考えてもらうための環 づくりの か、 業においては有 休 の

取 化や長時間 の 、 一 一 の といった き方 を推進していくこ

とが求められます。また、 在的なＵ・ ・Ｊターン者に向けた 的な 報発信や移住後も含

めた 々な支 が必要となってきます。 

このような取組を進めつつ、中長期的な取組として、新たな時 に求められる産業を創出する

ことにより、若年者にとって魅力のある仕事の内 や を やすとともに、大学・大学院 業

者や ンド リ 人 、専 学科の学 者といった高 者など人 への 資が重要となり

ます。こうした取組によって、 生産性が いと長年 われ続けた 県の が られ、、

来的に若年者やＵ・ ・Ｊターン者から く場として ばれることにつながっていくものと考

えられます。 
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ここまで、新規学 者を始めとした若年者と県外 出者から、 県が く場として ばれるため

の方向性について考 してきました。 

Ｊ の の推 によると、 長と 参 が一定 度進む ースラインシナリ

オでは、 県の 力人口は、 29年(2017年)の66万6千人から 22年(2040年)には44万

8千人となり、約3分の2の水準まで 込むと見込まれています。 県の 力人口と 規模

の 手県や 県と しても、 めて大きな となっています。これは、高等学 業者の

県外就 率が全国で も高いことなど、若年者の県外流出の多さが く していることがうかが

われます。 

県では有 求人 率が長い間0.5 を 回っていた があり、「青 県には仕事がない」と

のように われた が、 なからず にでもあるのではないでし うか。 15年度 青 県

社会 人口 社会への対 では、就業機会を求めての人口移動が青 県の人口 の

一 であると分 していますが、 では、新規高等学 業者の求人 率は2 を え、1 人に

対し2つ 上の求人がある時 となっています。一般求人においても有 求人 率が1 前後で推

移しており、 なくとも「 」の観点においては、一 前の 県とは なる にあります。しか

し、 として や 時間などの においては、全国 ラスのままであり、 後は「質」

を高めていく必要があります。 

 

新型コ ナの により、足 の雇用 は一時と すると 含 でいますが、中長期的にみ

ると、 後も人手 足の は続き、景気回 期に ると、一気に人手 足 が まることも 定

されることから、 できる対策を に進めていくことが必要です。 

県では、「人は青 県にとっての『 (たから)』である」という基 的考えから、人 のことを

「人 」と表 し、育 に取り組 でいますが、全国的に人手 足 が まっている中においては、

人 は 県の (たから)であるだけではなく、他の 道 県からみても貴重な であることは間

いありませ 。 

・福 分野などでは、 後 を始めとした大 市 で大 な人手 足になることが見込

まれる中で、 県が く場として ばれるということは、他の 道 県との しい人 を

く必要があるということです。また、 県には新規学 者等が就きたい仕事の内 や が

ない等のミス の問 もあることから、就業 者が個々の 力を活かしていける、時 の

化に対 した、 く場として魅力ある産業を育 していくことが求められます。 存の 業にお

いても、専 知 を つ者の活用を通 て生産性を向上させていくという視点を って、人 に

資していくことが求められます。さらに、新型コ ナの で わりつつある き方を定 させて

いく等、時 の 化に に していくことも求められます。いずれにせよ、 県産業の 造の

を りつつ、 業の生産性向上を っていくことが必要です。 

個々の 業が「 はまだ人手が足りている」、「 とかしたいが難しい」などと っているう に、

取り しのつかない に る 性も 定できませ 。 

「 く場として ばれる」ためには、行政、産業、教育など、 々な機関が知 を出し合って、

この難 を り っていかなければならないのです。 
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新型コ ナの で、これまでの東 一 集中の 向には 化がみられるようになり、 なから

ず地方回 は い を受けています。これまでの 観が わりつつある こそ、若者を定 させ

る ンスとも えます。これまでも、行政を始め、 々な主体が若者の定 に向けた取組を行っ

てきましたが、さらに 後は、 県のビ ネスの を通 て、若者の定 を るという視点を

え、人 への 資を行いながら、 業の生産性向上の 事例を創出し、全体に 及させていく取

組を 進していくことが必要だと われます。 

若年者の地方回 ・県内定 を っていくためには、雇用・就業環 の による きやすさの

みならず、 よりもそこで生活していきたいと う らしやすさが重要となります。県では、「 っ

てよし、 れてよし、住 でよし」の青 県を目指した 々な取組を進めています。県、市町村、

県内 業、県民一人ひとりのあら る主体が、この取組を推進し、安心して らせる地域をつくっ

ていく必要があることは うまでもありませ 。 

＜コラム5 新型コロナ禍における経済構造の変化と地域経済の適応力＞ 

日本銀行青森支店 支店長 森本 喜和   

新型コロナ禍が県内経済に与えた影響は、通常の景気悪化局面と異なっています。それは、感染

リスクを警戒する個人や企業が行動様式を変えたことで、需要構造自体が短期的にせよ変化したと

いうことです。例えば、外食から内食へのシフトや、買い物のネット通販へのシフトのほか、各種

会議等への出張参加からオンライン参加へのシフト（運輸・宿泊需要からパソコン・通信機器等の

需要へのシフト）などです。このため、全ての業種・企業が同じように売上減少に見舞われた訳で

はなく、明暗が分かれました。 

こうした需要構造の変化は、従来の供給構造とのミスマッチを招いていると考えられます。これ

は、貴重な人的資源をはじめとする県内経済の潜在力を十分に活かしきれていないことを意味しま

す。 

このため、県内経済の成長力を取り戻し、強化していく上では、こうした需要構造の変化に対し

て企業がうまく適応できるかどうか――「環境変化への適応力」――が重要になってきます。 

この点に関し、例えば小売業界では、ネット通販を強化する動きや、さらに進んで、ネット通販

サイトを通じて得た顧客のビッグデータを活かしてより効果的・効率的な販促手法を開発しようと

する動きもみられます。また、業種を問わず、ＩＴを活用してオンライン営業を強化したり、テレ

ワーク環境を整備したりするなど、環境変化に上手く適応しようという動きもみられます。当県の

企業が環境変化に適応し、活力を高めていけるかどうかは、長年の課題である若者の県内就職やＵ

ターン・Ｉターンを促すためにも重要と思われます。 

また、企業だけでなく個人も、環境変化への適応力が重要になっていると言えます。足もとでは、

飲食等の対面型サービス業の求人が落ち込む一方、ＩＴ人材等の不足感が強まっているほか、医療・

福祉等での人手不足感も続いていますが、異なる業種への転職は容易でないため、少なからぬ人が

十分に活躍できない状況に置かれています。こうした雇用のミスマッチを解消していくには、個人

の側としても、世の中のニーズの変化に応じて新たなスキルを習得できるよう、何らかの形で動機

付けや後押しを行うことが重要と考えられます。 

なお、今後の新型コロナの感染状況次第では、意外に早く元の職業に戻ることになり、せっかく

習得したスキルを発揮する機会がすぐには訪れないかもしれません。ただ、今後もどのような経済

ショックに見舞われるか分からない以上、習得したスキルは無駄になるわけではないと思われます。

また、副業をしやすい社会になりつつある中で、普段から副業として従事するという選択肢もある

かもしれません。 

さらに、企業や個人が環境変化に適応していく上では、地域金融機関の役割も重要です。新型コ

ロナ禍のもとで、これまで地域金融機関は、主に企業や家計の資金繰り支援――いわば「輸血」―

―を通じて地域経済を支えてこられました。今後は、企業の事業構造自体の見直しなど、いわば「体

質改善」の支援へと役割の重点が移っていくと予想されます。 

こうした中で、地域金融機関は、地域に密着する存在ならではの地に足の着いたコンサルティン

グ機能を発揮すること等を通じて、企業等の環境変化への適応をサポートすることが期待されます。 

以上のとおり、新型コロナ禍の影響を受けた県内経済の成長力を取り戻し、さらに強化していく

上では、県内の幅広い関係者が、それぞれの立場で、環境変化に上手く適応していくことが重要で

すし、また期待されるところです。 
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 「 」に いては、 政策 が している下 の 等の概 を示すとともに、

平成29年(2017年)から4カ年の経済動向を年表にして します。 

1 景気動向指数の概  

2 景気 ッ ャー  

3 令和2年(2020年)中に 表された の 果 

4 平成29 令和2年(2017 2020年)の び ・ 外の経済動向の年表 

 

 景気 の  

 

( ) 景気 ( Ｉ ＤＩ)の  

景気動向指数は、生 、 など様々な経済活動での か 景気に 感に する指標の動き

を することによって、景気の現状 び 来 に するために 成された指標です。 

景気動向指数には、 成する指標の動きを 成することで景気 動の大きさや ン ( 感)を

定しようとするものであるコン ジット・イン ック ( Ｉ)と、 成する指標のう 、改善して

いる指標の を 出することで景気の 経済 への の い( )を 定することを

な 的とする ージョン・イン ック (ＤＩ)があります。 ＩとＤＩには、それぞれ、景

気に対し先行して動く先行指数、ほ して動く 指数、 れて動く 行指数の3本の指数が

あります。 

な 、景気動向指数は、 経済 から ばれた指標の動きを して、 の指標によって景

気を しようとするものであり、 ての経済指標を 的に して景気を ようするもので

はないことに する があります。 

 

(2)  Ｉ ＤＩの の  

Ｉが上昇している時が景気の 期( 況)であり、低下している時が景気の後 期( 況)

です。 Ｉの動きと景気の転 (景気の ・ )は概ね します。 Ｉの 化の大きさ

から、景気の は後 の ン ( 感、 い)を み ります。 

月の 表には、3 カ月後 移動平 と 7 カ月後 移動平 を せて して り、3 カ月

後 移動平 の の 化により、 の 化(改善 み、悪化 下げ止まり)を、7 カ月後

移動平 の の 化により、景気の 化(景気 期 景気後 期)をみます。 

、ＤＩは、景気 の動きの 経済 への 効果を 定するとともに、景気 の判定

に いることを な 的としています。0 100 の で 動し、50 インを上回っている期 が

景気の 期( 況)で、50 インを下回っている期 が景気の 期( 況)です。ＤＩが、50

インを上から下に る時 が「景気の 」( 期から 期への転 )、50 インを下から

201 

上に る時 が「景気の 」( 期から 期への転 )です。 

 

( ) 景気 の  

本 では、 10景気 以降に いて( 11景気 を除き)、景気が する に景気動向

指数の を見直して改定を行い、 の ・向上を図ってきました。 

 平成27年(2015年)7月に行 れた 府の改定を 、本 に いても 15景気 の 定に

せて景気動向指数を見直し、4年 りに 5次改定を行い、平成28年(2016年)1月 から新し

い景気動向指数による 表を 始しています。 

先行、 び 行 の の改定による な は以下のと りです。(表1-1) 

な 、 する の数は、先行8、 7、 行7とそれぞれ と同数となっています。 

 の  

  先行 に いて、 指標 日経商品指数(42 ) 、 に いて、生 指標

生 指数 、 行 に いて、 指標 効 数( 数) をそれぞれ新 しま

した。 

 景気 の  

に いて、東日本大震災以降生 動向との相 が まっている生 指標 大

と、イン ー ンジ数の や新 の影響等から流 動向との相 が まっ

ている流 指標 東 自動 Ｉ 数 をそれぞれ除外しました。 

 の (同 は の に いて り、 が するもの) 

行 に いて、 指標 現金給 額( ) を 指数( ) に し

ました。 

 

 景気 の ( ) 

  新  

先
行

 

新 出 数 前年同月比  新 出 数 前年同月比  

生 生 指数 前年同月比  生 生 指数 前年同月比  

新 率( 数) 季節  新 率( 数) 季節  

定外 時 指数( ) 前年同月比  移行 先行  

新 前年同月比  新 前年同月比  

前年同月比  前年同月比  

数( イクル) 前年同月比  数( イクル) 前年同月比  

中 景況ＤＩ 数  

 

中 景況ＤＩ 数  

日経商品指数(42 ) 前年同月比 新  
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 景気の転 に いて、 府によれば、「景気が 期から後 期に 化するとき、 が

に って ( )に した後、下っていくことになぞら て、「景気の 」と言い、同様に、景気が

後 期から 期に 化するとき、 ( )に下りた後、 っていくことになぞ られて「景気

の 」と言う」とされています。 

 本 では、 経済の動向を し、客 的に するための 標 として示すとともに、 や

の経済との比 などのため、景気の や後 を る中 的な転 である景気 準

日付( ・ )を 定しています。 

 

 景気 準日付は、景気動向指数( 指数)の から られる トリカルＤＩに き

定します。 トリカルＤＩは、 指数の 々の とに と を 定し、 から に

いたる期 は て下降(マイナ )、 から にいたる期 は て上昇(プ )として 出していま

す。 

 この トリカルＤＩが、50 を上回っている期 が景気 期、下回っている期 が景気後

期であり、50 インを上から下に る直前の月が景気の 、下から上に る直前の月が景気の

となります。 
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 な 、 々の の の日付 定は、 の ( 経済 )で 発された

イ・ ッシャン( - ) ( )によって行っています。 

 

の 15 景気 に相 する本 の景気 準日付(景気の ・ )は、景気の が平成 24 年
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を景気の として 定的に 定しました。これにより の景気の 期 は71カ月となり、 後
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( ) 2 (2 2 )の景気  

令和2年(2020年)の Ｉ 指数をみると、新型コロナ イル 感 の感 が 大した3月以

降、大きく下降しています。特に緊急事態宣言が発出された4月は前月比12.5 イント減の52.1、

さらに6月には44.7と、リーマンショックや東日本大震災の を下回る水準まで みました。

な下降 として、3 月は ( 効 率 、消費( 行 高、 ・ ー ー販売額)

の指標の みが、4 月以降はこれに て生 ( 生 指数、 生 指数) の指

標の みが大きく影響して り、外出自粛による消費の みや 活動の 等、経済活

動が したことによるものと られます。7月以降は徐々に上昇 向で推移し、12月は

や生 の指標が高い水準となったことから、前月を4.7 イント上回る55.1となりました。

(図1-2、表1-2) 
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2 景気  

( ) の  

景気 ッ ャー は、 ー には表れにくい、 の生活 感により い景気動

向、い る「 景気」に するきめ かな を く し、 の景気をより的 に

することを 的とする です。平成13年(2001年)7月に を 始して以来3カ月 と(1月、

4 月、7月、10 月)に し、 月上 に 果を 表して り、 が高いものとなっています。 

 は、 を東 ・ ・ ・下 の4 に 、 ・ ・ の

で、 に る経済活動の動向を 感に する現 を できる に 事する100

の (々コン ン トア や 売 、 クシー 、 ル 、 ナック経 等)

に「景気 ッ ャー」を し、現 の景況感に する事 に いて回 していただいています。 

 な 事 は、「3カ月前と比べた景気の現状に対する判断( 向 )とその理由」 び「3カ月

後の景気の先行きに対する判断( 向 )とその理由」の2 です。判断理由に いては、自由

により回 していただいて り、景気の 感に対する生の声をうかがうことができます。 

 な 、 年 した特別 「新型コロナ イル 感 による の景気への影響に する

」の 果に いては、 1 3 (120ページ)に しています。 

 ・  

  

 の ・  

  

 ＤＩの  

 5 の判断それぞれの 定の 数に 判断の 成比( )を じて、ＤＩを 出しています。 

  

 回 が「(景気は) らない」と回 した 、ＤＩは50となるため、50が景気の 

向 を表す となります。 

 

  客  数

東  とその 30 23 4 3

  前 、 、 とその 30 22 6 2

  、 和 、 とその 30 21 7 2

下  とその 10 9 1 0

100 75 18 7

対     

事 、 販売

品 、 品 、 ・ ルプ 、 気 、 、経 コン ル ント、

・ イン

、新 、

売
コン ン トア、 、 ー ー、 販売、 、

販 、 売 、商 、 売

、レ ト ン、 ナック

ー
型 ル・ 、 型 ル、 等、 行 理 、 クシー、

、 ンコ 、 、 リン ン

数 1

くなって

いる

0.75 0.5 0.25 0

悪くなって

いる
やや く

なっている
らない

やや悪く

なっている
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(2) 景気の現状判断ＤＩ・先行き判断ＤＩの推移 

3 カ月前と比べた景気の現状に対する判断を示す指標である「現状判断ＤＩ」は、リーマンショ

ック後の平成21年(2009年)1月期に過去最低の13.0まで下降したあと上昇に転じ、途中、平成23

年(2011年)の東日本大震災発生直後に大きく下降したものの、同年7月期には景気の横ばいを示す

50前後まで回復し、平成25年(2013年)4月期には政府の経済対策などにより過去最高の57.8まで

上昇しました。消費税率が引き上げられた平成26年(2014年)4月期以降は下降に転じ、平成27年

(2015 年)1 月期の39.8 まで下降が続きましたが、同年4 月期にはプレミアム商品券販売効果など

により再び上向き、同年10月期からは、やや大きく下降する時期もあったものの、令和元年(2019

年)7月期までは概ね50前後で推移しました。 

その後、同年10月1日からの消費税率引き上げによる節約志向の高まりや、来客数・売上の減少

により、同年10月期には40.2にまで下降しました。令和2年(2020年)1月期も消費税率引き上げ

の影響は続き、暖冬による季節商品の売上低迷もあって37.5とさらに下降したところに、新型コロ

ナの世界的な流行が始まりました。これにより宴会等のキャンセルが相次いだほか、イベント等の

中止や外出自粛などによる客数・売上の減少で景況感は大幅に悪化し、同年4月期には8.8と過去

最低の水準となりました。その後、緊急事態宣言が解除され、徐々に客数や消費活動が回復し始め

たことや、特別定額給付金(123 ページ参照)の効果などから、同年 7 月期には 34.5 と大幅に改善

し、10月期も新しい生活様式への慣れなどから49.5と50に迫る回復を見せましたが、景気判断の

理由をうかがうコメントには「景気は悪いままである」との声も多くみられました。(図2-1) 

 

また、3 カ月後の景気の先行きに対する判断を表す指標である「先行き判断ＤＩ」は、リーマン

ショック後は景気対策への期待感から、東日本大震災後は復興への期待感からそれぞれ上昇しまし

た。平成25年(2013年)には、景気回復への期待感から50を上回る時期が続き、4月期に過去最高

の60.4となりましたが、消費税率引き上げ前の平成26年(2014年)1月期に50を下回り、同年4月
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2 景気  

( ) の  

景気 ッ ャー は、 ー には表れにくい、 の生活 感により い景気動

向、い る「 景気」に するきめ かな を く し、 の景気をより的 に

することを 的とする です。平成13年(2001年)7月に を 始して以来3カ月 と(1月、

4 月、7月、10 月)に し、 月上 に 果を 表して り、 が高いものとなっています。 

 は、 を東 ・ ・ ・下 の4 に 、 ・ ・ の

で、 に る経済活動の動向を 感に する現 を できる に 事する100

の (々コン ン トア や 売 、 クシー 、 ル 、 ナック経 等)

に「景気 ッ ャー」を し、現 の景況感に する事 に いて回 していただいています。 

 な 事 は、「3カ月前と比べた景気の現状に対する判断( 向 )とその理由」 び「3カ月

後の景気の先行きに対する判断( 向 )とその理由」の2 です。判断理由に いては、自由

により回 していただいて り、景気の 感に対する生の声をうかがうことができます。 

 な 、 年 した特別 「新型コロナ イル 感 による の景気への影響に する

」の 果に いては、 1 3 (120ページ)に しています。 

 ・  

  

 の ・  

  

 ＤＩの  

 5 の判断それぞれの 定の 数に 判断の 成比( )を じて、ＤＩを 出しています。 

  

 回 が「(景気は) らない」と回 した 、ＤＩは50となるため、50が景気の 

向 を表す となります。 

 

  客  数

東  とその 30 23 4 3

  前 、 、 とその 30 22 6 2

  、 和 、 とその 30 21 7 2

下  とその 10 9 1 0

100 75 18 7

対     

事 、 販売

品 、 品 、 ・ ルプ 、 気 、 、経 コン ル ント、

・ イン

、新 、

売
コン ン トア、 、 ー ー、 販売、 、
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(2) 景気の現状判断ＤＩ・先行き判断ＤＩの推移 
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期には34.9にまで みました。その後、消費回復への期待感から上昇し、平成27年(2015年)

から平成31年(2019年)4月期までは概ね50前後で推移しました。 

しかし、消費税率引き上げを た令和元年(2019年)7月期には、消費の みへの など

から下降し、同年10月期も33.8と大きく下降しました。令和2年(2020年)1月期になると、東

リン ック・ リン ック への期待から43.8と上昇しましたが、新型コロナが世界的に流

行し、イベント等の中止や外出自粛等による経済活動 止への から、同年 4 月期には 11.4 と

過去最低の水準となりました。同年7月期には、徐々に経済活動が回復することへの期待から38.0

と大幅に回復し、10 月期も 48.5 とさらに上昇しましたが、 後も感 の影響が続くことへの

や、先行きの 感を げる声も多くありました。(図2-1) 

  

( ) 景気の現状判断ＤＩの推移 

「現状判断ＤＩ」に いて、 別にみてみると、リーマンショック後や東日本大震災発生直後

は で大きく みましたが、震災の が 大だった では、復興 により概ね

50を上回って推移しました。消費税率が引き上げられた平成26年(2014 年)4月期以降は、概ね

で50を下回る時期が続きました。平成28年(2016年)は、 新 効果などから、東

、 で50 を上回った時期がありましたが、令和元年(2019 年)には、消費税率引き上げの

影響から で下降し、50を下回りました。 

令和2年(2020年)は、新型コロナの影響から、4月期に東 を除く3 で過去最低の水準

となりました。7月期からは で大幅に改善し、東 では10月期に50を上回っています。

(図2-2) 
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 ここでは、 政策 が を し、令和2年(2020年)中に 表した の

果の概 に いて、 に します。 

 な 、 の に いては、 の 等を ください。 

 

・  

 経済セン は、事 び の経済活動の状態を らかにし、 が に る 的な

を らかにするとともに、事 ・ を対 とする の のための

を することを 的として り、事 ・ の 本的 を らかにする「経済セン

」と事 ・ の経済活動の状況を らかにする「経済セン 活動 」の2 から

成り っています。 

 回は、令和元年(2019 年)6月から11月( に いては6月から令和2年(2020年)3月)まで

に、 て1の事 ・ に いて された「令和元年経済セン 」のう 、

事 を対 とした 2の 果の概 を します。 

 

  の  

 令和元年経済セン (以下「元年 」という。)によると、本

の 事 数は6 2 373事 ( の約1 )となって り、 は639 8 912事 となって

います。 

その事 数を活動状態別にみると、 続事 が5 4 663事 となって り、 数に める

は、87.6 となっています。 、新 事 3は7 710事 となって り、 数に め

る は、12.4 となっています。  

また、 事 は1 172事 、 事 は6 550事 で、 せて7 722事 となりま

す(表3-1)。  

 

                         
1 に する 経 の事 、 事 ー 、外 、 び に する事 を除く。 
2 令和元年経済セン - は、 事 を 対 とする と、 び を対 とする

の がある。 
3 来 いていた「新 事 」とは定 が なる。 回の では、 を活 し、 税 表

イトに があり、前回までの で られていなかった事 を に している。そのため、 来

の「新 事 」よりも幅 に事 を ていることから「新 事 」という を っている。  

％）

新

％）

青森県 62,373 54,663 87.6 7,710 12.4 1,172 6,550

6,398,912 5,211,394 81.4 1,187,518 18.6 117,514 699,989

・新 ）

3-1 状

資料） 「 年 ン - 調査 調査）」
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大 別4に新 事 数をみると、本 では「 ー ( に されないもの)」

が848事 ( の18.9 )と最も多く、次いで「 売 売 」が793事 (同17.7 )、

「 ー 」が469事 (同10.5 )などとなっています。 では「 売

売 」、「 動 品 」、「 ー ( に されないもの)」が上 となっ

ています。 

また、 大 別に新 事 の 数をみると、本 では「 売 売 」が

6 374 ( の17.0 )と最も多く、次いで「 ー ( に されないもの)」が5 692

(同15.1 )、「 」が5 368 (同14.3 )などとなっています。 でも本 と同様に

「 売 売 」、「 ー ( に されないもの)」、「 」が上 とな

っています(表3-2、図3-1 2)。  

 

 

  

 

  

 

 

                         
4 元年 では、新 事 に いてのみ、 、 数などを している。 

青森県

％） ( ） ％） ％） ( ） ％）

計 4,479 100.0 37,586 100.0 538,900 100.0 5,196,142 100.0

を く） 176 3.9 1,878 5.0 8,456 1.6 94,381 1.8

2 0.0 21 0.1 154 0.0 1,495 0.0

468 10.4 4,244 11.3 57,554 10.7 442,057 8.5

122 2.7 2,395 6.4 23,333 4.3 374,395 7.2

気・ ・ ・ 37 0.8 259 0.7 3,218 0.6 11,825 0.2

72 1.6 946 2.5 23,039 4.3 333,781 6.4

99 2.2 1,789 4.8 11,824 2.2 262,673 5.1

793 17.7 6,374 17.0 93,243 17.3 875,456 16.8

78 1.7 674 1.8 9,020 1.7 100,913 1.9

370 8.3 1,215 3.2 72,818 13.5 265,490 5.1

・ ー 183 1 1 1 1 3 1 51 5 288 5

ー 469 10.5 2,889 7.7 39,146 7.3 412,277 7.9

ー 287 6.4 1,459 3.9 28,567 5.3 204,746 3.9

133 3.0 1,141 3.0 17,310 3.2 131,827 2.5

333 7.4 5,368 14.3 40,338 7.5 593,670 11.4

ー 9 0.2 81 0.2 501 0.1 10,830 0.2

ー に分 ない の） 848 18.9 5,692 15.1 58,884 10.9 791,830 15.2

3-2 大分 新 ）

資料） 「 年 ン - 調査 調査）」

） な の ら を に 計
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大 別に新 事 の 別の 数をみると、本 の では「 」が

3 641 ( の18.3 )と最も多く、次いで「 ー ( に されないもの)」が3 197

(同16.1 )、「 売 売 」が2 872 (同14.5 )などとなっています。 、 では「

」が3 707 ( の20.9 )と最も多く、次いで「 売 売 」が3 493 (同
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19.7 )、「 ー ( に されないもの)」が2 490 (同14.1 )などとなっています。(表

3-3、図3-3)。  

 
 

 

 

 

青森県

） ％） ％） ） ％） ％）

計 37,586 19,848 100.0 17,707 100.0 5,196,142 2,914,398 100.0 2,268,759 100.0

を く） 1,878 1,263 6.4 615 3.5 94,381 70,361 2.4 23,943 1.1

21 17 0.1 4 0.0 1,495 1,340 0.0 155 0.0

4,244 3,641 18.3 603 3.4 442,057 356,652 12.2 85,279 3.8

2,395 954 4.8 1,441 8.1 374,395 246,159 8.4 128,106 5.6

気・ ・ ・ 259 81 0.4 178 1.0 11,825 8,295 0.3 3,303 0.1

946 501 2.5 445 2.5 333,781 239,635 8.2 92,931 4.1

1,789 1,560 7.9 229 1.3 262,673 209,610 7.2 53,047 2.3

6,374 2,872 14.5 3,493 19.7 875,456 432,887 14.9 439,171 19.4

674 284 1.4 390 2.2 100,913 54,565 1.9 44,020 1.9

1,215 633 3.2 582 3.3 265,490 146,919 5.0 118,123 5.2

・ ー 1 1 1 58 3 8 03 2 3 288 181 28 2 10 8

ー 2,889 1,195 6.0 1,682 9.5 412,277 180,255 6.2 231,051 10.2

ー 1,459 656 3.3 798 4.5 204,746 86,650 3.0 117,719 5.2

1,141 530 2.7 611 3.5 131,827 59,491 2.0 72,147 3.2

5,368 1,661 8.4 3,707 20.9 593,670 168,546 5.8 424,323 18.7

ー 81 45 0.2 36 0.2 10,830 6,858 0.2 3,961 0.2

ー に分 ない の） 5,692 3,197 16.1 2,490 14.1 791,830 464,886 16.0 324,691 14.3
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 の  

 ( ) 2 (2 ) 

 

・ 外

1月

・ 、中 に移行(1日)
・大 クロマ ロ、 りで最高 7 420 、 年の5

以上(5日)
・16年 - ル 率、過去最高74.6 (6日)
・「 」16年 、 日本へ 急 (17日)

・16年 日客、過去最高を 、5年 続 (10日)
・ 、 (23日)

2月

・ 10 、 水 額38 (3日)
・16年 金額、12年 りに600 に回復 過
去最高(21日)
・16年 ンキン 、 の 3年 続特 (23日)

・16年 、経 2 の高水準(8日)
・16年 水 出額、4年 続過去最高 新(10日)
・「プレミアム イ ー」 始(24日)

3月

・16年外 数、2年 続最多を 新(3日)
・ 8 による、 の 中 が
生(22日)
・ 新 1 年(26日)

・16年 外 数過去最高、 の7 (3日)
・東 経済効果 で32 (6日)
・ 、 (29日)

4月
・ 、16年 年 数100 、2年 続(7
日)
・16年 推 、減少率 2 (14日)

・16年 新 販売 数、3年 り (3日)
・16年 数、8年 続減少(10日)
・16年 、6年 り (20日)
・日 、景気判断上 、9年 り「 大」(27日)

5月
・「ト ン イート 季 」、本 に (3日)
・ 、 定期 (7日)
・「 前さくらま り」、震災後最高の 出(7日)

・ どもの数、36年 続で減少(4日)
・16年 金、6年 りプ (23日)
・4月 効 率1.48 、43年2カ月 り高水準(30日

6月

・16年 動態、自 減過去最大(2日)
・ 前 「はるか 」、リ ーアル ープン(3日)
・ 、生 ルメイカ り 数 少なく、高 引
(24日)

・ 金、 気 金、 ーなど 上げ(1日)
・改 税 行(1日)
・16年 動態、出生数 の100 れ(2日)
・ 事 成 (9日)
・ 府、6カ月 りに景気判断引き上げ(22日)

7月

・ ア ー 始(1日)
・ 、 日 客 のう 「 大 型」に
定(4日)
・ア の セク ー、特別 し て(5日)
・ 、 化 指定へ(21日)

・ (6日)
・日 、 上昇率2 成時期先 り(20日)
・17年上 期 、 期ベー で3期 続(20日)

8月
・ 最低 金、22 の時給738 へ(10日)
・16年 ナ イ 、3年 り 1 (29日)

・ 3次改 発 (3日)
・16年 自給率、23年 りの低水準(9日)
・ ミ イル、日本上 を 過(29日)

9月

・ 8月水 げ 、 ルメイカ が響き過去10年
で最低(7日)
・ 、 客数1 成(21日
・16年 水 出240 、過去35年で最高(21日
・16年 リン 販売 額、3年 続1 (27日)
・8月 効 率1.26 、過去最高(29日)
・ ア ー (30日)

・ の100 以上の高 過去最多(15日)
・ 解 (28日)

10月
・ 5 の新・ ルメ、 販売30 成(10
日)
・ リン2年 り高 、 も 上がり(12日)

・日 9月 、景況感10年 り高水準(2日)
・東 、 2 881 、20年10カ月 り高 (11日)
・ 、自 で 対 定多数(22日)

11月

・10月の 数 ロ、東 商 リ ー
始以来 (2日)
・ 「 の会 で の を する
数」 成(5日)
・ の平 売 1リットル74.2 2年2カ月 り
高 (8日)
・ 新 (新 新 )2016年 、54

の (7日)

・ 4次 発 (1日)
・日経平 2 2 937 、 ル 後最高(7日)
・9月景気動向指数の 判断 き、景気 大58カ
月、「い な 景気」を て 後2 の さに(8日)

12月

・ 済み 再 理 成時期、2021年
上 期に 期(22日)
・11月の 効 率1.27 始以来、過去最高
(26日)
・1 10月本 外 べ19 4 430 、過去最多
(27日)

・ 下 日、2019年4月30日と定める政令を
定(8日)
・日 、2019年発効(8日)
・ 動態 、2017年推 、出生数2年 続100 れ
(22日)
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19.7 )、「 ー ( に されないもの)」が2 490 (同14.1 )などとなっています。(表

3-3、図3-3)。  

 
 

 

 

 

青森県

） ％） ％） ） ％） ％）

計 37,586 19,848 100.0 17,707 100.0 5,196,142 2,914,398 100.0 2,268,759 100.0
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・ 外

1月

・ 、中 に移行(1日)
・大 クロマ ロ、 りで最高 7 420 、 年の5

以上(5日)
・16年 - ル 率、過去最高74.6 (6日)
・「 」16年 、 日本へ 急 (17日)

・16年 日客、過去最高を 、5年 続 (10日)
・ 、 (23日)

2月

・ 10 、 水 額38 (3日)
・16年 金額、12年 りに600 に回復 過
去最高(21日)
・16年 ンキン 、 の 3年 続特 (23日)

・16年 、経 2 の高水準(8日)
・16年 水 出額、4年 続過去最高 新(10日)
・「プレミアム イ ー」 始(24日)

3月

・16年外 数、2年 続最多を 新(3日)
・ 8 による、 の 中 が
生(22日)
・ 新 1 年(26日)

・16年 外 数過去最高、 の7 (3日)
・東 経済効果 で32 (6日)
・ 、 (29日)

4月
・ 、16年 年 数100 、2年 続(7
日)
・16年 推 、減少率 2 (14日)

・16年 新 販売 数、3年 り (3日)
・16年 数、8年 続減少(10日)
・16年 、6年 り (20日)
・日 、景気判断上 、9年 り「 大」(27日)

5月
・「ト ン イート 季 」、本 に (3日)
・ 、 定期 (7日)
・「 前さくらま り」、震災後最高の 出(7日)

・ どもの数、36年 続で減少(4日)
・16年 金、6年 りプ (23日)
・4月 効 率1.48 、43年2カ月 り高水準(30日

6月

・16年 動態、自 減過去最大(2日)
・ 前 「はるか 」、リ ーアル ープン(3日)
・ 、生 ルメイカ り 数 少なく、高 引
(24日)

・ 金、 気 金、 ーなど 上げ(1日)
・改 税 行(1日)
・16年 動態、出生数 の100 れ(2日)
・ 事 成 (9日)
・ 府、6カ月 りに景気判断引き上げ(22日)

7月

・ ア ー 始(1日)
・ 、 日 客 のう 「 大 型」に
定(4日)
・ア の セク ー、特別 し て(5日)
・ 、 化 指定へ(21日)

・ (6日)
・日 、 上昇率2 成時期先 り(20日)
・17年上 期 、 期ベー で3期 続(20日)

8月
・ 最低 金、22 の時給738 へ(10日)
・16年 ナ イ 、3年 り 1 (29日)

・ 3次改 発 (3日)
・16年 自給率、23年 りの低水準(9日)
・ ミ イル、日本上 を 過(29日)

9月

・ 8月水 げ 、 ルメイカ が響き過去10年
で最低(7日)
・ 、 客数1 成(21日
・16年 水 出240 、過去35年で最高(21日
・16年 リン 販売 額、3年 続1 (27日)
・8月 効 率1.26 、過去最高(29日)
・ ア ー (30日)

・ の100 以上の高 過去最多(15日)
・ 解 (28日)

10月
・ 5 の新・ ルメ、 販売30 成(10
日)
・ リン2年 り高 、 も 上がり(12日)

・日 9月 、景況感10年 り高水準(2日)
・東 、 2 881 、20年10カ月 り高 (11日)
・ 、自 で 対 定多数(22日)

11月

・10月の 数 ロ、東 商 リ ー
始以来 (2日)
・ 「 の会 で の を する
数」 成(5日)
・ の平 売 1リットル74.2 2年2カ月 り
高 (8日)
・ 新 (新 新 )2016年 、54

の (7日)

・ 4次 発 (1日)
・日経平 2 2 937 、 ル 後最高(7日)
・9月景気動向指数の 判断 き、景気 大58カ
月、「い な 景気」を て 後2 の さに(8日)

12月

・ 済み 再 理 成時期、2021年
上 期に 期(22日)
・11月の 効 率1.27 始以来、過去最高
(26日)
・1 10月本 外 べ19 4 430 、過去最多
(27日)

・ 下 日、2019年4月30日と定める政令を
定(8日)
・日 、2019年発効(8日)
・ 動態 、2017年推 、出生数2年 続100 れ
(22日)
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(2) (2 ) 

 

・ 外

1月

・ 前 が 、ア に移転(4日)
・大 クロマ ロ、 最後の りで最高 3 645

、過去4 の高 (5日)
・17年 44 、過去最少(9日)

・17年 ンマ水 げ 、 世 り (5日)
・17年新 販売 数、3年 りに (5日)
・17年 日客、過去最高を 、6年 続 (12日)
・ 府、7カ月 りに景気判断引き上げ(19日)

2月
・ 16 、 ンク 事 (20日)
・17年 ンキン 、 の 4年 続特 (28日)

・17年 水 出額、5年 続過去最高 新(7日)
・17年 、経 2 の高水準(8日)

3月
・16年 別 出額、 前 が3年 続東 1 (23
日)
・ 来推 、2045年に82 (30日)

・ う ック、アイ など 上げ(1日)
・ 、 除く11カ で (8日)

4月

・15年 生 、3年 りプ 成 (4日)
・ ル 、 後の 客数56 (4日)
・ 、17年 年 数100 、3年 続(13
日)
・17年 推 、減少率 2 (13日)
・ 和 現 10 年(26日)
・ 新中 、 事が (28日)

・ 、 から 府 に移 (1日)
・ 、 、 ールなど 上げ(1日)
・17年 新 販売 数、2年 続 (2日)
・アマ ン、 上げ(4日)
・17年 数、9年 続減少(10日)
・17年 、2年 続 (18日)
・ ルメイカ 、2年 続で過去最低 新(26日)

5月

・17年 クルー 、 効果3.5 (1日)
・ 前さくらま り100 年、震災後2 の 出(7日)
・ 新 (7日)
・ 1年、 効果19.6 (11日)

・ どもの数、37年 続で減少 過去最少を 新(4日)
・ 、イ ン を表 (8日)

6月
・17年 動態、出生数8 035 過去最少(1日)
・ 、 ーム に成 世界
(18日)

・17年 動態、出生数過去最少(1日)
・ 会 (12日)
・18 を成 とする改 成 (13日)
・ 21回 ール カップロシア大会 (14日)
・ 事 ( 新 ) 行(15日)
・大 府 震発生、大 などで震 6 (18日)
・ き 改 が成 (29日)

7月

・ 和 出 の高 が 、本 2 57
年 り(18日)
・ ま なか 「マ 」が ープン(21日)
・17年外 数過去最多、 び率 2 (31日)

・ 税 58.8 、26年 り高水準(4日)
・平成30年7月 (5日)
・18年 動態、 減少幅過去最大37 (11日)
・日 17日
・18年上 期 、 期ベー で5期 続(19日)
・17年 外 数過去最多、7 969 (31日)

8月

・来 高 率1.73 、過去最高(1日)
・ 最低 金、24 の時給762 へ(8日)
・16年 品出 額過去最高、 び率 2 (10日)
・ 品 ー ー「マ 」が「みなとや」 (20日)

・18年 日外 2 000 、過去最 (20日)
・ 水 し 、 へ(23日)

9月

・ 8月水 げ数 ・金額、 ルメイカ が響き
過去10年で最低(7日)
・18年 27年 続下 、商 は18年 り上昇

18日
・大 新 (25日)

・ 21 上 、 などの 発生(4日)
・ 東 震発生、 で震 7(6日)
・ の100 以上高 過去最多、48年 続 (14日)
・ 推 、70 以上が の2 16日

10月

・17年 り 販売 額、4年 続1 (3日)
・ 前 、 、 、 前大 が中 の

に する 本 定 (4日)
・「 マ 」20 成、経済効果10 (17日)
・ ル 8、9月の 率最高、 日客 (18日)

・日 景況感3期 続悪化、相次 災 影響(1日)
・たばこ、 など 上げ(1日)
・ 4次 改 発 (2日)
・日経平 時2 4 400 、 ル 後最高 (2
日)
・「日本の 」 、83年の に (6日)
・ リン 160 、4年 り高 (24日)

11月
・ ン ーレ 3昇 、 の ク ームに(20
日)
・ 「 時 」新 (22日)

・2025年 会( )の大 定(24日)
・ 、 を 式 定(25日)
・ ークル ンク 、 ミリーマートに

(30日)

12月

・ 定期 、2019年7月から 2 復(18日)
・1 10月本 外 べ25 150 、過去最多(27
日)
・11月の 効 率1.34 、過去最高(28日)
・18年 水 げ額181 、平成最低(29日)

・改 成 、外 れ 大(8日)
・景気「い な 」 後2 の さと 定(13日)
・19年 101 4 600 、過去最高に(18日)
・18年 日客、 の3 000 (18日)
・ を除く「 11」が発効(30日)

217 

( ) ・ (2 ) 

 

 

 

・ 外

1月

・大 クロマ ロ、東 ・ の新 りで 上
最高 3 3 360 (5日)
・17年 出額3 103 5年 り減だが14年 続東
トップは (10日)
・ 97回 高 ッカー で 高 が2年
り2 の (14日)

・18年 日客3 119 7年 続 、過去最多(11日)
・18年 移動 、東 転 過14 7
転出 過(31日)

2月

・ 効 率・18年平 1.30 6年 続最高(1日)
・19年 0.3 6 650 、4年 りプ (19
日)
・18年外 べ 数29 で過去最多、 び率
1 (28日)

・18年 率、1.61 で過去2 の高水準
率は2.4 で8年 続の改善(1日)
・ の 「はや さ2」、 「り う う」に

への は「はや さ」以来、世界で2
(22日)

3月

・ 18年 コン ナ 4年 続5 本 過去最
高(4日)
・17年 別 出額、 前 が4年 続東 1 (19
日)

・2019年 成 、 会 額は過去最大の101
4 571 (27日)

4月
・18年 37 過去最少(2日)
・17年 品出 額 過去最高1 9 116 (3日)
・中 、 時 (30日)

・ 過去最多 18年 前年 比28 (5日)
・18年 推 、 2 644 で減少率は過去最大の
0.21 (12日)

5月

・ 前さくらま り、来 289 で過去2 の多さ(6
日)
・18年 率過去最高、 数は過去10年で
最多(24日)
・18年 り 出 2年 続3 トン (30日)

・新 下、 令和に改元(1日)
・ ども 38年 続減 少 化止まら (4日)

6月
・ 21回 事 で 事 、 政 の5期 (2日)
・18年 動態 自 減過去最大で の1 、出
生数は過去最少(7日)

・18年出生率1.42 3年 続低下、出生数は過去最少(7日)
・大 で 20 、自由 の推 や ジ ル経済、
に いて (28日)

7月
・ 自のさくら 新品 「ジ ート」

ー、 りで1 1 (1日)
・ 定期 、 2 復で 始(17日)

・商 31年 りに再 で 水 げ(1日)
・18年 税 ル期 で過去最高60.4 (2日)

8月
・ 最低 金、28 の時給790 へ(8日)
・18年 セン 数9 れ前回(13年)
比15 減(28日)

・ で 的大 (28日)

9月

・ 8月水 げ4 208トン 過去10年で最低 ル
メイカ 直し金額は (12日)
・19年 28年 続下 、 、 で2 化(19
日)
・18年 り 販売 額、5年 続1 (27日)
・ ート アリーナ ープン(29
日)

・ 15 上 、 で 期 などの 発生(9日)
・ 4次 再改 発 (11日)
・ に める65 28 で世界最高(15日)
・ ー・ ール カップ日本大会 (20日)

10月 ・ ル 、9月 率55 大幅減(3日)
・消費税率が8 から10 に引き上げ(1日)
・大型 19 東日本直 (12日)

11月
・ 定率59.6 来 高 、過去最高(8日)
・ 65 以上の高 、10年で1 (25日)

・冬の ーナ 、2年 続過去最高 経 大 平
96 (14日)

・18年 給付費等 態 費 が の10
(28日)

12月

・「 ・ 東 の 」、 コ推 定
21年の世界 指す(19日
・19年 水 げ 、68年 り7 トン れの 的

(30日)
・18年 り み客 、イン ン び過去最高
1 902 (30日)

・20年 102 6 580 、8年 続過去最高を 新
(20日)
・ 動態 19年推 、出生数最少86 4 000 で の
90 れ(24日)
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・ 外

1月

・ 前 が 、ア に移転(4日)
・大 クロマ ロ、 最後の りで最高 3 645

、過去4 の高 (5日)
・17年 44 、過去最少(9日)

・17年 ンマ水 げ 、 世 り (5日)
・17年新 販売 数、3年 りに (5日)
・17年 日客、過去最高を 、6年 続 (12日)
・ 府、7カ月 りに景気判断引き上げ(19日)

2月
・ 16 、 ンク 事 (20日)
・17年 ンキン 、 の 4年 続特 (28日)

・17年 水 出額、5年 続過去最高 新(7日)
・17年 、経 2 の高水準(8日)

3月
・16年 別 出額、 前 が3年 続東 1 (23
日)
・ 来推 、2045年に82 (30日)

・ う ック、アイ など 上げ(1日)
・ 、 除く11カ で (8日)

4月

・15年 生 、3年 りプ 成 (4日)
・ ル 、 後の 客数56 (4日)
・ 、17年 年 数100 、3年 続(13
日)
・17年 推 、減少率 2 (13日)
・ 和 現 10 年(26日)
・ 新中 、 事が (28日)

・ 、 から 府 に移 (1日)
・ 、 、 ールなど 上げ(1日)
・17年 新 販売 数、2年 続 (2日)
・アマ ン、 上げ(4日)
・17年 数、9年 続減少(10日)
・17年 、2年 続 (18日)
・ ルメイカ 、2年 続で過去最低 新(26日)

5月

・17年 クルー 、 効果3.5 (1日)
・ 前さくらま り100 年、震災後2 の 出(7日)
・ 新 (7日)
・ 1年、 効果19.6 (11日)

・ どもの数、37年 続で減少 過去最少を 新(4日)
・ 、イ ン を表 (8日)

6月
・17年 動態、出生数8 035 過去最少(1日)
・ 、 ーム に成 世界
(18日)

・17年 動態、出生数過去最少(1日)
・ 会 (12日)
・18 を成 とする改 成 (13日)
・ 21回 ール カップロシア大会 (14日)
・ 事 ( 新 ) 行(15日)
・大 府 震発生、大 などで震 6 (18日)
・ き 改 が成 (29日)

7月

・ 和 出 の高 が 、本 2 57
年 り(18日)
・ ま なか 「マ 」が ープン(21日)
・17年外 数過去最多、 び率 2 (31日)

・ 税 58.8 、26年 り高水準(4日)
・平成30年7月 (5日)
・18年 動態、 減少幅過去最大37 (11日)
・日 17日
・18年上 期 、 期ベー で5期 続(19日)
・17年 外 数過去最多、7 969 (31日)

8月

・来 高 率1.73 、過去最高(1日)
・ 最低 金、24 の時給762 へ(8日)
・16年 品出 額過去最高、 び率 2 (10日)
・ 品 ー ー「マ 」が「みなとや」 (20日)

・18年 日外 2 000 、過去最 (20日)
・ 水 し 、 へ(23日)

9月

・ 8月水 げ数 ・金額、 ルメイカ が響き
過去10年で最低(7日)
・18年 27年 続下 、商 は18年 り上昇

18日
・大 新 (25日)

・ 21 上 、 などの 発生(4日)
・ 東 震発生、 で震 7(6日)
・ の100 以上高 過去最多、48年 続 (14日)
・ 推 、70 以上が の2 16日

10月

・17年 り 販売 額、4年 続1 (3日)
・ 前 、 、 、 前大 が中 の

に する 本 定 (4日)
・「 マ 」20 成、経済効果10 (17日)
・ ル 8、9月の 率最高、 日客 (18日)
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・大 クロマ ロ、東 ・ の新 りで 上
最高 3 3 360 (5日)
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・ 外

1月

・大 クロマ ロ、東 ・ の新 りで1
9 320 過去2 の高 (5日)
・18年 出額3 222 、15年 続で東 トップ(15
日)
・19年 移動 、転出 過6 044 9 の多さ
(31日)
・19年 外 数3 901 、過去最多(31日)

・19年 日客3 188 、7年 続で過去最多を 新(10日)
・19年 移動 、東 転 過14 8 39 府

が転出 過(31日)

2月

・ の1月平 気 117年 り最高 、降 も過
去最少(1日)
・19年 ンキン 、まっし ら 特 の

6年 続特 (26日)
・19年外 べ 数31 6 、過去最多を 新(28
日)

・クルー 「 イ ン プリンセ 」 で新型コ
ロナ イル の 感 (5日)
・19年 、経 20 597 2年 り
(10日)
・ 相、 中 ・高等 び特別 等に る

時 (27日)

3月

・ い ク ベー 事再生 し て、 27 (2
日)
・18年 別 出額、 前 が5年 続東 1 (17
日)
・新型コロナ イル 感 を で (23日)
・ 前さくらま り中止 定(26日)

・ 、新型コロナ イル 感 の ン ミック(世界的
大流行)を表 (11日)
・東 ・ リン ックの 期 定(24日)
・外 、 世界を対 に 外 自粛 (25日)
・ 府景気判断、「回復」を6年9 月 り 除(26日)

4月

・ 発 「 ン ーム がる」 転 始(1
日)
・ ね た 中止 定(8日)
・19年 推 、減少率 ー ト2 (14日)
・ への外出自粛 (17日)
・29日から5月6日まで 興 等に (24日)

・高等 の 化(1日)
・政府、7 府 に緊急事態宣言発令(7日)
・19年 推 、 2 617 減少数過去最大(14日)
・3月 日客93 減(15日)
・緊急事態宣言、 府 に 大(16日)
・ 10 の特別定額給付金 給 定(20日)
・ 府景気判断、11年 り「悪化」と表現(23日)

5月

・日本 、大型 中の ・ の 客数
96.7 減(8日)
・ 前ナン ー 付 始(11日)
・日本 行 経済概況、 めて「悪化」と表現(18
日)
・ ル 、 16 (25日)

・3月消費 出、5年 りに6 減(8日)
・緊急事態宣言の対 39 解除(14日)
・4月 日客99.9 減(20日)
・日本高 、 の 大会の中止 定 後 (20日)
・緊急事態宣言、 で解除(25日)

6月

・19年 動態 、自 減過去最多、出生数過去最少(5
日)
・5月 効 率0.93 、4年3 月 りに1 を下回る
(30日)

・19年出生率1.36、4年 続低下 出生数 の90 れ
(5日)
・新 高 始期日を1カ月先へ (11日)
・政府、 府 の移動の を 解除(19日)
・ 府景気判断「悪化」 除、2年5 月 りに改善(19
日)

7月

・さくら の 新品 「ジ ート」
ー、 り15 30 (1日)

・ 定 キャンペーン 始、1 1 5500 引(10
日)
・ 新品 「 きくらげ」 ー(11日)

・レジ 化 始(1日)
・ や ・ などで 的 (4日)
・ の 表、21年6月へ 期(7日)
・「   ト ベル」事 始、東 は対 外(22日)
・ 府、景気の「 」を18年10月と 定 大 71
月 は 後2 の さ(30日)

8月
・ 期 の新 、 で前年比77 減
(18日)

・4 6月の 、 後最悪の み(17日)
・7月 移動 、東 で の転出 過(27日)

9月
・19年 水 出230 、過去2 に高い額(11日
・19年 り 販売額、6年 続1 000 (30日)

・マイナ イント事 始(1日)
・ 、イン ー ット回 始(14日)
・ 発 (16日)

10月

・ 前 の に る新型コロナ イル のク
ー発生を 定(15日)

・ 前 、 へ 事 には
20 給 19日

・「   ト ベル」事 の対 に東 (1日)
・「   イート」事 始(1日)
・ 税 改 、たばこ 上げ(1日)
・ の 率、4 6月23.1 過去最高に(16日)

11月
・ い ー ン、 販売(7日)
・ 新 (30日)

・ 大 、 50 で 判 (13日)
・日中 ・ など15か が 定に (15日)

12月

・「   キャンペーンあ もり 事券」販売 始(1
日)
・ 新型コロナ イル 感 、 400 に(23日)
・ 20年水 げ金額、53年 りに140 を下回る(29
日)

・ 世界からの外 の新 を 時 止(26日)
・「   ト ベル」事 、 に 時 止(28
日)
・日経平 、年 2 7 444 31年 りの高
(30日)
・ 、 を が 定発効(31日)
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　この本は、青森県庁Web ページ http://www.pref.aomori.lg.jp/kensei/tokei/shakai-keizaihakusho.html

から、全文をダウンロードすることができます。
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